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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等を含まない。 

２ 第62期における潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失を計上しているの

で記載していない。 

３ 従業員数は就業人員である。なお、第63期から就業人員の定義を一部修正している。 

４ 純資産額の算定にあたり、第66期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

委員会 平成17年12月９日 企業会計基準第５号)および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号)を適用してい

る。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

 売上高 (百万円) 167,941 191,939 269,340 246,533 301,311

 経常利益又は 
 経常損失(△)

(百万円) △1,424 5,311 21,570 17,279 27,026

 当期純利益又は 
 当期純損失(△)

(百万円) △3,465 4,850 14,454 15,236 18,451

 純資産額 (百万円) 45,100 77,434 99,218 126,427 133,778

 総資産額 (百万円) 218,653 240,512 256,397 270,273 319,518

 １株当たり純資産額 (円) 238.28 334.93 408.03 500.44 542.13

 １株当たり当期純利益 
 又は当期純損失(△)

(円) △18.65 23.04 59.88 60.66 74.05

 潜在株式調整後 
 １株当たり当期純利益

(円) ― 18.29 52.57 55.81 68.63

 自己資本比率 (％) 20.6 32.2 38.7 46.8 41.6

 自己資本利益率 (％) △7.3 7.9 16.4 13.5 14.2

 株価収益率 (倍) ― 31.9 12.1 20.6 12.0

 営業活動による 
 キャッシュ・フロー

(百万円) 87 14,681 22,301 14,906 23,644

 投資活動による 
 キャッシュ・フロー

(百万円) 4,303 △82 △5,107 △7,482 △8,518

 財務活動による 
 キャッシュ・フロー

(百万円) △4,922 △10,156 △16,774 △13,441 △8,874

 現金及び現金同等物の 
 期末残高

(百万円) 28,141 31,970 32,646 27,244 33,990

 従業員数 (名) 4,468 4,460 4,547 4,672 4,798



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等を含まない。 

２ 第62期における潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失を計上しているの

で記載していない。 

３ 第64期の１株当たり配当額7円50銭は、特別配当2円50銭を含んでいる。 

４ 第65期の１株当たり配当額10円は、特別配当5円を含んでいる。 

５ 従業員数は就業人員である。 

６ 純資産額の算定にあたり、第66期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

委員会 平成17年12月９日 企業会計基準第５号)および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号)を適用してい

る。 

  

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

 売上高 (百万円) 128,786 150,691 227,368 205,167 247,755

 経常利益又は 
 経常損失(△)

(百万円) △3,611 3,162 14,282 12,955 21,728

 当期純利益又は 
 当期純損失(△)

(百万円) △4,382 3,015 9,501 13,355 14,748

 資本金 (百万円) 37,142 48,172 51,331 53,998 54,044

 発行済株式総数 (千株) 189,369 231,390 243,164 253,791 253,974

 純資産額 (百万円) 47,548 79,094 95,349 119,208 120,653

 総資産額 (百万円) 200,236 233,715 245,955 255,293 299,603

 １株当たり純資産額 (円) 251.34 342.32 392.39 472.14 491.57

 １株当たり配当額 
 (内１株当たり 
 中間配当額)

(円)
― 

(―)
3.00
(―)

7.50
(―)

10.00 
(―)

15.00
 (─)

 １株当たり 
 当期純利益又は 
 当期純損失(△)

(円) △23.43 14.47 39.42 53.44 59.19

 潜在株式調整後 
 １株当たり当期純利益

(円) ― 11.49 34.61 49.16 54.85

 自己資本比率 (％) 23.7 33.8 38.8 46.7 40.3

 自己資本利益率 (％) △8.7 4.8 10.9 12.4 12.3

 株価収益率 (倍) ― 50.9 18.4 23.3 15.1

 配当性向 (％) ― 20.7 19.0 18.7 25.3

 従業員数 (名) 2,422 2,339 2,308 2,354 2,225



２ 【沿革】 

昭和18年10月11日 資本金130,000円で大日本スクリーン製造株式会社を設立し本社を京都市に置く。

昭和21年３月 カメラ、アーク灯、焼付機等の写真製版機械の生産を開始し、写真製版設備の総合メーカーとして

スタート。

昭和25年６月 東京出張所(現東京支店)を開設。

昭和28年６月 堀川工場(現本社所在地)を買収し、写真製版機械の生産設備を増設。

昭和33年３月 スクリーン工場(京都化学工場)を新築し、ガラススクリーンのほかコンタクトスクリーン、テレビ

用・レーダー用等の電子関係部品の生産を開始。

昭和37年５月 株式を大阪証券取引所市場第二部に上場。

昭和38年３月 滋賀県彦根市に彦根機械工場(現彦根地区事業所)を新築し、工業用カメラの量産体制を確立。

昭和40年７月 彦根化学工場を新築し、カラーブラウン管用マスクの量産体制を確立。

昭和42年４月 京都市南区に久世工場(現久世事業所)を新築し、写真製版機器の増産体制を確立。

昭和42年７月 米国ロサンゼルス駐在員事務所を発展的に閉鎖し現地法人D.S.AMERICA INC.を設立。

昭和42年10月 株式を東京証券取引所市場第二部に上場。

昭和45年８月 東京、大阪各証券取引所市場第一部に指定替え上場。

昭和49年６月 英国に現地法人DAINIPPON SCREEN(U.K.)LTD.(連結子会社)を設立。

昭和50年２月 化工機工場(現ＦＰＤ彦根工場)を発足し、電子工業界向け機械装置の製造を拡充。

昭和51年10月 株式会社ファースト・リース(連結子会社)を設立。

昭和53年８月 ドイツに現地法人DAINIPPON SCREEN(DEUTSCHLAND)GmbH (連結子会社)を設立。

昭和54年10月 シンガポールに現地法人DAINIPPON SCREEN SINGAPORE PTE.LTD.(連結子会社)を設立。

昭和56年４月 オランダに現地法人DAINIPPON SCREEN(BENELUX)B.V.(現DAINIPPON SCREEN(NEDERLAND)B.V. 連結子

会社)を設立。

昭和56年11月 京都府久御山町に久御山工場(現久御山事業所)を新築し、画像情報処理機器の増産体制を確立。

昭和58年８月 香港に現地法人DAINIPPON SCREEN(HONG KONG)LTD.(現DAINIPPON SCREEN(CHINA) LTD. 連結子会社)

を設立。

昭和58年９月 株式会社ディエス技研(現株式会社テックインテック 連結子会社)を設立。

昭和60年８月 京都市伏見区に洛西工場(現洛西事業所)を新築し半導体製造装置の増産体制を確立。

昭和62年８月 豪州に現地法人DAINIPPON SCREEN(AUSTRALIA)PTY.LTD.(連結子会社)を設立。

平成２年１月 台 湾 に 現 地 法 人 DAINIPPON SCREEN(TAIWAN)CO.,LTD.( 現 DAINIPPON SCREEN ELECTRONICS(TAIWAN)

CO.,LTD. 連結子会社)を設立。

平成４年５月 滋賀県野洲町(現野洲市)に野洲事業所を開設し、半導体製造装置の量産体制の充実を図る。同装置

の教育施設を併設。

平成８年４月 米国に持株会社D.S.NORTH AMERICA HOLDINGS,INC.(連結子会社)および半導体製造装置販売会社

DNS ELECTRONICS,LLC(連結子会社)を設立。

平成９年２月 株式会社光進堂(現DAINIPPON SCREEN(KOREA)CO.,LTD. 連結子会社)の株式持分が過半数を超える。

平成10年４月 米国に現地法人DAINIPPON SCREEN GRAPHICS(USA),LLC(連結子会社)を設立。

平成10年10月 滋賀県多賀町に多賀事業所を開設し、次世代半導体製造装置の生産体制を確立。

平成11年４月 株式会社サーク(連結子会社)を設立。

平成13年３月 彦根地区事業所にFab.FC-1を新築し300ミリウエハ対応洗浄装置の量産体制を確立。

平成13年４月 福島県に製造子会社株式会社クォーツリード(連結子会社)を設立。

平成14年７月 画像処理情報機器部門の国内販売部門を会社分割により分社し、株式会社メディアテクノロジー  

ジャパン(連結子会社)を設立。

平成14年９月 中国に現地法人DAINIPPON SCREEN ELECTRONICS(SHANGHAI)CO.,LTD.(連結子会社)を設立。

平成15年10月 中国に製造子会社DAINIPPON SCREEN MT(HANGZHOU)CO.,LTD.(連結子会社)を設立。

平成17年５月 台湾に現地法人DNS FEATS(TAIWAN)CO.,LTD.(連結子会社)を設立。

平成17年６月 英国のINCA DIGITAL PRINTERS LTD.(連結子会社)を買収。

平成17年10月 カラーブラウン管用マスク事業から撤退。

平成18年４月 洛西事業所にグループ最大の開発拠点となるホワイトカンバス洛西を開設。

平成18年７月 半導体関連コータ・デベロッパ事業部門(電子工業用機器事業)を会社分割により分社し、米国

Applied Materials(アプライド マテリアルズ)社との業務・資本提携により株式会社SOKUDO(共同支

配企業)およびその子会社SOKUDO USA,LLCを設立。

平成18年11月 彦根地区事業所にCS-1を新築し第８世代以降のフラットパネルディスプレー製造装置の品質検証・

生産体制を確立。 

彦根地区事業所にFab.FC-2を新築し半導体ウエハ洗浄装置の量産体制を確立。



３ 【事業の内容】 

 当社グループは、電子工業用機器および画像情報処理機器の製造・販売を主な内容とし、さらにそれら

に関連する研究およびサービス等の事業活動を展開しております。 

 当社および当社グループの事業に係る位置付けおよび事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおり

であります。 

  

電子工業用機器 

 主要な製品は、半導体製造装置、ＦＰＤ製造装置、プリント配線板製造装置であります。 

 製造は主として当社が行っておりますが、製造および製品の組立調整の一部を子会社である株式

会社テックインテックに委託しております。子会社の株式会社クォーツリードおよび株式会社FASSE

は半導体製造装置用部品の製造を行っており、子会社の株式会社サークは半導体関連装置などの中

古機の再生・販売を行っております。また、海外においては関連会社であるSEMES CO.,LTD.が半導

体・ＦＰＤ製造装置の製造・販売・サービスを行っております。 

 販売は、国内においては当社の販売ネットワークを通じて行っており、海外においてはDNS 

ELECTRONICS,LLC、DAINIPPON SCREEN(DEUTSCHLAND)GmbH、DAINIPPON SCREEN SINGAPORE PTE.LTD.他

４社の子会社および商社を通じて販売しております。 

 保守サービスは当社および上記販売会社の他、国内は株式会社SEBACSおよび株式会社FEBACSに、

海外はDAINIPPON SCREEN ELECTRONICS (SHANGHAI) CO.,LTD.他子会社６社に委託しております。 

 研究・開発は当社が行うほか、一部の開発業務を子会社の株式会社テックインテックで行ってお

ります。 

 当社は、半導体関連コータ・デベロッパ事業部門を会社分割により分社し、米国Applied 

Materials（アプライド マテリアルズ）社との業務・資本提携により株式会社SOKUDOを設立しまし

た。同社は半導体関連塗布現像装置の開発・製造・販売・保守サービスを行い、同装置の生産は引

続き当社が行っております。また、株式会社SOKUDOは、同装置の開発・販売・保守サービスを目的

として米国に100%子会社、SOKUDO USA,LLCを設立しております。なお、株式会社SOKUDOおよび

SOKUDO USA,LLCは、企業結合会計基準に基づく共同支配企業であり、関連会社に該当いたします。 

  

画像情報処理機器 

 主要な製品は、ＣＴＰ（印刷版出力装置）、デジタル印刷機、文字フォントであります。 

 製造は主として当社が行っておりますが、一部製品の製造を国内においては子会社である株式会

社テックインテックが、海外においては子会社のDAINIPPON SCREEN MT(HANGZHOU) CO.,LTD.が行っ

ております。また、INCA DIGITAL PRINTERS LTD.が、産業用インクジェットプリンターの開発・製

造を行っております。 

 販売は国内においては、主として子会社の株式会社メディアテクノロジー ジャパンが行ってお

り、一部の製品の販売を当社が行っております。海外においては、南北アメリカ地区は子会社であ

るDAINIPPON SCREEN GRAPHICS(USA),LLC、欧州、アフリカ、中近東地区はDAINIPPON SCREEN(U.K.)

LTD.他子会社２社、アジア、オセアニア地区はDAINIPPON SCREEN SINGAPORE PTE.LTD.他５社の子会

社を通じて販売しており、その他一部地域は商社を通じて販売しております。 

 保守サービスは、海外においては主として上記販売会社および子会社１社、国内においては子会

社の株式会社エムティサービス東日本および株式会社エムティサービス西日本が行っております。 

 研究・開発は当社が行うほか、一部ソフトウエアの開発をS.TEN NINES CALIFORNIA,LLCに委託し

ております。 

  

その他 

 国内の子会社において、株式会社ファースト・リースが主に当社製品のリース業務を行ってお

り、株式会社ディ・エス・ファイナンスが当社グループの買掛金のファクタリング業務を行ってお

ります。また、その他子会社９社が他の事業を行っております。 

 なお、子会社D.S.NORTH AMERICA HOLDINGS,INC.他子会社１社は米国の持株会社です。 

  

  

  



以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりである。 

平成19年３月31日現在 
  

 

  

  

（注）1. (株)SOKUDO：当連結会計年度において当社より分社、米国Applied Materials社との業務・資本提携により 

  設立した共同支配企業 

   2. SOKUDO USA,LLC：当連結会計年度において(株)SOKUDOの100%出資子会社として設立 



４ 【関係会社の状況】 

  

名称 住所
資本金

又は出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

(連結子会社)

D.S.NORTH AMERICA 
HOLDINGS, INC.(注)２

アメリカ 
イリノイ州

64,446千
米ドル

その他 100.0
米国関係会社の持株会社機能
を担っている。 
役員の兼任 ４名

D.S.VENTURE  
INVESTMENTS  
INTERNATIONAL, 
INCORPORATED

アメリカ 
カリフォルニア州

1千
米ドル

電子工業用機器 100.0

米国におけるベンチャー投資
持株会社機能を担っている。
役員の兼任 ４名 
(うち当社従業員１名)

DAINIPPON SCREEN 
GRAPHICS(USA),LLC

アメリカ 
イリノイ州

3,000千
米ドル

画像情報処理機器
100.0
(100.0)

主に画像情報処理機器を当社
より購入している。 
役員の兼任 ３名 
(うち当社従業員２名)

S. TEN NINES 
CALIFORNIA,LLC

アメリカ 
カリフォルニア州

11,798千
米ドル

画像情報処理機器
100.0
(100.0)

主に当社の委託により画像情
報処理機器用のソフトウエア
の開発並びに販売を行ってい
る。 
役員の兼任 ４名 
(うち当社従業員４名)

DNS ELECTRONICS,LLC 
(注)２，７

アメリカ 
カリフォルニア州

14,505千
米ドル

電子工業用機器
100.0
(100.0)

主に電子工業用機器を当社よ
り購入している。 
役員の兼任 ３名 
(うち当社従業員１名)

DAINIPPON SCREEN 
(U.K.) LTD.

イギリス 
ミルトンキーンズ

10,250千
英ポンド

画像情報処理機器
並びに電子工業用
機器

100.0

主に画像情報処理機器を当社
より購入している。 
役員の兼任 ３名 
(うち当社従業員２名)

INCA DIGITAL 
PRINTERS LTD.

イギリス 
ケンブリッジ

504千
英ポンド

画像情報処理機器 100.0

産業用インクジェットプリン
ターの開発・製造を行ってい
る。 
役員の兼任 ３名 
(うち当社従業員２名)

DAINIPPON SCREEN 
(DEUTSCHLAND)GmbH

ドイツ 
デュッセルドルフ

14,367千
ユーロ

画像情報処理機器
並びに電子工業用
機器

100.0

主に画像情報処理機器、並び
に電子工業用機器を当社より
購入している。当社より債務
保証を受けている。 
役員の兼任 ３名 
(うち当社従業員２名)

DAINIPPON SCREEN 
IRELAND LTD. 

アイルランド 
キルデア

1ユーロ 電子工業用機器
100.0
(100.0)

主に当社(子会社経由)の委託
により電子工業用機器の保守
サービスを行っている。

DAINIPPON SCREEN 
ITALY S.R.L. 

イタリア 
ノヴァラ

50千
ユーロ

電子工業用機器
100.0
(100.0)

主に当社(子会社経由)の委託
により電子工業用機器の保守
サービスを行っている。

DAINIPPON SCREEN 
ELECTRONICS  
FRANCE SARL 

フランス 
パリ

50千
ユーロ

電子工業用機器
100.0
(100.0)

主に当社(子会社経由)の委託
により電子工業用機器の保守
サービスを行っている。

DAINIPPON SCREEN 
ISRAEL LTD.

イスラエル
ラマトガン

18ユーロ 電子工業用機器
100.0
(100.0)

主に当社(子会社経由)の委託
により電子工業用機器の保守
サービスを行っている。

DAINIPPON SCREEN 
(NEDERLAND)B.V.

オランダ 
アムステル 
フェーン

3,539千
ユーロ

画像情報処理機器 100.0

主に画像情報処理機器を当社
より購入している。 
役員の兼任 ３名 
(うち当社従業員２名)

DAINIPPON SCREEN 
SINGAPORE PTE.LTD.

シンガポール
15,800千
シンガポ
ールドル

画像情報処理機器
並びに電子工業用
機器

100.0

主に画像情報処理機器、並び
に電子工業用機器を当社より
購入している。 
役員の兼任 ４名 
(うち当社従業員４名)



名称 住所
資本金

又は出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

DAINIPPON SCREEN 
ELECTRONICS  
(SHANGHAI)CO.,LTD.

中国 
上海市

500千
米ドル

電子工業用機器 100.0

主に当社(子会社経由)の委託
により電子工業用機器の保守
サービスを行っている。 
役員の兼任 ６名 
(うち当社従業員５名)

SCREEN MEDIA  
TECHNOLOGY LTD.

中国 
上海市

200千
米ドル

画像情報処理機器
100.0
(100.0)

主に画像情報処理機器を当社
(子会社経由)より購入してい
る。 
役員の兼任 ２名 
(うち当社従業員２名)

DAINIPPON SCREEN MT 
(HANGZHOU)CO.,LTD.

中国 
杭州市

280
 
画像情報処理機器 100.0

主に画像情報処理機器の製造
を行っている。当社からの借
入金有。 
役員の兼任 ５名 
(うち当社従業員５名)

DAINIPPON SCREEN 
(CHINA)LTD.

香港
8,000千
香港ドル

画像情報処理機器
並びに電子工業用
機器

100.0

主に画像情報処理機器、並び
に電子工業用機器を当社より
購入している。当社より債務
保証を受けている。 
役員の兼任 ４名 
(うち当社従業員４名)

DAINIPPON SCREEN 
ELECTRONICS(TAIWAN) 
CO.,LTD.

台湾 
新竹市

215,000千
台湾ドル

電子工業用機器 100.0

主に当社(子会社経由)の委託
により電子工業用機器の保守
サービスを行っている。 
役員の兼任 ３名 
(うち当社従業員２名)

DAINIPPON SCREEN 
(TAIWAN)CO.,LTD.

台湾 
台北市

30,000千
台湾ドル

画像情報処理機器
並びに電子工業用
機器

100.0
(100.0)

主に画像情報処理機器、並び
に電子工業用機器を当社より
購入している。 
役員の兼任 ４名 
(うち当社従業員４名)

DNS FEATS 
(TAIWAN)CO.,LTD.

台湾 
新竹市

109,743千
台湾ドル

電子工業用機器
100.0 

(100.0)

主に当社(子会社経由)の委託
により電子工業用機器の保守
サービスを行っている。 
役員の兼任 ４名 
(うち当社従業員４名)

DAINIPPON SCREEN  
(AUSTRALIA)PTY.LTD.

オーストラリア 
シドニー

3,000千
豪ドル

画像情報処理機器 100.0

主に画像情報処理機器を当社
より購入している。 
役員の兼任 ２名 
(うち当社従業員１名)

DAINIPPON SCREEN 
(KOREA)CO.,LTD.

大韓民国 
ソウル特別市

1,267百万
ウォン

画像情報処理機器
並びに電子工業用
機器

95.6

主に画像情報処理機器、並び
に電子工業用機器を当社より
購入している。 
役員の兼任 ５名 
(うち当社従業員４名)

株式会社 
ファースト・リース

京都市北区 50 その他 70.0

主に当社グループが使用する
生産設備、備品等のリースを
行っている。 
当社への貸付金有。 
役員の兼任 ３名 
(うち当社従業員２名)

株式会社 
メディアテクノロジー 
ジャパン

東京都千代田区 300 画像情報処理機器 100.0

主に画像情報処理機器を当社
より購入している。当社への
貸付金有。 
役員の兼任 ２名 
(うち当社従業員１名)

株式会社 
エムティサービス 
西日本

大阪市中央区 50 画像情報処理機器 100.0

主に当社の委託により画像情
報処理機器の保守サービスを
行っている。当社への貸付金
有。 
役員の兼任 ３名 
(うち当社従業員３名)



名称 住所
資本金

又は出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

株式会社 
テックインテック

京都市南区 480
画像情報処理機器
並びに電子工業用
機器

100.0

主に電子工業用機器の製造を
行っている。当社への貸付金
有。 
役員の兼任 ３名 
(うち当社従業員２名)

株式会社 
テックコミュニケー 
ションズ

京都市北区 50 その他 100.0

主に当社における社内文書類
の企画、印刷を行っている。
当社への貸付金有。 
役員の兼任 ７名 
(うち当社従業員６名)

株式会社 
ＳＥＢＡＣＳ

京都市右京区 70 電子工業用機器 100.0

主に当社の委託により電子工
業用機器の保守サービスを行
っている。当社への貸付金
有。 
役員の兼任 ４名 
(うち当社従業員３名)

株式会社 
ＦＥＢＡＣＳ

京都市下京区 50 電子工業用機器 100.0

主に当社の委託により電子工
業用機器の保守サービスを行
っている。当社への貸付金
有。 
役員の兼任 ４名 
(うち当社従業員４名)

株式会社 
エステンナイン京都

京都市上京区 50 その他 100.0

主に当社の委託によりソフト
ウエアの開発を行っている。
当社への貸付金有。 
役員の兼任 ２名 
(うち当社従業員２名)

株式会社 
エムティサービス 
東日本

東京都豊島区 70 画像情報処理機器 100.0

主に当社の委託により画像情
報処理機器の保守サービスを
行っている。当社への貸付金
有。 
役員の兼任 ２名 
(うち当社従業員２名)

株式会社サーク 京都市南区 80 電子工業用機器 60.0

半導体関連装置などの中古機
の再生・販売を行っている。
当社への貸付金有。 
役員の兼任 ３名 
(うち当社従業員２名)

株式会社 
レーザーソリューション
ズ

京都市南区 90 その他 100.0

主にレーザー関連装置の研究
開発を行っている。当社から
の借入金有。 
役員の兼任 ４名 
(うち当社従業員３名)

株式会社 
ディ・エス・ファイナン
ス

京都市上京区 10 その他 100.0

当社グループの買掛金のファ
クタリング業務を行ってい
る。当社からの借入金有。 
役員の兼任 ５名 
(うち当社従業員３名)

株式会社 
クォーツリード

福島県郡山市 95 電子工業用機器 100.0

主に当社の委託により半導体
製造装置用部品の製造を行っ
ている。当社への貸付金有。
役員の兼任 ３名 
(うち当社従業員３名)

株式会社 
イニタウト ジャパン

京都市南区 60 その他 100.0

当社グループの情報通信シス
テムの構築・管理を行ってい
る。当社への貸付金有。 
役員の兼任 ４名 
(うち当社従業員３名)

株式会社 
トランザップ ジャパン

京都市下京区 10 その他 100.0

当社グループの物流業務を行
っている。当社への貸付金
有。 
役員の兼任 ６名 
(うち当社従業員５名)



   
(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

２ 特定子会社に該当する。 

３ 上記子会社のうちには、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はない。 

４ 議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合で内数である。 

５ 持分は100分の50以下であるが、実質的に支配しているため子会社としている。 

６ 株式会社SOKUDOおよびその子会社のSOKUDO USA,LLCは、当社の議決権の所有割合が過半数を超えているが、

共同支配企業に該当するため連結の範囲に含めず、持分法に準じた会計処理を適用している。 

７ DNS ELECTRONICS,LLCは、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を

超えている。 

名称 住所
資本金

又は出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

マイザ株式会社 
(注)５

東京都新宿区 15 その他 40.0

主に当社へデジタル画像素材
の販売を行っている。当社か
らの借入金有。 
役員の兼任 ２名 
(うち当社従業員２名)

株式会社 
リバージョン６５

京都市上京区 50 その他 100.0

当社グループ内における業務
請負、人材派遣を行ってい
る。当社への貸付金有。 
役員の兼任 ７名 
(うち当社従業員５名)

株式会社ＦＡＳＳＥ 富山県高岡市 90 電子工業用機器 100.0

主に当社の委託により半導体
製造装置用部品の製造を行っ
ている。 
役員の兼任 ３名 
(うち当社従業員３名)

株式会社都凛々 京都市上京区 20 その他 100.0

当社グループ内における人材
派遣を行っている。当社への
貸付金有。 
役員の兼任 ６名 
(うち当社従業員４名)

株式会社ジェラン 
 

滋賀県彦根市 
 

10
 
その他
 

100.0
 

当社グループ内におけるファ
シリティーマネジメントを行
っている。当社への貸付金
有。 
役員の兼任 ５名 
(うち当社従業員４名)

その他２社 ― ― ― ― ―

(持分法適用関連会社)

SEMES CO.,LTD.
大韓民国 
天安市

10,000百万
ウォン

電子工業用機器 21.75

当社より電子工業用機器の部
品供給、技術供与及びサービ
ス委託を受けている。 
役員の兼任 ２名 
(うち当社従業員２名)

株式会社SOKUDO 
(注)６

京都市下京区 90 電子工業用機器 52.0

当社に電子工業用機器の生産
を委託している。 
役員の兼任 ４名 
(うち当社従業員１名)

SOKUDO USA,LLC 
(注)６

アメリカ 
カリフォルニア州

15千
米ドル

電子工業用機器
52.0
(52.0)

半導体関連塗布現像装置の開
発・販売・保守サービスを行
っている。 
役員の兼任 無

主要な損益情報等 (1) 売上高 47,064百万円

(2) 経常利益 1,163百万円

(3) 当期純利益 1,163百万円

(4) 純資産額 4,083百万円

(5) 総資産額 17,828百万円



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外からの当社グループへの出向

者を含む)である。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外からの当社への出向者を含む)である。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループの労働組合は主として大日本スクリーン労働組合である。なお、労使関係は良好であ

り、特に記載すべき事項はない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

電子工業用機器 2,719

画像情報処理機器 1,366

その他 252

全社(共通) 461

合計 4,798

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

2,225 42.6 18.7 8,979



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当連結会計年度における世界経済は、アジアでは中国経済が引き続き高成長を続け、韓国、台湾でも

景気拡大の動きが見られました。また、欧州においても景気は緩やかに拡大し、減速が懸念された米国

経済も底堅さが確認されました。わが国経済におきましては、企業収益の改善を背景に民間設備投資が

増加し、個人消費も堅調に推移しました。ＩＴ関連分野におきましては、携帯電話やデジタル家電向け

の半導体需要が旺盛であったことから、半導体メーカーの設備投資は好調に推移したものの、液晶パネ

ルメーカーについては、昨年夏以降在庫調整の動きが見られました。 

 このような状況下、当社および当社グループは、当連結会計年度を初年度とする連結中期３ヵ年経営

計画「Vision2008」(平成19年3月期～平成21年3月期)の達成を目指し、受注獲得とコスト削減、開発力

の強化等に努めた結果、売上高3,000億円および営業利益率10％以上を達成するなど、順調なスタート

を切ることができました。 

 当連結会計年度における当社グループの業績につきましては、電子工業用機器事業の売上が大幅に増

加したことなどにより、売上高は3,013億1千1百万円(前年同期比547億7千7百万円の増加)となり、営業

利益は305億4千1百万円(前年同期比119億7千3百万円の増加)となりました。 

 営業外損益では、営業外収益として受取利息や関連会社からの業務受託収入が増加した一方で、営業

外費用では為替差損が発生したほか、持分法による投資損失や固定資産除却損が増加し、経常利益は

270億2千6百万円(前年同期比97億4千6百万円の増加)となりました。 

 特別損益では、特別利益として投資有価証券売却益、退職給付過去勤務債務償却額などを計上しまし

たが、当社において税金費用が増加したことなどから、当期純利益は184億5千1百万円(前年同期比32億

1千5百万円の増加)となりました。 

 なお、当連結会計年度の売上高、営業利益、経常利益、当期純利益はいずれも過去最高となりまし

た。 

  

 事業の種類別セグメントの業績は以下のとおりであります。 

 電子工業用機器事業におきましては、半導体製造装置では、携帯電話や携帯音楽プレーヤー用に需要

が拡大しているメモリーを中心として、半導体メーカーによる設備投資が活発に行われました。こうし

た状況の中、当社のバッチ式洗浄装置が売上を大きく伸ばすとともに、枚葉式洗浄装置等の他製品も堅

調に推移しました。地域別では、台湾や韓国などのアジアや米国での売上が好調に推移しました。ＦＰ

Ｄ(フラットパネルディスプレー)製造装置では、国内、韓国、台湾向けの売上はほぼ横ばいとなりまし

たが、中国向けが減少したことにより、売上は前年同期を下回りました。また、その他の電子工業用機

器では、プリント配線板製造装置が、国内外の活発な設備投資を背景に売上を伸ばしました。以上か

ら、当セグメントの売上高は2,365億2千1百万円と前年同期に比べ494億8千2百万円(26.5％)増加し、営

業利益は272億3千4百万円と前年同期に比べ106億3千8百万円(64.1％)増加しました。 

 画像情報処理機器事業では、ＣＴＰ(印刷版出力装置)関連製品が海外において堅調に推移するととも

に、デジタル印刷機や大型インクジェットプリンターも売上を伸ばし、売上高は624億6千7百万円と前

年同期に比べ43億8千7百万円(7.6％)増加し、営業利益は23億円と前年同期に比べ9億3千9百万円

(69.1％)増加しました。 

 その他事業につきましては、売上高は23億2千1百万円と前年同期に比べ9億7百万円(64.2％)増加し、



営業利益は10億6百万円と前年同期に比べ3億9千5百万円(64.7％)増加しました。 

  

 所在地別セグメントの業績は以下のとおりであります。 

 当社グループの生産の大部分を占める日本では、売上高が1,958億5千1百万円と前年同期に比べ264億

6百万円(15.6％)増加し、営業利益は259億4千5百万円と前年同期に比べ90億8千8百万円(53.9％)増加し

ました。 

 北米地域では、半導体製造装置が売上を伸ばし、売上高は538億4千5百万円と前年同期に比べ134億9

千7百万円(33.5％)増加し、営業利益は11億2千1百万円と前年同期に比べて9億2千9百万円(483.8％)増

加しました。 

 アジア・オセアニア地域においても、半導体製造装置が売上を伸ばし、売上高は221億1千万円と前年

同期に比べ56億4千8百万円(34.3％)増加し、営業利益は26億2千7百万円と前年同期に比べ14億3千8百万

円(120.9％)増加しました。 

 欧州地域では、半導体製造装置とともに画像情報処理機器も売上を伸ばし、売上高は295億4百万円と

前年同期に比べ92億2千4百万円(45.5％)増加し、営業利益は13億7千3百万円と前年同期に比べ9億1千4

百万円(199.4％)増加しました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年度末に比べ67

億4千5百万円増加し、339億9千万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下

のとおりです。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 税金等調整前当期純利益は301億4千7百万円と前年同期に比べ大幅に増加しましたが、売上債権、棚

卸資産などの運転資金も増加し、営業活動の結果得られた資金は236億4千4百万円(前年同期比58.6％

増)となりました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 投資活動によるキャッシュ・フローは85億1千8百万円(前年同期比13.9％増)の支出となりました。こ

れは、半導体製造装置およびＦＰＤ製造装置の新工場建設など、主に有形固定資産の取得によるもので

す。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 財務活動によるキャッシュ・フローは88億7千4百万円(前年同期比34.0％減)の支出となりました。収

入の主な内訳は、社債の発行による収入168億9千9百万円、長期借入による収入71億円であり、支出の

主な内訳は、短期借入金の純減少額108億6百万円、社債の償還による支出80億円、自己株式の純増加額

70億1千3百万円、長期借入金の返済による支出45億2千1百万円、配当金の支払額25億2千4百万円であり

ます。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

 当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

 
(注) １ 金額は販売予定価格による。 

２ 上記金額には消費税等を含まない。 

  

(2) 受注状況 

 当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

 
(注) 上記金額には消費税等を含まない。 

  

(3) 販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去している。 

２ 上記金額には消費税等を含まない。 

３ 「その他」には受注生産以外のものが含まれている。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

電子工業用機器 190,771 ＋33.7

画像情報処理機器 34,132 ＋17.2

その他 963 ＋84.4

合計 225,868 ＋31.1

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前期比(％) 受注残高(百万円) 前期比(％)

電子工業用機器 239,582 ＋21.9 110,544 ＋2.8

画像情報処理機器 63,966 ＋11.0 5,246 ＋40.0

その他 1,630 ＋144.9 ― ―

合計 305,178 ＋19.7 115,790 ＋4.1

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

電子工業用機器 236,521 ＋26.5

画像情報処理機器 62,467 ＋7.6

その他 2,321 ＋64.2

合計 301,311 ＋22.2



３ 【対処すべき課題】 

 当社グループは、連結中期３ヵ年経営計画「Vision2008」の達成に向けて、以下の課題に取り組んでま

いります。 

①新たな成長へ選択と集中 

 既存事業の拡充と周辺事業への展開を積極的に進め、スクリーンブランド価値の向上および知的財産

の戦略的展開を図ります。 

 ３ヵ年で約300億円の設備投資を計画しており、すでに平成18年11月に電子工業用機器事業分野にお

いて、半導体製造装置とＦＰＤ製造装置の生産能力の増強を目的に新工場を建設し、平成19年4月には

半導体関連のプロセス技術センターの建設に着手しました。 

 Ｍ＆Ａやアライアンスも選択肢のひとつとして積極的に取り組んでいきます。当連結会計年度におい

ては、半導体関連コータ・デベロッパ事業の拡大を目指し、米国Applied Materials 社との業務・資本

提携により「株式会社SOKUDO」を設立いたしました。 

②技術が牽引 

 「技術のスクリーン」「ものづくりのスクリーン」を標榜し、開発力・設計力・製造力を強化しま

す。 

 開発の効率性の向上、市場を見すえた商品開発、製品品質のさらなる向上を目指し、平成18年４月に

は、要素開発を中心とした技術開発部門を社内カンパニー化するとともに、グループ最大の開発拠点

「ホワイトカンバス洛西」を開設し、各事業所に分散していた技術者を集約しました。これにより、技

術開発のスピード化はもとより他企業、研究機関、大学関係など産官学連携の活発化を促進し、新製

品・新技術・新事業の創出を目指します。 

③ＣＳＲ経営の推進 

 企業経営において、コンプライアンスはもとより、透明性、健全性や効率性を追求し、すべてのステ

ークホルダーの総合的な利益の確保を目指します。コーポレート・ガバナンスの強化、内部統制機能の

充実、環境安全経営の充実を重要な経営課題と位置付け、これらを推進します。 

 平成18年５月８日開催の取締役会において、「内部統制の体制整備」に関して決議し、平成18年11月

には代表取締役社長を委員長とする「内部統制委員会」を設置しました。 

④グローバル＆グループ経営 

 企業グループのシナジーを最大限に発揮するため、インフラの整備を進め、よりグローバルな経営体

制づくりを行っていきます。具体的には、時代のニーズに即したファイナンス戦略やＩＴ戦略を策定し

実践します。 

⑤「思考展開」でバリューアップ 

 当社グループの事業展開の信条である「思考展開」により、社員各自が各々の仕事に一層の付加価値

を生み出し、全社で企業価値の向上を目指します。 

  

株式会社の支配に関する基本方針について 

 当社は、平成19年5月14日開催の取締役会において、平成19年6月27日開催の第66回定時株主総会にお

ける株主の皆様のご承認を条件に、特定の株主又は株主グループによって当社の株式の一定規模以上の

買付行為が行われた場合の対応策（以下「本施策」といいます。）を導入することといたしました。本

施策は、特定株主グループの議決権保有割合を20％以上とすることを目的とする当社株券等（注1）の

買付行為、又は結果として特定株主グループの議決権保有割合が20％以上となる当社株券等の買付行為

（取引所有価証券市場における買付け、公開買付け、その他具体的な買付方法の如何を問いませんが、

当社取締役会が予め同意したものを除きます。以下、かかる買付行為を「大規模買付行為」といい、大



規模買付行為を行う者を「大規模買付者」といいます。）が、当社グループの企業価値に重大な影響を

及ぼす場合において、当社グループの企業価値を確保し又は向上させるため、大規模買付行為に適切な

対応を行うことを目的としております。ここでいう特定株主グループとは、①当社株券等の保有者（注

2）及びその共同保有者（注3）、又は②当社株券等の買付け等（注4）を行う者及びその特別関係者

（注5）をいい、議決権保有割合とは、特定株主グループが上記①の場合においては当該保有者の株券

等保有割合（注6）をいい、特定株主グループが上記②の場合においては当該大規模買付者及び当該特

別関係者の株券等保有割合（注7）の合計をいいます。 

 なお、本施策につきましては平成19年６月27日開催の第66回定時株主総会において、出席株主の皆様

の過半数のご賛同を得てご承認いただき、効力が発生しております。 

（注1）証券取引法第27条の23第1項に規定する株券等をいいます。以下、同じとします。 

（注2）証券取引法第27条の23第1項に規定する保有者をいい、同条第3項に基づき保有者とみなされ

る者を含みます。以下、同じとします。 

（注3）証券取引法第27条の23第5項に規定する共同保有者をいい、同条第6項に基づき共同保有者と

みなされる者を含みます。以下、同じとします。 

（注4）証券取引法第27条の2第1項に規定する買付け等をいい、取引所有価証券市場において行われ

るものを含みます。以下、同じとします。 

（注5）証券取引法第27条の2第7項に規定する特別関係者をいいます。以下、同じとします。 

（注6）証券取引法第27条の23第4項に規定する株券等保有割合をいい、当該保有者の保有株券等の

数（同項に規定する保有株券等の数をいいます。）も計算上考慮されるものとします。 

（注7）証券取引法第27条の2第8項に規定する株券等保有割合をいいます。 

  

（1）当社グループの企業価値の確保・向上のための取組み 

 ①当社グループの企業価値の源泉と事業運営の基本的な考え方 

当社は、その前身である石田旭山印刷所（明治元年創業）が写真製版用ガラススクリーンの国産化に

成功したのを機に、昭和18年、同ガラススクリーン製造技術を事業化するベンチャー企業として設立さ

れました。 

 当社は、設立以来、ガラススクリーンの製造で培われてきた『フォトリソグラフィー（注8）』をコ

ア技術として各種写真製版用機器を開発・製造し、印刷関連機器の総合メーカーとして成長するととも

に、半導体、液晶や有機ＥＬなどフラットパネルディスプレー（ＦＰＤ）、プリント配線板などエレク

トロニクス分野の事業へそのコア技術を展開し、今日の大日本スクリーン製造株式会社を築きあげてき

ました。  

 この間、当社は、フォトリソグラフィー技術を基礎として新しい事業や技術・製品の創造に常にチャ

レンジする「思考展開」を経営理念とし、さらに、企業の未来永続的な存続と繁栄のために、企業理念

として『未来共有（未来をみつめ社会の期待と信頼に応える）』、『人間形成（働く喜びを通じて人を

つくる）』、『技術追究（独自技術の追究と技術の融合を推進する）』を掲げ、全社員が活力ある企業

体質を作り出すとともに、株主、顧客、取引先にとどまらず、社会的責任を果たすものとして、地域社

会との調和、環境への配慮など広範囲のステークホルダーの利益を最大限に追求してきました。 



このような事業展開を推進してきた1つの帰結として、当社の企業価値は、中長期的な視点に立ち、

半導体製造装置やＦＰＤ製造装置を中心とした電子工業用機器事業を主力事業に据え、コア技術の源流

である印刷関連機器を取り扱う画像情報処理機器事業、並びにこれらの関連事業との有機的な結合によ

って確保・向上されるべきものとしており、これら事業のシナジー効果こそが当社の企業価値、ひいて

は株主共同の利益の源泉であると考えております。 

 当社グループは、上述の考え方をもとに、平成15年度から17年度までの「中期3ヵ年経営計画（数値

目標：3ヵ年合計連結売上高5,800億円以上、3年後の有利子負債残高1,000億円未満、自己資本比率30％

以上）」を実施した結果、平成18年3月期において3ヵ年合計の連結売上高は7,078億円を計上し、さら

に有利子負債残高は475億円にまで減少させ、自己資本比率は46.8％に向上するなど、計画を大幅に上

回ることができました。 

 当社グループは、この計画の達成を機に、日々の事業活動を通じて、企業としての社会的責任を果た

し、さらに健全な事業成長を遂げることにより、産業と文化、社会の発展への尚一層の貢献を目指して

おります。 

（注8）フォトリソグラフィーとは、写真現像技術を応用して微細なパターンを形成する技術をいい

ます。 

  

 ②さらなる成長を目指すグループ経営計画 

当 社 グ ル ー プ は、平 成 18 年 度 か ら 平 成 20 年 度 ま で の 3 年 間 に わ た り、「中 期 経 営 計 画

『Vision2008』」を新たな経営目標として掲げています。この計画は、経営の安定化への基盤づくりと

した前回の中期3ヵ年経営計画から一段とステップアップした充実期に向けての経営指針と位置付けて

おり、「3 ヵ年合計で連結売上高8,800 億円以上、連結営業利益900億円、営業利益率10％以上」を目

指しています。これは、3ヵ年における安定した収益体制のさらなる追求とすべてのステークホルダー

を重視した企業価値の一層の向上に資するものとしています。 

 当社グループは、これらの目標を達成すべく、平成18年4月に半導体製造装置の生産工場であった洛

西事業所を全面改装し、グループの研究開発資源の集約化と知的財産のさらなる強化を狙った新開発拠

点「ホワイトカンバス洛西」を開設しました。ここでは、次世代の半導体・ＦＰＤ・印刷関連機器等に

必要不可欠な要素技術や基礎技術の研究開発を推進し、ソフトウエア開発も含めコア技術の水平的展

開、相互活用を積極的に行うとともに、当社保有のコア技術のなかでも厳選した技術やノウハウを他企

業又は大学や外部研究機関に公開してコラボレーションを進めながら、市場のニーズにマッチした新技

術、新事業の創出、また次世代の製品開発や品質の向上による顧客満足度の向上、シェアの拡大を図っ

ていきます。 

 また、彦根地区事業所の再開発方針に基づき、半導体製造装置の新工場や「プロセス技術センタ

ー」、ＦＰＤ製造装置の新工場の建設など、資産を有効に活用した積極的な投資を行い、経営目標の必

達を目指しています。 

  

（2）本方針に関する基本的な考え方 

 大規模買付者の行う大規模買付行為であっても、株主がこれを受け容れて大規模買付行為に応じるか

否かの判断は、最終的に株主の判断に委ねられるべきものであります。しかしながら、大規模買付行為

は、それが成就すれば、当社グループの経営に直ちに大きな影響を与えうるだけの支配権を取得するも

のであり、当社グループの企業価値及び株主共同の利益に重大な影響を及ぼす可能性を内包しておりま

す。 



 しかしながら、実際には、大規模買付者に関する十分な情報の提供なくしては、株主が当該大規模買

付行為により当社グループの企業価値に及ぼす影響を適切に判断することは困難であります。とりわ

け、上述した当社グループの企業価値に関わる特殊事情をも考慮すると、当社は、大規模買付者をして

株主の判断に必要かつ十分な情報を提供せしめること、さらに、大規模買付者の提案する経営方針等が

当社グループの企業価値に与える影響を当社取締役会が検討・評価して株主の判断の参考に供するこ

と、場合によっては、当社取締役会が大規模買付行為又は当社グループの経営方針等に関して大規模買

付者と交渉又は協議を行い、あるいは当社取締役会としての経営方針等の代替的提案を株主に提示する

ことも、当社の取締役としての責務であると考えております。 

 さらに、近時の日本の資本市場と法制度の下においては、当社グループの企業価値又は株主共同の利

益に対する明白な侵害をもたらすような大規模買付行為がなされる可能性も、決して否定できない状況

にあります。かかる状況の下においては、当社は、大規模買付者による情報提供、当社取締役会による

検討・評価といったプロセスを確保するとともに、当社グループの企業価値又は株主共同の利益に対す

る明白な侵害を防止するため、大規模買付行為に対する対抗措置を準備しておくことも、また当社の取

締役としての責務であると考えております。 

 そこで、当社は、かかる見解を具体化する施策として、大規模買付者が従うべき一定の情報提供等に

関するルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）、並びに、大規模買付者が大規模買付ルール

を遵守しない場合又は大規模買付行為によって当社グループの企業価値が毀損される場合に当社がとり

うる対抗措置（以下「大規模買付対抗措置」といいます。）について、その要件及び内容を予め設定す

るに至ったものであります。 

  

（3）大規模買付ルールの概要 

 ①取締役会に対する情報提供 

 大規模買付者には、大規模買付行為に先立ち、当社取締役会に対し、当社株主の判断及び当社取締役

会としての意見形成のために必要かつ十分な情報（以下「本情報」といいます。）を書面で提供してい

ただきます。これは、当該大規模買付行為に関し、株主が適切な判断を行い、かつ当社取締役会が適切

な検討・評価を行うことを目的としております。 

 具体的には大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、まず当社代表取締役宛に、大規

模買付者の名称、住所又は本店所在地、代表者の氏名、国内連絡先、設立準拠法（外国法人の場合）及

び提案する大規模買付行為の概要を明示した、大規模買付ルールに従う旨の意向表明書を提出していた

だきます。当社代表取締役は、係る意向表明書受領後10営業日以内に、大規模買付者から当初提供して

いただく本情報のリストを当該大規模買付者に対して交付します。本情報の一般的項目は以下のとおり

です。 

イ．大規模買付行為に係る特定株主グループ（大規模買付者を含む。）の概要（沿革、役員構成、

主要業務、主要株主、グループ組織図、直近3ヵ年の有価証券報告書又はこれに相当する書

面、連結財務諸表を含む。） 

ロ．大規模買付行為の目的及び具体的内容 

ハ．大規模買付行為に係る特定株主グループ（大規模買付者を含む。）の株券等保有割合及び保有

株券等の数 

ニ．大規模買付行為における当社株券等の取得価格の算定根拠、取得資金の裏付け、並びに資金調

達の具体的内容及び条件 

ホ．大規模買付行為に係る特定株主グループ（大規模買付者を含む。）が当社グループの経営権を

    取得した場合における、経営方針、経営計画、事業計画、財務政策、資本政策、配当政策、経



    営権取得後3年間の経営・財務諸表の目標数値及び算出根拠、並びに役員候補者及びその略歴 

ヘ．大規模買付行為に係る特定株主グループ（大規模買付者を含む。）と当社グループの主要取引

先との間の従前の取引関係及び競合関係 

ト．大規模買付行為実行後における、大規模買付者のグループ内における当社グループの役割 

チ．当社グループの従業員、主要取引先、顧客、地域社会その他の当社グループの利害関係者との

関係について、大規模買付行為実行後に予定する変更の内容 

リ．現金以外の対価をもって大量買付行為を行う場合における対価の価額に関する情報 

ヌ．大規模買付者が提供する本情報を記載した書面の記載内容が重要な点において真実かつ正確で

あり、重要な事実につき誤解を生ぜしめる記載又は記載の欠落を含まない旨の、責任者による

宣誓 

 大規模買付者が当初に提出した情報だけでは本情報として不十分であると認められる場合は、当社取

締役会が、大規模買付者に対し、十分な本情報が揃うまで追加的に情報提供を求めることがあります。

また、大規模買付者が提出した本情報は、株主の判断に必要かつ適切と認められる範囲において、必要

かつ適切と認められる時点で、その全部又は一部を開示いたします。 

  

 ②取締役会における検討及び評価 

 次に、大規模買付者には、当社取締役会に対する本情報の提供を完了した日から60日間（大規模買付

行為が、対価を現金のみとする公開買付けによる当社全株式の買付けの場合）又は90日間（その他の大

規模買付行為の場合）（以下「取締役会評価期間」といいます。）が経過するまでは、大規模買付行為

を行わないこととしていただきます。これは、株主共同の利益のため、当社取締役会に、本情報の検討

及び評価、大規模買付者との交渉及び協議、大規模買付行為に関する意見形成、株主に対する代替提案

の作成及び提示等を行う機会を与えていただくためです。 

 当社取締役会は、取締役会評価期間中、独立委員会の勧告、外部専門家等の助言を受けながら、提供

された本情報の検討及び評価を行い、当該大規模買付行為又は当該大規模買付者の提案に係る経営方針

等についての当社取締役会としての意見を慎重に取り纏めます。 

  

 ③独立委員会 

 当社取締役会は大規模買付ルールを適正に運用し、取締役会によって恣意的な判断がなされることを

防止するための機関として、独立委員会を設置します。独立委員会の委員は3名以上とし、公正で中立

的な判断を可能とするため、当社の業務執行を行う経営陣から独立している当社社外取締役、社外監査

役又は社外有識者の中から選任します。取締役会評価期間中、当社取締役会は、本情報及び本情報の取

締役会による評価及び分析結果を独立委員会に提供します。独立委員会は、取締役会の諮問に基づき、

取締役会による評価、分析結果及び外部専門家の意見を参考にし、また、判断に必要と認める情報等を

みずから入手、検討して、①大規模買付者が提供する情報が十分なものであるか、②大規模買付者が大

規模買付ルールを遵守しているか、③大規模買付対抗措置の発動要件を満たしているか、④その他取締

役会が判断すべき事項のうち、取締役会が独立委員会に諮問した事項について、取締役会に勧告しま

す。 

 当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重した上で、当社取締役会としての意見を取り纏めて

公表します。また、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交渉

及び協議を行い、当社取締役会として、株主に対し、当社グループの経営方針等についての代替的提案

を提示することもあります。 

  

（4）大規模買付対抗措置 



 ①大規模買付対抗措置の内容 

 大規模買付者が大規模買付ルールに定める手続に従うことなく大規模買付行為を行った場合等、後記

②に述べる一定の大規模買付対抗措置の発動の要件をみたす場合は、当社取締役会は、新株予約権の発

行、株式分割等、会社法その他の法令及び当社定款によって認められる相当な大規模買付対抗措置を決

議することができるものとします。 

 具体的な大規模買付対抗措置として株主に対する無償割当の方法によって新株予約権を発行する場合

には、一定割合以上の議決権保有割合の特定株主グループに属さないことなどの行使条件を付する場合

があります。なお、機動的に新株予約権の発行ができるよう、新株予約権の発行登録書を提出する場合

があります。 

  

 ②大規模買付対抗措置の発動の要件 

 当社取締役会が、具体的な大規模買付対抗措置の発動を決議することができるのは、次の各号に定め

る要件を具備する場合に限るものとします。 

イ．大規模買付者が意向表明書を当社取締役会に提出せず、又はその他大規模買付ルールに定める

十分な情報提供を行うことなく大規模買付行為を行った場合、大規模買付者が取締役会の評価

期間が経過する前に大規模買付行為を行った場合、その他大規模買付者が大規模買付ルールを

遵守しなかった場合は、当社取締役会は、大規模買付対抗措置の発動を決議することができる

ものとします。 

ロ．大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合は、当社取締役会が、意向表明書及び本情報

の内容を検討・評価した結果、当該大規模買付行為に反対の意見を有するに至ったときでも、

当該大規模買付行為につき反対意見を表明し、又は当社グループの経営方針等について当社取

締役会としての代替的提案を提示することはあっても、原則として大規模買付対抗措置の発動

を決議しないものとします。 

ただし、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合であっても、大規模買付行為が当社

グループの企業価値又は株主共同の利益を著しく毀損すると判断されたときは、当社取締役会

が相当な大規模買付対抗措置の発動を決議することを否定するものではありません。具体的に

は、次の各号のいずれかの類型に該当する場合には、当社グループの企業価値又は株主共同の

利益を著しく毀損する大規模買付行為に該当するものと考えます。 

(i)当該大規模買付行為又は経営権取得の目的が、真に会社経営に参加する意思がない

にもかかわらず、株価をつり上げて高値で株券等を会社関係者に引き取らせること

にある場合（いわゆるグリーンメイラーの場合）。 

(ii)当該大規模買付行為又は経営権取得の目的が、主として、当社グループの事業経営

上必要な不動産、動産、知的財産権、ノウハウ、企業秘密情報、主要取引先、顧客

等その他の当社グループの資産を当該大規模買付行為に係る特定株主グループ（大

規模買付者を含む。）に移譲させること（いわゆる焦土化経営）にある場合。 

(iii)当該大規模買付行為又は経営権取得の目的が、主として、当社グループの資産の全

部又は重要な一部を当該大規模買付行為に係る特定株主グループ（大規模買付者を

含む。）の債務の担保や弁済原資として流用することにある場合。 

(iv)当該大規模買付行為又は当社グループの経営権取得の目的が、主として、会社経営

を一時的に支配して、当社グループの所有する不動産、有価証券等の高額資産等を

売却等処分させ、その処分利益をもって一時的な高配当をさせるか、又は一時的高

配当による株価の急上昇の機会を狙って株券等の高価売り抜けをすることにある場



合。 

(v)最初の買い付けで全株式の買い付けを勧誘することなく、二段階目の買付条件を不

利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買い付けを行うなど、当社株主の皆様

に当社株式の売却を事実上強要するおそれのある買付行為である場合。 

(vi)大規模買付者による支配権取得及び支配権の取得後における当社の顧客、従業員そ

の他の利害関係者の処遇方針等により、当社の株主はもとより、顧客、取引先、従

業員その他の利害関係者の利益を含む当社の企業価値の著しく毀損の恐れがある又

は当社の企業価値の維持及び向上を妨げる重大な恐れがあると客観的、合理的な根

拠をもって判断される場合。 

(vii)買い付けの条件（対価の価額・種類、買付の時期、買付方法の適法性、買付実行の

実現可能性、買付後における当社従業員、取引先、顧客その他利害関係者の処遇方

針等を含む。）が当社の企業価値の本質に鑑み著しく不十分又は不適当な買付であ

る場合。 

  

 ③大規模買付対抗措置の発動の手続 

 当社取締役会が、具体的な大規模買付対抗措置の発動を決議するにあたっては、当社取締役会の判断

の客観性及び合理性を担保するため、独立委員会の意見、勧告を最大限尊重し、当社監査役会の賛同を

得るものとします。 

  

（5）本施策の有効期間ならびに廃止および変更 

 本施策の有効期間は平成19年６月27日開催の定時株主総会から平成21年6月に開催予定の当社定時株

主総会終結時までとします。 

 また、本施策の有効期間満了前であっても、企業価値及び株主共同の利益確保又は向上の観点から、

関係法令の整備等の状況を踏まえ、本施策を随時見直し、臨時株主総会において本施策を廃止する旨の

決議が行なわれた場合、又は当社の株主総会で選任された取締役から構成される当社取締役会において

本施策を廃止する旨の決議が行われた場合には、本施策は廃止されるものとします。なお、平成21年6

月に開催予定の当社定時株主総会終結時以降における本施策については、必要な見直しをした上で、本

施策の継続、又は新たな内容の施策の導入に関して株主の意思を確認させていただく予定です。 

  

（6）本施策が株主及び投資家に及ぼす影響について 

 ①大規模買付ルールが株主及び投資家に及ぼす影響 

 大規模買付ルールは、大規模買付者が大規模買付行為を行うにあたって従うべきルールを定めたもの

にとどまり、新株予約権その他の株券等を発行するものではありませんので、株主及び投資家の権利利

益に影響を及ぼすものではありません。 

大規模買付ルールは、当社の株主をして、必要かつ十分な情報をもって大規模買付行為について適切な

判断をすることを可能ならしめるものであり、当社の株主共同の利益に資するものと考えます。 

 なお、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守するか否かにより、大規模買付行為に対する当社の対

応が異なる可能性がありますので、株主及び投資家の皆様におかれましては、大規模買付者の動向にご

注意ください。 

  

 ②大規模買付対抗措置の発動が株主及び投資家に及ぼす影響 

 大規模買付対抗措置を発動した場合でも、当該大規模買付行為に係る特定株主グループの株主には、

その法的権利又は経済的利益に損失を生ぜしめる可能性がありますが、それ以外の株主の法的権利又は



経済的利益には格別の損失を生ぜしめることは想定しておりません。当社取締役会が大規模買付対抗措

置の発動を決議した場合は、法令及び証券取引所規則に従って、適時に適切な開示を行います。 

 大規模買付対抗措置として株主に対する無償割当の方法によって新株予約権の発行がなされる場合

は、当社取締役会で定めて公告する基準日における最終の株主名簿又は実質株主名簿に記載又は記録さ

れた株主に対し、その所有株式数に応じて新株予約権が割り当てられますので、名義書換未了の株主に

は、当該基準日までに名義書換を完了していただく必要があります。また、新株予約権の行使に際して

は、株主には、新株を取得するために、所定の期間内に一定の金額の払込みを行っていただく必要があ

り、かかる手続を行わない場合は、当該株主の議決権保有割合が希釈化することになります。ただし、

当社が新株予約権を取得し、これと引換えに当社株式を交付することができるとの取得条項が定められ

た場合において、当社が取得の手続を取ったときは、取得の対象となる新株予約権を保有する株主は、

金銭を払い込むことなく当社株式を受領することになります（なお、この場合、かかる株主には、別

途、特定株主グループに属する者でないこと等を誓約する当社所定の書式による書面を提出していただ

くことがあります。）。 

 なお、大規模買付対抗措置として株式分割がなされる場合は、株主に必要な手続は特にありません。

  

４ 【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

(1) 半導体・ＦＰＤ市場の動向について 

 半導体・ＦＰＤ市場は、急速な技術革新により大幅に成長する反面、需給バランスの悪化から市況が

低迷するいわゆるシリコンサイクル、クリスタルサイクルという周期的な好不況の波にさらされてきま

した。このような市場環境の中、当社グループはサイクルの下降局面においても確実に利益を生み出せ

る事業構造の構築に取り組んでいますが、予想を上回るダウンサイクルとなった場合には、当社グルー

プの財政状態および経営成績に悪影響をもたらす可能性があります。 

(2) 為替レートの変動について 

 当連結会計年度における当社グループの海外売上高比率は67.0%であります。当社グループは為替予

約などによりリスクヘッジを行うことで、為替変動による業績への影響を小さくするよう努力しており

ますが、急激な為替変動が起こった場合には、当社グループの財政状態および経営成績に悪影響をもた

らす可能性があります。 

(3) 新製品の開発について 

 当社グループは、各事業戦略に沿った開発テーマの絞り込みや保有技術のグループ内での共有化、外

部の技術資源の効率的活用などにより、開発力の強化・活性化に取り組んでおり、最新の技術を取り入

れた製品をタイムリーに市場投入しシェアの拡大を図ることで収益体制の強化を目指しております。し

かしながら、開発期間が長期化することにより新製品のリリースに遅れが生じた場合には、当社グルー

プの財政状態および経営成績に悪影響をもたらす可能性があります。 

(4) 知的財産権について 

 当社グループは、常に最新技術を取り入れた製品を長年にわたって市場に供給してきており、各事業

部門において種々の独自技術を創出してきました。また、その技術を知的財産関連法および他社との契

約上の規定の下で知的財産権として確立し保護する取り組みを行ってきました。しかし、最先端技術の

分野においては知的財産をめぐる権利関係はますます複雑化してきており、将来知財紛争に巻き込まれ

るリスクがあります。その場合には、当社グループの財政状態および経営成績に悪影響をもたらす可能

性があります。 

(5) 金利変動について 



 当連結会計年度末における有利子負債残高は482億6千8百万円であり、変動金利の有利子負債が含ま

れております。将来の金利変動によるリスクを小さくするため、一部に金利スワップ取引等を利用し金

利を固定するようにしておりますが、変動金利の有利子負債および新たな調達資金については、金利変

動の影響を受け、当社グループの財政状態および経営成績に悪影響をもたらす可能性があります。 

(6) 退職給付債務について 

 当社グループの退職給付費用および債務は、割引率など数理計算上で設定される前提条件や年金資産

の期待収益率に基づいて算出されております。実際の結果が前提条件と異なる場合、前提条件が変更さ

れた場合、または年金資産の運用利回りが低下した場合、その影響は累積され将来にわたって規則的に

認識されるため、一般的には将来期間において認識される費用および計上される債務に影響を及ぼしま

す。 

 当社は、従来の適格退職年金制度からキャッシュバランスプランに変更するなど、退職給付債務への

影響を小さくするよう努めておりますが、予想を上回る運用利回りの悪化などが起こった場合には、当

社グループの財政状態および経営成績に悪影響をもたらす可能性があります。 

(7) 新株予約権の行使と株式価値の希薄化について 

 当連結会計年度末において、残存する新株予約権付社債による潜在株式数は、期末発行済株式総数に

対して7.7%であります。これらの新株予約権が行使されれば、当社の１株当たりの株式の価値は希薄化

します。 

(8) 減損会計による影響 

 固定資産の減損会計により、今後の地価の動向や事業の将来の収益見通しによっては、当社グループ

の財政状態および経営成績に悪影響をもたらす可能性があります。 

(9) 企業買収、資本提携等について 

 事業戦略の一環として、企業買収、資本提携等を実施することがあります。具体的な実施にあたって

は様々な角度から十分な検討を行ってまいりますが、買収および提携後の事業計画が当初計画通りに進

捗しない場合には、当社グループの財政状態および経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(10) 情報管理について 

 当社グループは、事業遂行に関連して、多数の個人情報や顧客情報、技術情報を有しております。当

社グループでは、「ネットワークシステム管理規定」を定め、社内情報システムのセキュリティ強化を

図るとともに、企業倫理の徹底を目的とした「大日本スクリーングループ倫理要綱」を制定し情報管理

体制を強化しております。しかしながら、予期せぬ事態によりこれらの情報が流出した場合には、当社

グループの財政状態および経営成績に悪影響をもたらす可能性があります。 

(11) その他のリスクについて 

 上記のリスクの他、当社グループが事業を遂行していく上において、他社と同様に、世界および日本

の政治情勢や経済環境、地震、洪水等の自然災害、戦争、テロ、疫病の流行、株式市場、商品市況、仕

入先の供給体制、雇用情勢などによる影響を受けます。それらの動向によっては、当社グループの財政

状態および経営成績に悪影響をもたらす可能性があります。 

  

 なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断した

ものであります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  



６ 【研究開発活動】 

 当連結会計年度は研究開発費として168億8千3百万円を投入いたしました。 

 事業の種類別セグメントでの取り組みは以下のとおりです。 

 電子工業用機器では、半導体製造装置の分野においては、高いレベルの洗浄性能と生産性の向上を同時

に実現した枚葉式洗浄装置や、薬液を用いずにウエハーのベベル部（端面および隣接する傾斜部分）の洗

浄を可能にする新技術の商品化や、フラッシュランプアニール装置の適用範囲拡大に向けた開発に取り組

みました。ＦＰＤ製造装置では、ガラス基板の大型化に対応した塗布現像装置やカラーフィルター直接描

画装置などの商品化を進めました。また、低温ポリシリコン向け装置の高精細化に取り組みました。その

他の電子工業用機器では、プリント配線板向け直接描画装置のさらなる微細化対応や外観検査装置の生産

性向上、液晶用ガラス基板の表面検査装置の開発に取り組みました。以上から当セグメントの研究開発費

として121億8千2百万円を投入しました。 

 画像情報処理機器では、ＣＴＰのエントリーモデルや産業用インクジェットプリンターの商品化に取り

組みました。また、子会社である英国インカ・デジタル・プリンターズ社では、超高速大判ＵＶ（紫外

線）インクジェットプリンターの開発に取り組みました。以上から当セグメントの研究開発費として46億

3千9百万円を投入しました。 

 その他事業では、研究開発費として6千1百万円を投入しました。 

 なお、当社は、各地に点在していた技術開発の拠点を集約し開発資源を統合することにより、統合的な

開発力の向上を目的とする開発拠点「ホワイトカンバス洛西」を平成18年４月に開設いたしました。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されております。この連結財務諸表の作成において採用している重要な会計方針は、「第５ 経理

の状況」の「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しております。 

 また、連結財務諸表の作成にあたって、会計上の見積りを必要とする税効果会計、貸倒引当金、未払

賞与、棚卸資産の評価、退職給付引当金、製品保証引当金などについては、過去の実績や当該事象の状

況を勘案して、合理的と考えられる方法に基づき見積りおよび判断をしております。ただし、見積り特

有の不確実性があるため、実際の結果は異なる場合があります。 

  

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

１．売上高 

 当連結会計年度の売上高は、3,013億1千1百万円と前年同期に比べ547億7千7百万円（22.2%）増加し

ました。 

 電子工業用機器事業におきましては、半導体製造装置では、旺盛なメモリー需要などを背景とした半

導体メーカーによる活発な設備投資が行われました。このような状況の中、当社は、平成18年11月に新

工場「Fab.FC-2（ファブ・エフシーツー）」の稼動を開始するなど増産体制を整え、売上を大幅に伸ば

しました。製品別では、300ミリウエハーが主流となる中で、バッチ式洗浄装置が300ミリウエハー対応

の「FC-3100」を中心に売上を大きく伸ばし、枚葉式洗浄装置も300ミリウエハー対応の「SU-3000」お

よび「SS-3000」を中心に堅調に推移しました。また、2006年7月に米国Applied Materials 社と合弁で

設立した株式会社SOKUDO（ソクド）から受託生産を行っているコータ・デベロッパもシェアを伸ばしま

した。ＦＰＤ製造装置では、期前半においては大型液晶テレビの普及を背景とした液晶パネルメーカー

の設備投資に伴って売上は堅調に推移しましたが、夏以降、液晶テレビの在庫調整や液晶ディスプレー

の価格下落から液晶パネルメーカーによる設備投資計画の中止や延期の動きが見られました。このよう

な状況の中、当社のＦＰＤ製造装置の売上は、国内、韓国、台湾向けはほぼ横ばいとなりましたが、中

国向けが減少したことにより、前連結会計年度を下回りました。製品別では、引き続き液晶用ガラス基

板の大型化が進み、主力のコータ・デベロッパでは第7世代対応装置が売上の中心となるとともに、平

成18年11月には彦根事業所内の新工場「CS-1（シーエスワン）」が稼動を開始し、第8世代対応装置の

出荷も開始しました。また、携帯電話やゲーム機などに使用される低温ポリシリコン用の第4世代対応

装置も売上に貢献しました。その他の電子工業用機器では、プリント配線板製造装置は、デジタル家電

の普及などに伴って、国内外で設備投資が活発に行われ、売上を伸ばしました。また、プリント配線板

が車載用途などにも拡大していることも売上増加の要因となりました。地域別では、中国での売上が大

幅に増加し、海外売上高比率は初めて30％を超えました。特に、主要製品であるプリント配線板用の光

学式外観検査装置と最終外観検査装置では海外の売上が半分以上を占めるようになりました。製品別で

は、主力製品である光学式外観検査装置「PI-8000」シリーズが引き続き売上を伸ばし、最終外観検査

装置「FP-8000」シリーズも売上に貢献しました。一方、ＰＤＰ（プラズマディスプレーパネル）用大

型フォトマスクに対応した高画質平面型レーザープロッター「VIOLD（バイオルド）」の売上は減少し

ました。以上から、当セグメントの売上高は2,365億2千1百万円と前年同期に比べ494億8千2百万円

(26.5％)増加しました。 

 画像情報処理機器事業では、主力のＣＴＰ関連製品の売上が海外では堅調に推移しましたが、国内で

は導入が一巡したことによる普及ペースの鈍化で売上は減少しました。デジタル印刷機では、コストダ

ウンを実現した「Truepress（トゥループレス）344」が売上を伸ばし、第4四半期から出荷を開始した



フルカラーバリアブルインクジェット印刷機「Truepress Jet（トゥループレスジェット）520」も売上

に貢献しました。また、英国の子会社インカ・デジタル・プリンターズ社が製造する大型サイズのＵＶ

（紫外線）インクジェットプリンター「SP320」も売上を伸ばしました。以上から、当セグメントの売

上高は624億6千7百万円と前年同期に比べ43億8千7百万円(7.6％)増加しました。 

 全社の海外売上高は、前連結会計年度に比べて496億6千1百万円増加（前年同期比32.7％増）の2,017

億4千5百万円となりました。国内売上高は前年同期比5.4％の増加であったため、全社売上に占める海

外売上高は、前年同期に比べて5.3ポイント増加し、67.0％となりました。北米地域では、半導体製造

装置が売上を伸ばすとともに、画像情報処理機器も堅調に推移し、売上高は562億3千8百万円（前年同

期比52.8％増）となりました。アジア・オセアニア地域では、半導体製造装置の売上が好調に推移した

ため、売上高は1,133億4千8百万円（前年同期比26.9％増）となりました。欧州地域は、半導体製造装

置とともに画像情報処理機器が好調に推移し、売上高は282億1千1百万円（前年同期比14.7％増）とな

りました。 

  

２．売上原価、販売費及び一般管理費 

 当連結会計年度の売上高原価率は、70.1％と前年同期の70.4％から微減となりました。製品価格の下

落により売上原価率は悪化しましたが、一方で、半導体製造装置の売上増加に伴う操業度アップや引き

続きグループをあげて部材調達コストの削減などコストダウンに取り組んだ結果によるものです。 

 販売費及び一般管理費は、前年同期に比べて52億7千3百万円増加（前年同期比9.7％増）し、596億1

千1百万円となりました。これは、売上高の増加に伴う荷造・運送費用や委託サービス費用の増加およ

び研究費開発費、のれんの償却額の増加などによるものです。売上高販管費比率は、前年同期の22.1％

から19.8％に減少しました。 

 以上の結果、営業利益は305億4千1百万円と前年同期に比べ119億7千3百万円（64.5％）増加し、売上

高営業利益率は10.1％と前年同期に比べて2.6ポイント改善しました。 

  

  

３．営業外損益 

 営業外損益は、当連結会計年度に設立した株式会社SOKUDOからの業務受託収入が増加した一方で、持

分法投資損失が14億9千5百万円と前年同期に比べ7億7千6百万円、固定資産除却損が7億9千4百万円と前

年同期に比べ4億9千8百万円増加するとともに、前年同期の為替差益が為替差損に転じたことなどによ

り、前年同期に比べ22億2千7百万円悪化しました。 

 以上の結果、経常利益は270億2千6百万円と前年同期に比べて97億4千6百万円（56.4%）の増加となり

ました。 

  

４．特別損益 

 特別損益は、特別利益において退職金制度変更に伴う退職給付過去勤務債務償却額16億6千8百万円な

どを計上した一方で、投資有価証券売却益が15億9千9百万円と前年同期に比べ11億9千万円減少したこ

となどにより、前年同期に比べ7億6千8百万円悪化しました。以上の結果、税金等調整前当期純利益は

301億4千7百万円と前年同期に比べ89億7千8百万円（42.4%）の増加となりました。 

  

５．当期純利益 

 前連結会計年度において親会社における税務上の繰越欠損金が解消したことから税金費用が増加し、

当期純利益は184億5千1百万と前年同期に比べて32億1千5百万円（21.1%）の増加となりました。 

 また、１株当たり当期純利益は74円05銭と前年同期に比べて13円39銭増加し、潜在株式調整後１株当



たり当期純利益は68円63銭と前年同期に比べて12円82銭増加しました。 

  

  

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

 当社グループの主力製品は半導体製造装置とＦＰＤ製造装置です。これらの製品の主要対象市場であ

る半導体業界、液晶ディスプレー業界の最先端分野では、新しい技術が次々と生まれており、将来も確

実に成長が見込まれています。 

 一方この業界では、めまぐるしい技術革新がマーケットのすそ野を広げ、市場の拡大がさらに積極的

な設備投資を呼び好況をもたらす反面、急激な増産による需給バランスの悪化から市況が低迷するとい

う循環が繰り返されてきました。半導体、液晶ディスプレー業界の設備投資動向は、このシリコンサイ

クル、クリスタルサイクルと呼ばれる循環の大きな振幅に左右されるため、製造装置メーカーである当

社の売上もこの影響からは逃れられず、市況の下降局面では業績が大幅に悪化するリスクがあると認識

しております。 

  

  

(4) 経営戦略の現状と見通し 

 当社グループは、当連結会計年度より「新たな成長へ、3,000億円企業への飛躍」を経営目標とし

た、連結中期３ヵ年経営計画「Vision2008」(平成19年3月期～平成21年3月期)をスタートしました。

「Vision2008」では、既存事業の拡充および技術の複合化と応用による周辺事業への展開によりすべて

のステークホルダー(利害関係者)にとって魅力ある企業グループへと成長を続けることを基本方針と

し、以下の数値目標の達成を目指します。 

      連結売上高  ：３ヵ年合計8,800億円以上 

      連結営業利益 ：営業利益率10％以上、３ヵ年合計900億円 

 「Vision2008」では新たな成長へ向けて３年間で約300億円の設備投資を予定しております。すでに

平成18年11月に電子工業用機器事業分野において、半導体製造装置とＦＰＤ製造装置の新工場を稼動さ

せました。平成19年４月には、半導体製造プロセスの開発機能を統合し世界トップシェアの洗浄装置技

術をさらに強化するため「プロセス技術センター」の建設に着手し、平成20年４月の稼動を目指しま

す。 

 また、平成18年４月に開設したグループ最大の開発拠点「ホワイトカンバス洛西」を基点として、技

術開発のスピード化を図るとともに、他企業、研究機関、大学関係など産官学連携を強化し、新製品・

新技術・新事業の創出を目指します。 

 さらに、コーポレート・ガバナンスの強化、内部統制機能の充実、環境安全経営の充実を重要な経営

課題と位置付け、これらを推進いたします。 

 財務戦略としましては、営業キャッシュ・フローの創出に注力し、有利子負債の増加を抑えるととも

に、機動的な資金需要に備えて手持ち資金の充実に努めます。 

 以上のような取り組みにより、当社グループは収益体制を強化し、さらなる企業価値向上を図ってま

いります。 

  

  



(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 当連結会計年度末の総資産残高は3,195億1千8百万円と前連結会計年度末に比べて492億4千5百万円

(18.2％)増加しました。売上および受注の増加に伴い受取手形及び売掛金が115億7千9百万円、棚卸資

産が183億2千4百万円それぞれ増加しました。また、半導体製造装置およびＦＰＤ製造装置の新工場建

設などにより、有形固定資産が62億5千万円増加しました。 

 一方、負債では流動負債が276億4千9百万円、固定負債が148億7千5百万円、それぞれ増加しました。

流動負債の増加は、売上増加に伴う支払手形及び買掛金の増加や、当社における税務上の繰越欠損金の

解消に伴う未払法人税等の増加などによるものです。また、借入金および社債を合わせた有利子負債に

つきましては、設備投資資金を長期資金を中心に調達する一方で短期借入金の返済を進め、資金の安定

化を図りました。 

 純資産から少数株主持分を除いた自己資本は、自己株式の取得、配当金の支払い、保有株式の時価下

落などにより減少しましたが、当期純利益による利益剰余金の増加などにより、1,330億6千1百万円と

前期末に比べ66億3千4百万円(5.2％)増加しました。 

 自己資本は増加しましたが、総資産が大幅に増加したことから自己資本比率は前連結会計年度末に比

べて5.2ポイント低下し、41.6%となりました。 

 当社グループの資金状況では、営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が

301億4千7百万円と前年同期に比べ大幅に増加した一方で、売上債権、棚卸資産などの運転資金が増加

し、236億4千4百万円の収入となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローでは、85億1千8百万円を支出しました。これは、半導体製造装置

およびＦＰＤ製造装置の新工場建設など、主に有形固定資産の取得によるものです。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度より45億6千6百万円少ない88億7千4百万円の

支出となりました。収入としては当社初の公募普通社債の発行による収入168億9千9百万円および長期

借入による収入71億円を計上しました。一方、支出では、短期借入金の純減少額108億6百万円、社債の

償還による支出80億円、長期借入金の返済による支出45億2千1百万円に加え、自己株式の純増加額70億

1千3百万円および配当金の支払額25億2千4百万円を計上いたしました。 

 以上から、当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ67億4

千5百万円増加し、339億9千万円となりました。 

  

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について 

 当社の企業価値は、半導体製造装置やＦＰＤ製造装置を中心とした主力の電子工業用機器事業、コア

技術の源流である印刷関連機器を取り扱う画像情報処理機器事業、並びにこれらの関連事業との有機的

な結合によるシナジー効果にあります。こうした企業グループのシナジーを最大限に発揮する企業運営

こそが、当社の経営陣に課せられた使命であるとの認識のもと、以下の取り組みを進めてまいります。

 電子工業用機器事業におきましては、半導体製造装置では、「シリコンサイクル」による好不況の波

はあるものの、半導体市場は中長期的には引き続き成長していくと予想されており、300ミリウエハー

対応洗浄装置を中心に売上を拡大していきます。また、地域戦略として、アジア地域、とりわけ台湾マ

ーケットに注力していきます。ＦＰＤ製造装置では、足元の状況は厳しいものの、市場回復の動きを売

上に結びつけるために、ガラス基板の大サイズ化に引き続き取り組むとともに、競争力の強化を図り液

晶用コータ・デベロッパでのシェアアップを目指します。さらに、液晶用カラーフィルター用直接描画

装置および材料塗布装置や有機ＥＬ製造装置などへの事業展開を図ります。その他の電子工業用機器で

は、プリント配線板製造装置において、中国を主とした東アジア地域での売上を戦略的に拡大していく

とともに、特に検査機器ビジネスの拡大に注力します。また、直接描画装置などの新しい事業領域も開



拓してまいります。 

 画像情報処理機器事業では、成長が期待される ＰＯＤ(プリントオンデマンド)領域に本格的に参入

するとともに、当社の強みであるカラーマネジメント技術を生かしたハイブリッドワークフローの開発

にも注力していきます。さらに、当社および当社の子会社であるインカ・デジタル・プリンターズ社の

保有するインクジェット技術を生かした新たなビジネス展開にも取り組んでまいります。 

 会社の成長を支える技術開発には、顧客のニーズに応える製品開発力とともに、新しい技術の開発、

トータルな技術開発力が求められています。当社は平成18年４月に開設した技術開発拠点「ホワイトカ

ンバス洛西」を中心に技術開発力をさらに高め、新たな技術・事業の創造による持続的成長を実現して

まいります。また、半導体業界では、半導体メーカーは技術開発や生産設備の強化を進めており、製造

装置メーカーには装置の製造に加えて評価・解析など半導体プロセスの開発環境の充実が求められてい

ます。当社は平成20年４月に稼動を予定しております半導体製造プロセスの開発拠点「プロセス技術セ

ンター」により、他社の追随を許さないプロセス技術の創造と品質の向上を図り、さらなる市場競争力

の強化とシェアの拡大を目指してまいります。 

 また、急速な技術進化、ビジネス変化の中では、当社だけで新技術を開発することは時間や費用の観

点からも非常に難しくなってきており、その対応として他企業や大学、研究機関との共同開発、Ｍ＆Ａ

やアライアンスを積極的に進めていくことも重要な経営戦略のひとつと考えております。 

 当社グループは、安定した収益が出せる企業体質の構築を目指し財務体質の改善に取り組んでまいり

ました。前「中期３ヵ年経営計画」の達成による有利子負債の大幅削減、自己資本比率の向上により、

当社の財務体質は着実に強固になってきております。今後も財務体質のさらなる改善を目指し、キャッ

シュ・フロー経営に取り組んでまいります。 

  

 なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断した

ものであります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度は、当社グループ(当社および連結子会社)全体で144億1千9百万円の設備投資（無形固

定資産を含む）を実施した。 

電子工業用機器事業においては、半導体製造装置およびＦＰＤ製造装置の生産設備などを中心に107億9

千7百万円の設備投資を行った。 

画像情報処理機器事業においては、生産設備などを中心に8億9百万円の設備投資を行った。 

  

当連結会計年度において新たに取得した主要な設備は以下のとおりである。 

  

 
(注) 取得価額のうち「その他」は、工具器具備品の合計である。なお、金額には消費税等を含まない。 

  

また当連結会計年度において、半導体関連コータ・デベロッパ事業部門を会社分割により分社し、 

米国Applied Materials(アプライド マテリアルズ)社との業務・資本提携により、株式会社SOKUDO(関連

会社：共同支配企業)を設立した。当該共同支配企業の形成に伴い、当連結会計年度において減少した主

要な設備は以下のとおりである。 

  

 
(注) 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品および無形固定資産の合計である。なお、金額には消費税等を含

まない。 

会社名
事業所名 

(所在地)

事業の種類別 

セグメントの名称
設備の内容

取得価額(単位：百万円)

建物及び

構築物

機械装置

及び 

運搬具

土地 

(面積 

千㎡)

その他 合計

提出会社
野洲事業所  

(滋賀県野洲市)他
電子工業用機器

半導体製造装

置生産設備等
― 1,843 ― ― 1,843

提出会社
彦根地区事業所  

(滋賀県彦根市)
電子工業用機器

ＦＰＤ製造装

置生産設備等
― 202 ― 37 239

提出会社
彦根地区事業所 

(滋賀県彦根市)
電子工業用機器

半導体製造装

置生産工場新

設

1,401 1,323 ― 65 2,789

提出会社
彦根地区事業所 

(滋賀県彦根市)
電子工業用機器

ＦＰＤ製造装

置生産工場新

設

781 514 ― 152 1,448

提出会社
本社事業所 

(京都市上京区)
全社 事務所改修 1,017 ― ― 95 1,113

会社名
事業所名 

(所在地名)

事業の種類別 

セグメントの名称
設備の内容

帳簿価額(単位：百万円)

建物及び

構築物

機械装置

及び運搬

具

土地(面

積千㎡)
その他 合計

提出会社

洛西事業所 

(京都市伏見区) 

他４事業所

電子工業用機器
半導体製造装

置他
─ 2,417 ─ 31 2,449



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品および建設仮勘定の合計である。なお、金額には消費税等を含

まない。 

２ 土地及び建物の一部を賃借している。賃借している土地の面積は〔 〕で外書きしている。 

３ 賃借している建物(５千㎡)の一部(１千㎡)は、事務所設備として連結会社以外の者へ賃貸している。 

４ 建物を賃借している。 

５ 提出会社が連結子会社に賃貸している生産設備である。 

６ 現在休止中の主要な設備はない。 

７ 上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、以下のとおりである。 
  

 
      (注) 上記金額には消費税等を含まない。 

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの名称

設備の内容

帳簿価額(単位：百万円) 従業
員数 
(名)建物及び

構築物
機械装置

及び運搬具
土地

(面積千㎡)
その他 合計

洛西事業所 
(京都市伏見区)

全社 研究開発設備 2,016 647
1,242

(9)
379 4,285 217

久世事業所 
(京都市南区)(注)２

電子工業用機器
画像情報処理機器

生産設備 730 217
1,039

(11)
〔1〕

60 2,047 134

彦根地区事業所 
(滋賀県彦根市)(注)２

電子工業用機器 生産設備 5,550 3,605
1,588
(133)
〔8〕

1,675 12,420 550

野洲事業所 
(滋賀県野洲市)(注)２

電子工業用機器 生産設備 1,226 1,529
―

〔27〕
71 2,827 333

多賀事業所 
(滋賀県犬上郡多賀町)

電子工業用機器 生産設備 3,448 501
892
(29)

48 4,890 160

久御山事業所 
(京都府久世郡久御山町) 
(注)２

画像情報処理機器 生産設備 905 297
740
(11)

〔2〕
322 2,265 341

本社事業所 
(京都市上京区他) 
(注)２,３

電子工業用機器
画像情報処理機器 
全社

本社設備 2,875 444
2,525

(19)
〔3〕

651 6,496 422

東京地区事業所 
(東京都千代田区他)(注)４

電子工業用機器
画像情報処理機器 
全社

営業設備 96 ― ― 32 128 58

クォーツリード 
(福島県郡山市)(注)５

電子工業用機器 生産設備 214 29
525
(24)

372 1,141 ―

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメント 
の名称

設備の内容 台数
リース
期間

年間 
リース料 
(百万円)

リース
契約残高 
(百万円)

洛西事業所
(京都市伏見区)

電子工業用機器 半導体製造装置研究開発設備 １式 ４年 105 194

彦根地区事業所 
(滋賀県彦根市)

電子工業用機器 ＦＰＤ製造装置生産設備 １式 ６年 65 74

多賀事業所 

(滋賀県犬上郡多賀町)
電子工業用機器 ＮＥＣ製ソフトウェア １式 ５年 65 91

洛西事業所 

(京都市伏見区)
電子工業用機器 半導体製造装置生産設備 １式 ４年 76 69

野洲事業所 

(滋賀県野洲市)
電子工業用機器 ＮＥＣ製ソフトウェア １式 ５年 58 81

野洲事業所 

(滋賀県野洲市)
電子工業用機器 半導体製造装置研究開発設備 １式 ６年 47 133

彦根地区事業所
(滋賀県彦根市)

電子工業用機器 ＮＥＣ製ソフトウェア １式 ５年 54 110

野洲事業所 

(滋賀県野洲市)
電子工業用機器 半導体製造装置生産設備 １式 ７年 41 86

野洲事業所 
(滋賀県野洲市)

電子工業用機器 半導体製造装置研究開発設備 １式 ４年 64 168



(2) 国内子会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品の合計である。なお、金額には消費税等を含まない。 

２ ㈱ファースト・リースの帳簿価額のうち「その他」にはリース貸与資産が含まれている。 

３ 土地及び建物の一部を賃借している。賃借している土地の面積は〔 〕で外書きしている。 

４ 現在休止中の主要な設備はない。 

  

  

(3) 在外子会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品および建設仮勘定の合計である。なお、金額には消費税等を含

まない。 

２ 土地及び建物の一部を賃借している。賃借している土地の面積は〔 〕で外書きしている。 

３ 現在休止中の主要な設備はない。 

  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメント 
の名称

設備の内容

帳簿価額(単位：百万円) 従業
員数 
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

㈱テックインテック
本社事業所 
(京都市南区)

電子工業用機器 
画像情報処理機
器

研究開発設備
生産設備

408 8
371
(2)

10 799 91

㈱クォーツリード 
(注)３

本社事業所 
(福島県 
郡山市)他

電子工業用機器
研究開発設備
生産設備

363 207
50
(9)

〔8〕
8 630 79

㈱ファースト・リー
ス(注)２

本社事業所  
(京都市北区)

その他
事務所 
リース貸与資産

22 9
305
(0)

142 480 7

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメント 
の名称

設備の内容

帳簿価額(単位：百万円) 従業
員数 
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

DAINIPPON SCREEN  
SINGAPORE PTE.  
LTD.(注)２

本社事業所 
(シンガ 
ポール)

電子工業用機器 
画像情報処理機
器

テクニカルセン
ター兼事務所

772 8
―

〔1〕
1 781 77

DAINIPPON  SCREEN 
ELECTRONICS 
(TAIWAN) CO.,LTD.

本社事業所 
(台湾新竹市) 
他

電子工業用機器 事務所 258 12
290
(1)

45 607 174

DNS ELECTRONICS,  
LLC

本社事業所 
(アメリカ  
カリフォルニ
ア州)他

電子工業用機器 事務所 22 292 ― 282 597 348

DAINIPPON SCREEN
(U.K.) LTD.

本社事業所 
(イギリス 
ミルトンキー
ンズ)

電子工業用機器 
画像情報処理機
器

テクニカルセン
ター兼事務所

129 29
281
(7)

12 452 53

DAINIPPON SCREEN  
(DEUTSCHLAND) GmbH 
(注)２

本社事業所 
(ドイツ  
デュッセルド
ルフ市)他

電子工業用機器 
画像情報処理機
器

事務所 1 0
―

〔11〕
47 48 120

DAINIPPON SCREEN 
(NEDERLAND)B.V.

本社事業所 
(オランダ 
アムステルフ
ェーン市)他

画像情報処理機
器 事務所 324 2

81
(5)

33 441 26



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当連結会計年度後１年間の設備投資計画(新設・拡充)は、140億円であり、重要な設備の計画は以下の

とおりである。 

 
(注) １ 上記金額には消費税等を含まない。 

２ 経常的な設備更新のための除却を除き、重要な設備の除却の計画はない。 

３ 設備投資計画の所要資金は自己資金および借入金等により充当する予定である。 

  

会社名
事業所名 

(所在地名)
事業の種類別セグ

メントの名称
設備の内容

投資予定額 
(百万円)

着手及び完了予定 完成後の 
増加能力

総額 既支払額 着手年月 完了年月

提出会社
彦根地区事業所 
(滋賀県彦根市)

電子工業用機器
半導体プロセス技術セ
ンター新設

6,670 67
平成19年

４月
平成20年 

３月

デモ・評価用
のため能力の
増強はなし

提出会社
彦根地区事業所 
(滋賀県彦根市)

電子工業用機器 福利厚生施設新設 1,390 23
平成19年

５月
平成20年 

１月

厚生施設のた
め能力の増強
はなし

提出会社
及び㈱ク
ォーツリ
ード

クォーツリード
(福島県郡山市)

電子工業用機器
半導体製造装置用部品
生産設備拡充

1,150 558
平成18年

９月
平成19年

７月
生産能力50％
増加



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 「提出日現在発行数」には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれていない。 

  

 

 

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 900,000,000

計 900,000,000

 

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 253,974,333 253,974,333
東京証券取引所
大阪証券取引所 
各市場第１部

―

計 253,974,333 253,974,333 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

新株予約権付社債 

2009年９月30日満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債(平成15年10月６日発行) 

  

 
(注) １ 当社は、平成18年10月31日以降、株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値が、かか

る終値のない日を除き連続する30取引日にわたり、当該各取引日に適用のある転換価額の130％以上であっ

た場合、本新株予約権付社債所持人に対し30日以上60日以内の通知を行うことにより、残存する未償還本社

債全部(一部は不可)を本社債額面金額の100％で繰上償還することができる。 

２ 平成17年９月30日(日本時間、以下「決定日」という)まで(当日を含む)の30連続取引日の株式会社東京証券

取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値(１円未満の端数は切り上げる)(以下、「決定日価

額」という)が、決定日に有効な転換価額を１円以上下回る場合には、転換価額は平成17年10月11日(日本時

間、以下「効力発生日」という)以降、決定日価額(ただし、決定日の翌日から効力発生日(当日を含む)まで

に効力の発生する下記(注３)の調整を受ける)に修正される。ただし、かかる算出の結果、修正後転換価額

が下限転換価額(以下に定義する)未満となる場合は、修正後転換価額は下限転換価額とする。「下限転換価

額」とは、決定日に有効な転換価額の80％に相当する価額(ただし、決定日の翌日から効力発生日(当日を含

む)まで効力の発生する下記(注３)の調整を受ける)の１円未満を切り上げた金額をいう。また、転換価額

は、当該修正及び調整の結果、適用ある日本の法律の下で、全額払込済かつ追加払込義務のない当社普通株

式が適法に発行できなくなるような修正はなされないものとする。 

事業年度末現在
(平成19年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日)

新株予約権の数(個) 14,999 14,999

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 19,657,929 19,839,947

新株予約権の行使時の払込金額(円)
763 

（注６）
 756  

（注７）

新株予約権の行使期間

平成15年10月20日から平成21年
９月16日(ただし、本社債が繰
上償還(注１)される場合には、
かかる繰上償還日の３銀行営業
日前の日)の営業終了時まで
（行使請求地時間）。

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額

本新株予約権の行使により発行
する株券の発行価格のうち資本
組入額は、転換価額(ただし、
(注２、３)によって調整された
場合は調整後の転換価額)に0.5
を乗じた金額とし、計算の結果
１円未満の端数を生じる場合は
その端数を切り上げた額とす
る。

同左

新株予約権の行使の条件

当社が本社債につき期限の利益
を喪失した場合には、以後本新
株予約権を行使することはでき
ないものとする。また、各本新
株予約権の一部行使はできない
ものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡制限はない。 同左

代用払込みに関する事項

旧商法第341条ノ３第１項第７
号及び第８号により、本新株予
約権を行使したときは本社債の
全額の償還に代えて当該本新株
予約権の行使に際して払込をな
すべき額の全額の払込があった
ものとみなす。

同左

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

新株予約権付社債の残高(百万円) 14,999 14,999



３ 転換価額は、本新株予約権付社債発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る発行価額又は処分価額で当社

普通株式を発行又は処分する場合には、下記の算式により調整される。なお、下記の算式において「既発行

株式数」は当社の発行済普通株式総数(ただし、普通株式に係る自己株式数を除く)をいう。 

  

 
  

また、転換価額は、当社普通株式の分割又は併合、及び当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通

株式の交付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む)の発行等が行われる場合等、

その他一定の場合にも適宜調整される。 

４ 新株予約権を行使しようとする者の請求があるときは、その新株予約権が付せられた社債の全額の償還に代

えて新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込があったものとする。また、新株予約権が行

使されたときには、当該請求があったものとみなす。 

５ 平成17年６月28日開催の第64回定時株主総会において第64期利益処分案が承認可決され、株主配当金が１株

につき７円50銭と決定されたことに伴い、社債契約書の転換価額調整条項に従い、平成17年４月１日に遡っ

て転換価額を824円から821円に調整した。さらに、注２の転換価額の下方修正条項に該当したため、平成17

年10月11日以降、転換価額を766円に調整した。 

６ 平成18年６月28日開催の第65回定時株主総会において第65期利益処分案が承認可決され、株主配当金が１株

につき10円と決定されたことに伴い、社債契約書の転換価額調整条項に従い、平成18年４月１日に遡って転

換価額を766円から763円に調整した。 

７ 平成19年６月27日開催の第66回定時株主総会において剰余金の処分の件が承認可決され、株主配当金が１株

につき15円と決定されたことに伴い、社債契約書の転換価額調整条項に従い、平成19年４月１日に遡って転

換価額を763円から756円に調整した。提出日の前月末現在の各数値は、調整後の数値に基づいている。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はない。 

  

  
既発行 
株式数

＋

新発行・処分
株式数

×
１株当たりの 
発行・処分価額

調整後 
転換価額 ＝

調整前 
転換価額 ×

１株当たりの時価

既発行株式数＋新発行・処分株式数



(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 損失処理によるものである。 

２ 旧商法289条第２項の規定に基づくその他資本剰余金への組み入れによるものである。 

３ 新株予約権の行使によるものである。 

４ 新株予約権の行使(旧商法に基づき発行された転換社債の転換を含む)によるものである。 

５ 新株予約権の行使によるものである。なお、平成19年４月１日から平成19年５月31日までの間に、発行済株

式総数、資本金及び資本準備金の増減はない。 

  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式8,531,214株は「個人その他」に8,531単元および「単元未満株式の状況」に214株を含めて記載し

ている。なお、自己株式8,531,214株は株主名簿記載上の株式数であり、期末日現在の実質的な所有株式数

は8,530,214株である。 

２ 「その他の法人」の中には証券保管振替機構名義の株式が7単元含まれている。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成14年６月27日 
(注)１

― 186,986 ― 36,544 △15,306 14,737

平成14年８月10日 
(注)２

― 186,986 ― 36,544 △5,601 9,136

平成14年４月１日～ 
平成15年３月31日 
(注)３

2,382 189,369 598 37,142 598 9,734

平成15年４月１日～ 
平成16年３月31日 
(注)４

42,020 231,390 11,030 48,172 11,030 20,764

平成16年４月１日～ 
平成17年３月31日 
(注)４

11,773 243,164 3,159 51,331 3,159 23,923

平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日 
(注)３

10,627 253,791 2,667 53,998 2,667 26,590

平成18年４月１日～ 
平成19年３月31日 
(注)５

182 253,974 46 54,044 46 26,636

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 91 52 434 296 8 14,036 14,917 ―

所有株式数 
(単元)

― 117,689 5,340 23,670 54,311 21 51,910 252,941 1,033,333

所有株式数 
の割合(％)

― 46.53 2.11 9.36 21.47 0.01 20.52 100 ―



(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １．上記のほか、自己株式が8,530千株ある。 

２．下記の通り大量保有報告書および変更報告書の写しを送付されているが、当社として当期末現在における 

実質保有状況の確認ができないため、上記大株主の状況には含めていない。 

  

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 25,120 9.89

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 20,967 8.25

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 11,301 4.45

株式会社京都銀行
京都市下京区烏丸通松原上ル薬師前町
700

6,730 2.65

資産管理サービス信託銀行株
式会社(信託Ｂ口)

東京都中央区晴海１丁目８番12号
晴海アイランドトリトンスクエアオフ
ィスタワーZ棟

6,224 2.45

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号 4,562 1.79

株式会社滋賀銀行 滋賀県大津市浜町１番38号 4,241 1.67

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 3,823 1.50

ビービーエイチ ルクス フィ
デリティ ファンズ ジャパン 
ファンド 
（常任代理人  株式会社三菱
東京ＵＦＪ銀行決済事業部）

KANSALLIS HOUSE, PLACE DE L'ETOILE, L
-1021 LUXEMBOURG 
 
（東京都千代田区丸の内２丁目７番１
号）

3,160 1.24

富士火災海上保険株式会社 大阪市中央区南船場１丁目18番11号 3,128 1.23

計 ― 89,260 35.14

提出者（大量保有者） 報告義務発生日
報告義務発生日現在の 
保有株式数(千株)

ジェー・ピー・モルガン・フレミング・アセット・
マネジメント・ジャパン株式会社

平成16年３月31日 3,770

ジェー・ピー・モルガン・フレミング・アセット・
マネジメント(ユーケー)リミテッド

平成16年３月31日 3,247

りそな信託銀行株式会社 平成16年８月31日 3,757

ゴールドマン・サックス・インターナショナル 平成16年12月31日 3,635

フィデリティ投信株式会社 平成17年12月31日 6,867

バークレイズ・グローバル・インベスターズ、エヌ・エイ 平成18年６月30日 3,472

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 平成18年７月31日 4,225

モルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・ 
インターナショナル・リミテッド

平成19年１月15日 8,136

野村アセットマネジメント株式会社 平成19年１月31日 20,403



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式7,000株(議決権7個)および 

当社名義となっているが実質的に所有していない株式1,000株(議決権1個)が含まれている。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式214株が含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 株主名簿上は、当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権1個)ある。 

なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含めている。 

  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はない。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式8,530,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

244,411,000
244,411 ―

単元未満株式
普通株式

1,033,333
― ―

発行済株式総数 253,974,333 ― ―

総株主の議決権 ― 244,411 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
大日本スクリーン 
製造株式会社

京都市上京区堀川通寺之内
上る４丁目天神北町１番地
の１

8,530,000 ― 8,530,000 3.4

計 ― 8,530,000 ― 8,530,000 3.4



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はない。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

  

会社法第155条第３号による取得 

 
  

会社法第155条第３号による取得 

 
  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

会社法第155条第７号による取得 

 
(注) 当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り 

による株式数は含めていない。 

  

【株式の種類等】 会社法第155条第３号及び会社法第155条第７号による普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成18年８月10日)での決議状況 
(取得期間 平成18年８月11日～平成18年９月22 
日)

6,000,000 5,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 5,074,000 4,999,125,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 926,000 875,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 15.4 0.0

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 15.4 0.0

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成19年３月16日)での決議状況 
(取得期間 平成19年３月19日)

2,200,000 2,052,600,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 2,100,000 1,959,300,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 100,000 93,300,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 4.5 4.5

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 4.5 4.5

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 50,671 56,671,443

当期間における取得自己株式 5,472 5,254,222



(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 
  

 
(注) 当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りおよび買増しによる株式数は含めていない。 

  

３ 【配当政策】 

 当社は、安定配当の維持を基本として、配当性向や経営環境、収益の状況等を総合的に考慮し、事業拡

大と収益力向上のための内部留保に努めるとともに、株主への利益還元にも十分配慮することを利益配分

の基本方針としております。 

 当社は、期末配当の年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、この剰余金の配当の決定

機関は株主総会であります。 

 また、内部留保金につきましては、将来の事業拡大のため研究開発投資、生産設備投資などに充当して

いく所存であります。 

  
（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりです。 

 
  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高、最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高、最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額 
(円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他（単元未満株式の買増請求
による売却）

1,757 1,452,616 ― ―

保有自己株式数 8,530,214 ― 8,535,686 ―

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

平成19年６月27日 
定時株主総会決議 3,681 15.0

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

最高(円) 728 902 828 1,311 1,279

最低(円) 355 365 533 666 832

月別
平成18年 

10月
11月 12月

平成19年 
１月

２月 ３月

最高(円) 1,089 1,044 1,095 1,119 1,044 980

最低(円) 961 902 993 1,010 937 881



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役 
取締役会長

最高経営 
責任者 

（ＣＥＯ）
石 田   明 昭和17年７月23日

昭和52年６月 当社取締役

(注)３ 1,015

昭和53年６月 当社常務取締役

昭和57年６月 当社代表取締役〈現在〉 

当社専務取締役

昭和60年６月 当社取締役副社長

平成元年６月 当社取締役社長

平成13年６月 当社取締役会長〈現在〉

平成14年４月 当社最高経営責任者（ＣＥＯ）〈現在〉

代表取締役 
取締役社長

最高執行 
責任者 

（ＣＯＯ）
橋 本 正 博 昭和23年８月28日

昭和47年４月

 

平成元年２月

平成10年11月

株式会社大和銀行(現 株式会社りそな銀

行) 入行 

同行シンガポール支店副支店長 

ダイワプルダニア銀行（インドネシア）社

長

(注)３ 35

平成11年７月 株式会社大和銀行国際部長

平成12年３月 同行総務部長

平成13年５月 当社入社 

当社財務本部長代理

平成13年６月 当社常務取締役 

当社財務本部長

平成14年４月

 

平成16年４月

 

平成16年６月

平成17年６月

当社コーポレート財務戦略担当

同財務戦略室長

当社コーポレート事務統轄

同法務・知財戦略担当

当社専務取締役

当社代表取締役〈現在〉

当社取締役社長〈現在〉

当社最高執行責任者（ＣＯＯ）〈現在〉

専務取締役

コーポレート
技術戦略／ 
知財戦略／ 
ソフトウエア
戦略／未来事

業戦略 
担当

津 田 雅 也 昭和19年７月２日

昭和42年４月 当社入社

(注)３ 47

平成７年６月 当社取締役

平成９年７月 当社常務取締役 

当社グラフィックアーツ事業本部 

副本部長

平成11年４月 当社常務執行役員 

当社電子機器事業本部長

平成11年６月 当社常務取締役退任

平成14年４月 当社ＦＰＤ機器カンパニー社長

平成16年４月 当社専務執行役員

平成16年10月 当社コーポレート副事務統轄 

同技術戦略担当〈現在〉 

当社技術開発センター長 

当社ＰＥ開発センター長

平成17年６月 当社専務取締役〈現在〉 

当社コーポレート法務・知財戦略担当

平成17年10月 当社コーポレート知財戦略担当〈現在〉

平成18年４月

平成19年４月

当社技術開発カンパニー社長〈現在〉 

当社コーポレートソフトウエア戦略担当

〈現在〉 

同未来事業戦略担当〈現在〉



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

常務取締役

コーポレート
財務・経理 
戦略／ＩＲ 

担当

領 内   修 昭和26年５月９日

昭和50年４月 株式会社東京銀行（現 株式会社三菱東京

ＵＦＪ銀行）入行

(注)３ 16

昭和59年11月 米国ユニオンバンク出向

平成10年４月 株式会社東京三菱銀行（現 株式会社三菱

東京ＵＦＪ銀行）法人部副部長

平成11年４月 同行大阪支店営業第一部長

平成14年12月 同行公共法人部長

平成16年６月 当社入社

 

 

 

平成16年10月

平成17年４月

 

平成17年６月

平成19年４月

当社コーポレート財務戦略副担当 

同財務戦略室長 

当社取締役 

当社コーポレート財務戦略担当 

当社コーポレート財務・経理戦略担当 

〈現在〉 

当社常務取締役〈現在〉 

当社コーポレートＩＲ担当〈現在〉

常務取締役

コーポレート
人事・総務 
戦略／法務 

／コンプライ
アンス／危機

管理  
担当

野 栗 和 哉 昭和27年６月25日

昭和51年４月 日本生命保険相互会社入社

(注)３ 15

平成８年８月 ニッセイ損害保険株式会社出向

平成14年３月 日本生命保険相互会社

本店財務審査部長

平成16年４月 当社入社 

当社コーポレート総務戦略・危機管理副担

当

同総務人事戦略室長

 

平成16年６月

平成16年10月

平成17年４月

 

 

 

 

平成17年６月

平成17年10月

平成18年４月

平成19年４月

同環境・安全マネジメント室長 

当社取締役 

当社コーポレート総務戦略・危機管理担当 

当社コーポレート人事・総務戦略担当 

〈現在〉 

同危機管理担当〈現在〉 

同人事戦略室長 

同総務・環境戦略室長〈現在〉 

当社常務取締役〈現在〉 

当社コーポレート法務戦略担当 

当社コーポレート法務担当〈現在〉 

当社コーポレートコンプライアンス担当

〈現在〉

取締役 立 石 義 雄 昭和14年11月１日

昭和38年４月 立石電機株式会社（現 オムロン株式会

社）入社

(注)３ 2

昭和48年５月 同社取締役

昭和51年６月 同社常務取締役

昭和58年６月 同社専務取締役

昭和62年６月 同社代表取締役社長

平成15年６月 同社代表取締役会長〈現在〉

平成18年６月

平成19年５月

当社取締役〈現在〉 

京都商工会議所会頭〈現在〉

取締役 伊佐山 建 志 昭和18年３月８日

昭和42年４月 通商産業省（現 経済産業省）入省

(注)３ 10

平成８年８月 同省貿易局長

平成９年７月 同省通商政策局長

平成10年６月 特許庁長官

平成11年10月 三井海上火災保険株式会社（現 三井住友

海上火災保険株式会社）顧問

平成12年９月 米国スタンフォード大学  

A/PARC (Asia Pacific Research Center) 

ビジティングスカラー(客員教授)

平成13年９月 日産自動車株式会社副会長

平成17年６月 テルモ株式会社社外取締役〈現在〉

平成17年８月 独立行政法人産業技術総合研究所 運営諮

問会議委員〈現在〉

平成19年３月

平成19年６月

株式会社西友社外取締役〈現在〉

当社取締役〈現在〉



 
(注) １ 取締役 立石義雄、伊佐山建志および松本徹は、会社法第２条第15号に定める社外取締役である。 

２ 監査役 久保健吾および城田秀明は、会社法第２条第16号に定める社外監査役である。 

３ 取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結

の時までである。 

４ 監査役の任期は、上記表内のそれぞれの就任の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時までであ

る。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役 松 本   徹 昭和37年４月３日

平成元年11月 司法試験合格

(注)３ 8

平成４年４月 大阪弁護士会登録、日本弁護士連合会登

録、大江橋法律事務所勤務

平成９年７月 ニューヨーク州弁護士登録

平成12年１月 松本総合法律事務所(現 アクア淀屋橋法律

事務所)開設〈現在〉

平成14年６月 当社取締役〈現在〉

常任監査役
（常勤）

草 場 敏 彦 昭和21年10月３日

平成９年７月 当社入社

(注)４ 15

平成13年４月 当社執行役員 

当社経営企画副本部長

平成14年４月 当社ビジネスサービスセンター長

平成15年４月 当社上席執行役員 

当社コーポレート経営戦略担当

平成16年４月 当社常務執行役員

平成18年６月 当社常任監査役(常勤)〈現在〉

監査役 
(常勤)

山 本   博 昭和18年７月1日

昭和41年３月 当社入社

(注)４ 11

平成６年７月 当社経理部長

平成９年７月 当社財務本部副本部長

平成10年６月

 

平成15年５月

 

平成18年４月

平成19年４月

平成19年６月

株式会社ディ・エス・ティ・マイクロニク

ス常務取締役 

株式会社ファースト・リース 

代表取締役社長 

同社取締役会長 

同社顧問〈現在〉 

当社監査役(常勤)〈現在〉

監査役 久 保 健 吾 昭和19年１月19日

昭和37年４月 株式会社滋賀銀行入行

(注)４ 5

平成９年６月

平成11年６月

同行取締役大阪支店長    

同行本店営業部長

平成15年６月 しがぎんアシスタントサービス株式会社代

表取締役社長〈現在〉

平成16年４月 滋賀保証サービス株式会社  

代表取締役社長〈現在〉

平成16年６月 当社監査役〈現在〉

監査役 城 田 秀 明 昭和18年11月３日

昭和42年４月

平成７年10月

株式会社京都銀行入行 

同行本店営業部副部長

(注)４ 2

平成９年６月

平成10年６月

平成13年６月

平成15年６月

同行人事部長 

同行取締役 

同行取締役本店営業部長 

京銀リース・キャピタル株式会社 

代表取締役社長〈現在〉

平成18年６月 当社監査役〈現在〉

計 1,186



５ 当社では、取締役会の一層の活性化を促し、取締役会の意思決定機能および業務執行の監督機能と各カンパ

ニーおよびセンターの業務執行機能とを明確に区分し、経営効率の向上を図るために執行役員制を導入して

いる。 

  執行役員は13名で、専務執行役員 矢追善也(ＦＰＤ機器カンパニー社長)、常務執行役員 大神信敏(コーポ

レート滋賀地区担当)、常務執行役員 山野章(株式会社SOKUDO 最高技術責任者(ＣＴＯ))、常務執行役員 垣

内永次(半導体機器カンパニー社長兼同カンパニー品質統轄部長)、上席執行役員 宮脇達夫(コーポレート経

営戦略担当)、上席執行役員 藤澤恭平(メディアテクノロジーカンパニー社長兼電子機器カンパニー社長)、

執行役員 門脇俊一(コーポレート購買・物流戦略／製造戦略担当兼同購買・物流戦略室長兼プロキュアメン

トセンター長)、執行役員 林隼人(ＦＰＤ機器カンパニー副社長)、執行役員 灘原壮一(半導体機器カンパニ

ー副社長兼同カンパニー開発統轄部長)、執行役員 須原忠浩(半導体機器カンパニー副社長兼同カンパニー

営業統轄部長)、執行役員 有田正司(知財センター長兼技術開発カンパニー副社長)、執行役員 嶋冶克己(Ｆ

ＰＤ機器カンパニー副社長兼同カンパニー事業統轄部長)、執行役員 廣江敏朗(半導体機器カンパニー副社

長兼同カンパニー洗浄機器事業部長)で構成されている。 

６ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査

役１名を選任している。補欠監査役の略歴は次のとおりである。 

 
  （注）１ 補欠監査役 前川昭彦は、会社法第２条第16号に定める社外監査役の要件を満たしている。 

     ２ 補欠監査役が監査役に就任した場合の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の 

     満了の時までである。 

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数 

（千株）

前 川 昭 彦 昭和20年９月13日

昭和43年４月 株式会社滋賀銀行入行

(注)２ －

昭和61年11月 同行大阪支店支店長代理

平成９年６月 同行事務部長

平成11年６月 同行取締役事務部長

平成14年６月 

 

平成19年４月

しがぎんコンピューターサービス

株式会社代表取締役社長〈現在〉

しがぎん代理店株式会社代表取締

役社長〈現在〉



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社グループは、コーポレート・ガバナンスの充実に取り組むことにより、企業経営において透明性、

健全性や効率性を追求し、株主をはじめとする全てのステークホルダー（利害関係者）の総合的な利益の

確保を目指してまいります。さらに、連結中期３ヵ年経営計画「Vision2008」（2007年3月期～2009年3月

期）における基本戦略のひとつとして「ＣＳＲ経営の推進」を掲げて、「コーポレート・ガバナンスの強

化」、「内部統制機能の充実」、「環境・安全経営の充実」を重要な経営課題と位置付け、これらを推進

してまいります。 

  

(2) 会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況等 

① 会社の機関の内容 

 当社の取締役会は経営上の最高意思決定機関として重要事項の決定・承認、業務執行状況の監督を

行っており、月１回の定例開催のほか、必要に応じて臨時の取締役会を開催しております。なお、経

営に対する有効なチェック機能として、現在３名の社外取締役を選任しております。また、経営の効

率性と業務執行機能の強化を目指し、執行役員制および社内カンパニー制を採用しております。 

経営執行に関する最高審議機関として各担当の取締役、執行役員およびカンパニー社長で構成され

る経営会議は、月２回開催し、経営執行の審議を行い、取締役会および代表取締役の意思決定を補佐

しております。また、各担当の取締役、執行役員および各子会社の社長で構成される連結経営会議

は、年４回開催し、各子会社からの業務執行に関する主要な報告を受けるとともに、グループ内の意

思疎通と結束を図っております。 

当社は監査役制度を採用しており、監査役会は監査役４名（内、社外監査役２名）で構成され、月

１回の定例開催のほか、必要に応じて臨時の監査役会を開催しております。監査役は取締役会、経営

会議など重要な会議に出席するほか、取締役の業務執行を定期的なヒアリングや報告を受けて調査を

行うとともに、重要な決裁書類等の閲覧や子会社および各事業所の監査、会計監査人による監査の立

会など、適法性および妥当性の観点から監査を行っております。また、会計監査人や内部監査部門と

の連携を図り、監査の実効性の確保に努めております。 

内部監査部門としては、グループ監査室（人員４名）を設置し、グループ全体の内部統制状況につ

いて内部監査を実施しております。グループ監査室は監査役、会計監査人と必要の都度情報交換・意

見交換を行うなど、連携を密にして内部監査の実効性と効率性の向上を目指しております。また、内

部統制推進室（人員４名）を設置して、内部統制の体制整備を推進しております。さらに、2006年11

月には、取締役社長を委員長とする内部統制委員会を設置し、グループ全体の内部統制体制の整備を

推進しております。 

② 内部統制システムの整備の状況 

当社は、「未来共有」「人間形成」「技術追究」の企業理念の下、株主、顧客、投資家、地域社会

などステークホルダーとのさらなる信頼関係を築き、「いつも時代と共鳴する技術」を合言葉に企業

としての社会的責任を全うします。この企業理念に従い、国内外の法令と社会規範を遵守し、より高

い倫理観を持って事業活動を進めております。この基本的な考え方に基づいて、当社の内部統制の体

制を整備しております。 

（コンプライアンス体制） 

・経営監視機能を強化するために社外取締役を選任しております。 

・業務執行にあたっては、「責任権限規定」に基づいて、個々の案件について関連する専門部署が

チェックした後に決裁する仕組みを運用することにより、法令・定款に適合することを確保して



おります。 

・グループ全体における法令順守体制を一層強化するために、コンプライアンス担当の取締役を任

命するとともに、アドバイザーとして社外弁護士を加えたコンプライアンス委員会を設置しまし

た。この委員会活動を軸に法令・社会規範・社内規定等の順守を啓蒙するため、役員および従業

員に対し企業倫理、コンプライアンスに関する研修を実施しております。  

・公益通報者保護法に則って内部通報制度を見直すとともに、通報窓口「企業倫理ヘルプライン」

を設置するとともに、社外法律事務所を通報先として設定し、不法・不正行為の抑制に資するコ

ンプライアンス活動を推進しています。 

（取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制） 

・取締役会を月１回開催するほか、必要に応じ臨時に開催し、重要事項の決定の迅速化および取締

役の業務執行状況の監督強化などを行っております。 

・執行役員制および社内カンパニー制を採用し権限委譲と迅速な意思決定を図っております。 

（リスク管理体制） 

・当社グループの業務執行に起因するリスクについては、各担当の取締役および執行役員がこれを

管理し、必要に応じて経営会議、取締役会の審議、決議を得て対応を行っております。 

・業務執行以外に起因するリスクについては、「大日本スクリーン及びグループ会社危機管理要

綱」の定めるところにより、災害リスク委員会を定期的に開催して未然防止を図るとともに危機

発生時には対策の実施、復旧にあたっております。  

（情報管理体制） 

・業務執行に係る情報・文書の取扱いを社内規定に定め、これに基づいて記録し、保存しておりま

す。 

  

なお、当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は次の通りです。 

  
 

  

③ 会計監査人・弁護士等の状況 

当社は、会社法に基づく会計監査および証券取引法に基づく会計監査をあずさ監査法人に依頼して

おりますが、同監査法人および当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別



の利害関係はありません。当社は、同監査法人との間で会社法監査および証券取引法監査について

監査契約を締結し、それに基づき報酬を支払っております。当事業年度における会計監査の体制は以

下のとおりです。 

 ・業務を執行した公認会計士の氏名 

   指定社員 業務執行社員  中尾正孝、宮林利朗、砂畑昌宏  

 (注) 継続関与年数については全員７年以内であるため記載を省略しております。 

 ・会計監査業務に係る補助者の構成 

   公認会計士 11名、会計士補等 10名 

当社は、弁護士法人と法律顧問契約を締結しており、会社運営に影響を及ぼす案件に関しては必要

なアドバイスを受ける体制をとっております。さらに、その他の複数の法律事務所や税務顧問、コン

サルタントから、適時目的に応じたアドバイスおよびサポートを受けております。 

  

④ 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の

概要 
  

社外取締役立石義雄氏はオムロン株式会社の代表取締役会長であり、当社と同社との間に購入・販

売等の取引関係があります。社外取締役松本徹氏はアクア淀屋橋法律事務所の弁護士であり、当社は

同事務所と法律業務委託等の取引関係があります。社外監査役城田秀明氏は京銀リース・キャピタル

株式会社の代表取締役社長であり、当社の連結子会社と同社の間で締結されたリース契約の対象物件

に対して、当社は一定割合を限度とする買戻保証を行っております。社外取締役伊佐山建志氏、社外

監査役久保健吾氏および補欠監査役前川昭彦氏と当社との間に取引関係はありません。 

 なお、平成19年６月に退任した大宮正氏と当社の間に取引関係はありません。 

  

(3) 役員報酬の内容 

当事業年度における役員報酬の内容は以下のとおりです。 

取締役の年間報酬額   362百万円 

監査役の年間報酬額    43百万円 

取締役および執行役員の報酬内容は、代表取締役が作成した報酬額原案を社外取締役３名の諮問を

受けて、最終決定しております。 

  

(4) 監査報酬の内容 

当事業年度における監査報酬の内容は以下のとおりです。 

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 

45百万円 

(注) 上記監査報酬には、監査証明業務以外の業務である社債発行に係る事務幹事証券会社への書簡（コン

フォートレター）の発行についての対価が含まれています。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)及び前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成18年

４月１日から平成19年３月31日まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連

結財務諸表及び財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けている。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日)
当連結会計年度 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 27,403 34,480

 ２ 受取手形及び売掛金 ※10 86,174 97,753

 ３ 有価証券 20 ─

 ４ 棚卸資産 59,089 77,413

 ５ 繰延税金資産 5,271 7,784

 ６ その他 4,128 6,972

   貸倒引当金 △976 △942

   流動資産合計 181,112 67.0 223,462 69.9

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 ※1,4 48,509 50,730

    減価償却累計額 △31,900 16,608 △30,882 19,847

  (2) 機械装置及び運搬具 ※４ 24,487 25,844

    減価償却累計額 △18,139 6,347 △17,860 7,984

  (3) 土地 ※1,4 9,727 10,095

  (4) 建設仮勘定 1,778 2,043

  (5) その他 8,793 9,703

    減価償却累計額 △7,159 1,634 △7,326 2,376

   有形固定資産合計 36,096 13.4 42,346 13.3

 ２ 無形固定資産

  (1) 連結調整勘定 4,263 ─

  (2) のれん ─ 3,279

  (3) その他 596 609

   無形固定資産合計 4,860 1.8 3,888 1.2

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※５ 44,137 45,720

  (2) 長期貸付金 145 158

  (3) 繰延税金資産 364 521

  (4) その他 4,024 3,706

    貸倒引当金 △466 △286

   投資その他の資産合計 48,205 17.8 49,820 15.6

   固定資産合計 89,161 33.0 96,056 30.1

   資産合計 270,273 100.0 319,518 100.0



前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※10 55,787 83,396

 ２ 短期借入金 ※９ 10,891 84

 ３ 一年以内返済予定の長期 
   借入金

※１ 3,931 4,283

 ４ 一年以内償還予定の社債 8,000 ─

 ５ 一年以内償還予定の新株 
   予約権付社債

91 ─

 ６ 未払法人税等 2,755 12,532

 ７ 設備関係支払手形 ※10 1,715 5,604

 ８ 役員賞与引当金 ― 86

 ９ 製品保証引当金 2,158 3,712

  10  その他 20,803 24,083

   流動負債合計 106,134 39.3 133,783 41.9

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 ― 17,000

 ２ 新株予約権付社債 15,000 14,999

 ３ 長期借入金 ※１ 9,674 11,901

 ４ 退職給付引当金 10,095 7,352

 ５ 役員退職引当金 117 131

 ６ 債務保証損失引当金 154 112

 ７ 土壌浄化対策引当金 556 ─

 ８ 繰延税金負債 1,049 ─

 ９ その他 434 460

   固定負債合計 37,082 13.7 51,957 16.2

   負債合計 143,216 53.0 185,740 58.1

(少数株主持分)

  少数株主持分 629 0.2 ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※７ 53,998 20.0 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 30,131 11.1 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 32,536 12.0 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 15,038 5.6 ― ―

Ⅴ 為替換算調整勘定 △4,372 △1.6 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※８ △904 △0.3 ― ―

   資本合計 126,427 46.8 ― ―

   負債・少数株主持分 
   及び資本合計

270,273 100.0 ― ―



 

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 54,044 16.9

 ２ 資本剰余金 ― ― 30,177 9.5

 ３ 利益剰余金 ― ― 48,497 15.2

 ４ 自己株式 ― ― △7,918 △2.5

   株主資本合計 ― ― 124,801 39.1

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― 11,193 3.5

 ２ 繰延ヘッジ損益 ― ― △12 △0.0

 ３ 為替換算調整勘定 ― ― △2,921 △0.9

   評価・換算差額等合計 ― ― 8,260 2.6

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 716 0.2

   純資産合計 ― ― 133,778 41.9

   負債純資産合計 ― ― 319,518 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 246,533 100.0 301,311 100.0

Ⅱ 売上原価 ※２ 173,636 70.4 211,164 70.1

   割賦販売調整前 
   売上総利益

72,897 29.6 90,147 29.9

Ⅲ 割賦販売調整高 7 0.0 5 0.0

   売上総利益 72,905 29.6 90,152 29.9

Ⅳ 販売費及び一般管理費 ※1,2 54,338 22.1 59,611 19.8

   営業利益 18,567 7.5 30,541 10.1

Ⅴ 営業外収益

 １ 受取利息 334 494

 ２ 受取配当金 389 368

 ３ 為替差益 220 ─

 ４ 補償料収入 7 6

 ５ 家賃収入 275 318

 ６ 廃材売却収入 3 5

 ７ 業務受託収入 ─ 433

 ８ その他 619 1,850 0.8 809 2,435 0.8

Ⅵ 営業外費用

 １ 支払利息 514 521

 ２ 債権売却損 122 159

 ３ 為替差損 ─ 688

 ４ 持分法による投資損失 718 1,495

 ５ 棚卸資産除却損 397 299

 ６ 固定資産除却損 295 794

 ７ 賃貸費用 270 264

 ８ 債務保証損失引当金 
   繰入額

25 ─

 ９ その他 792 3,138 1.3 1,726 5,950 1.9

   経常利益 17,279 7.0 27,026 9.0

Ⅶ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 2,790 1,599

 ２ 退職給付過去勤務債務 
   償却額

1,112 1,668

 ３ 持分変動益 ─ 97

 ４ ブラウン管用マスク事業 
   整理損失引当金戻入益

39 ─

 ５ その他 41 3,983 1.6 23 3,389 1.1

Ⅷ 特別損失

 １ 投資有価証券評価損 2 259

 ２ 出資金評価損 8 8

 ３ 役員退職慰労金 74 0

 ４ その他 7 93 0.0 ─ 267 0.1

   税金等調整前当期純利益 21,169 8.6 30,147 10.0

   法人税、住民税 
   及び事業税

3,447 12,990

   法人税等調整額 2,494 5,941 2.4 △1,383 11,606 3.9
   少数株主利益又は 
   少数株主損失（△）

△8 △0.0 89 0.0

   当期純利益 15,236 6.2 18,451 6.1



③ 【連結剰余金計算書】 

  

 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 27,463

Ⅱ 資本剰余金増加高

 １ 新株予約権の行使 2,667

 ２ 自己株式処分差益 0 2,667

Ⅲ 資本剰余金期末残高 30,131

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 19,283

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 15,236 15,236

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 1,820

 ２ 役員賞与 
   (うち監査役賞与)

163  
(12)

1,984

Ⅳ 利益剰余金期末残高 32,536



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 53,998 30,131 32,536 △904 115,761

連結会計年度中の変動額

 新株予約権の行使 46 46 92

 利益処分による利益配当 △2,524 △2,524

 利益処分による役員賞与 △74 △74

 当期純利益 18,451 18,451

 持分法適用除外に伴う増加 108 108

 自己株式の取得 △7,015 △7,015

 自己株式の処分 0 1 1

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

46 46 15,961 △7,013 9,039

平成19年３月31日残高(百万円) 54,044 30,177 48,497 △7,918 124,801

評価・換算差額等

少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 15,038 ― △4,372 10,665 629 127,057

連結会計年度中の変動額

 新株予約権の行使 92

 利益処分による利益配当 △2,524

 利益処分による役員賞与 △74

 当期純利益 18,451

 持分法適用除外に伴う増加 108

 自己株式の取得 △7,015

 自己株式の処分 1

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

△3,845 △12 1,451 △2,405 86 △2,318

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△3,845 △12 1,451 △2,405 86 6,721

平成19年３月31日残高(百万円) 11,193 △12 △2,921 8,260 716 133,778



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
  税金等調整前当期純利益 21,169 30,147
  減価償却費 3,822 4,113
  連結調整勘定償却額 655 ─
  のれん償却額 ― 983
  持分法による投資損益 718 1,495
  投資有価証券評価損 2 259
  固定資産除却損 295 794
  投資有価証券売却益 △2,790 △1,599
  退職給付引当金の減少額 △ 1,426 △2,746
  役員賞与引当金の増加額 ― 86
  製品保証引当金の増減額(減少：△) △42 1,536
  土壌浄化対策引当金の減少額 △68 △556
  受取利息及び受取配当金 △723 △862
  支払利息 514 521
  社債発行費 ― 100
  売上債権の増加額 △454 △16,383
  棚卸資産の増加額 △ 4,612 △19,210
  その他流動資産の増加額 △ 714 △2,766
  仕入債務の増加額 985 27,333
  未払費用の増加額 27 742
  その他流動負債の増加額 2,322 2,600
  その他―純額― △49 72
    小計 19,632 26,662
  利息及び配当金の受取額 717 857
  利息の支払額 △498 △476
  ブラウン管用マスク事業整理費用の支払額 △1,606 ─
  法人税等の支払額 △3,338 △3,399
  営業活動によるキャッシュ・フロー 14,906 23,644

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
  定期預金の純増減額(増加：△) 8 △305
  有形固定資産の取得による支出 △4,653 △10,358
  有形固定資産の売却による収入 116 217
  有価証券の売却による収入 20 20
  投資有価証券の取得による支出 △1,708 △959
  投資有価証券の売却による収入 4,140 2,365
  投資有価証券の償還による収入 716 ─
  新規連結子会社の取得による支出 △5,738 ─
  その他―純額― △383 499
  投資活動によるキャッシュ・フロー △7,482 △8,518

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
  短期借入金の純減少額 △16,581 △10,806
  長期借入による収入 11,330 7,100
  長期借入金の返済による支出 △3,866 △4,521
  社債の発行による収入 ─ 16,899
  社債の償還による支出 △3,000 △8,000
  自己株式の純増加額 △673 △7,013
  少数株主からの払込による収入 1,176 ─
  配当金の支払額 △1,820 △2,524
  少数株主への配当金の支払額 △6 △8
  財務活動によるキャッシュ・フロー △13,441 △8,874

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 616 494

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少：△) △5,401 6,745

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 32,646 27,244
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 27,244 33,990



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

  子会社はすべて連結されている。

  従来、子会社41社が連結の範囲に含まれていたが、

当連結会計年度において設立した株式会社都凛々、

株式会社FASSE、株式会社ジェラン、子会社である

DAINIPPON SCREEN ELECTRONICS (TAIWAN) CO.,LTD.

から分社したDNS FEATS (TAIWAN) CO.,LTD.、企業

買収により子会社としたINCA DIGITAL PRINTERS 

LTD.を新たに連結の範囲に含めた。株式会社ディ・

エス・ティ・マイクロニクスは当連結会計年度にお

いて清算したため連結の範囲から除外した。その結

果、連結子会社は、株式会社ファースト・リース以

下、国内法人21社、在外法人24社の合計45社となっ

た。

１ 連結の範囲に関する事項

  子会社はすべて連結されている。

  株式会社ファースト・リース以下、子会社45社(国

内法人21社、海外法人24社)はすべて連結されてい

る。なお、当連結会計年度において、当社半導体関

連コータ・デベロッパ事業部門を会社分割により分

社し、米国Applied Materials社との業務・資本提

携により設立した株式会社SOKUDOおよびその子会社

SOKUDO USA,LLCについては、議決権の過半数を所有

しているが共同支配企業に該当するため、連結の範

囲に含めていない。

２ 持分法の適用に関する事項

  相対的重要性により、SEMES CO.,LTD.、BLUE29,LLC

および株式会社イービームの３社に持分法を適用し

ている。SEMES CO.,LTD.の決算日は12月31日、株式

会社イービームの決算日は３月31日であり、連結財

務諸表の作成にあたってはそれぞれ同日現在の財務

諸表を使用している。また、BLUE29,LLCの決算日は

６月30日のため３月31日に仮決算を行っている。

  その他の関連会社である株式会社アーティフィッシ

ャル・インテリジェンスの持分に見合う当期純損益

および利益剰余金等は、連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないため、この関連会社に対する投資

については、持分法を適用せず、原価法により評価

している。

２ 持分法の適用に関する事項

相対的重要性により、SEMES CO.,LTD.に持分法を適

用している。従来、持分法を適用していた株式会社

イービームについては持分比率の減少により重要な

影響を与えることができなくなったため、当連結会

計年度において、持分法適用の関連会社から除外し

た。また、BLUE29,LLCについては当連結会計年度に

おいて全持分を売却したため持分法適用の関連会社

から外れている。なお、共同支配企業の株式会社

SOKUDOおよびその子会社SOKUDO USA,LLCについて

は、当連結会計年度より持分法に準じた会計処理を

適用している。  

SEMES  CO.,LTD.の決算日は12月31日、株式会社

SOKUDOおよびSOKUDO USA,LLCの決算日は３月31日で

あり、連結財務諸表の作成にあたってはそれぞれ同

日現在の財務諸表を使用している。  

その他の関連会社である株式会社アーティフィッシ

ャル・インテリジェンスの持分に見合う当期純損益

および利益剰余金等は、連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないため、この関連会社に対する投資

については持分法を適用せず原価法により評価して

いる。  

 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連 結 子 会 社 の う ち DAINIPPON  SCREEN  (KOREA) 

CO.,LTD.、DAINIPPON  SCREEN  ELECTRONICS 

(SHANGHAI)  CO.,LTD.、SCREEN  MEDIA  TECHNOLOGY 

LTD.、および DAINIPPON  SCREEN  MT  (HANGZHOU) 

CO.,LTD.  の決算日は12月 31日、INCA  DIGITAL 

PRINTERS LTD.の決算日は１月31日、D.S.VENTURE 

INVESTMENTS INTERNATIONAL,INCORPORATEDの決算日

は６月30日であり、それ以外の39社は３月31日であ

る。連結財務諸表の作成にあたっては、DAINIPPON 

SCREEN  (KOREA)  CO.,LTD.、DAINIPPON  SCREEN 

ELECTRONICS  (SHANGHAI)CO.,LTD.、SCREEN  MEDIA 

TECHNOLOGY  LTD.、および DAINIPPON  SCREEN  MT 

(HANGZHOU)  CO.,LTD.については12月31日、INCA 

DIGITAL PRINTERS LTD.については１月31日の財務

諸表を採用しており、連結決算日との間に生じた重

要な取引については連結上必要な調整を行ってい

る。D.S. VENTURE INVESTMENTS INTERNATIONAL, 

INCORPORATEDについては３月31日に仮決算を行って

いる。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

同左



前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  ① 有価証券

    満期保有目的の債券……償却原価法(定額法)

    その他有価証券

     時価のあるもの……期末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定してい

る。)

     時価のないもの……移動平均法による原価法

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  ① 有価証券

    その他有価証券

     時価のあるもの……期末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定してい

る。)

     時価のないもの……同左

  ② デリバティブ 

     時価法

  ② デリバティブ

同左

  ③ 棚卸資産 

    親会社および国内連結子会社 

     先入先出法又は個別法による原価法 

    在外連結子会社 

     主として先入先出法又は個別法による低価法

  ③ 棚卸資産 

    親会社および国内連結子会社 

     主として先入先出法又は個別法による原価法 

    在外連結子会社 

            同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却方法

  ① 有形固定資産

    親会社および国内連結子会社

     定率法

     ただし、平成10年４月１日以降に取得した建

物(建物附属設備を除く)については定額法に

よっている。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却方法

  ① 有形固定資産

    親会社および国内連結子会社

     主として定率法

     ただし、平成10年４月１日以降に取得した建

物(建物附属設備を除く)については定額法に

よっている。

    在外連結子会社

主として定額法

    なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

     建物及び構築物   ３～60年

     機械装置及び運搬具 ２～17年

    在外連結子会社

同左

  ② 無形固定資産

定額法

なお、自社利用ソフトウェアは社内における

利用可能期間(２～５年)、販売用ソフトウェ

アについてはその効果の及ぶ期間(３年)に基

づく定額法によっている。

  ② 無形固定資産

同左

 (3)        ―――  (3) 重要な繰延資産の処理方法

    社債発行費

    発行時に全額費用として処理している。

 (4) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

  親会社および国内連結子会社

     売掛金等債権の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個々の債権の回

収可能性を検討して回収不能見込額を計上し

ている。

 (4) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

  親会社および国内連結子会社

同左

    在外連結子会社

     売掛金等債権の貸倒損失に備えるため、主と

して特定の債権について回収不能見込額を計

上している。

    在外連結子会社

同左



前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  ②        ―――   ② 役員賞与引当金

株式会社ファースト・リース他連結子会社15社

は、役員賞与の支払に備えるため、当連結会計

年度に対応する支給見込額を計上している。  

(会計方針の変更)  

当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17年11月29日 

企業会計基準第４号)を適用している。これによ

り営業利益、経常利益および税金等調整前当期

純利益は、それぞれ86百万円減少している。な

お、セグメント情報に与える影響は、当該箇所

に記載している。 

  ③ 製品保証引当金 

親会社および主要な連結子会社は、装置納入後

の保証期間に係るアフターサービス費用につい

て、過去の支出実績率に基づくアフターサービ

ス費用見込額を計上している。

  ③ 製品保証引当金 

            同左

  ④ 退職給付引当金

    親会社および主要な国内連結子会社は、従業員

の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務および年金資産の見込額に

基づき計上している。

    数理計算上の差異は、親会社においては、各連

結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(15年)による定額法

により按分した額をそれぞれ発生した翌連結会

計年度から費用処理することとしている。 

親会社において、当連結会計年度に退職金規定

を改定したことに伴う過去勤務債務は発生時か

ら２年に按分して特別利益として処理してい

る。

    （追加情報）

    親会社は平成17年８月１日付けで退職金制度の

改定を行い、従来の適格退職年金制度からキャ

ッシュバランスプランと退職一時金を併用する

制度に移行した。この制度変更に伴う過去勤務

債務は、△3,337百万円である。

  ④ 退職給付引当金

    親会社および主要な国内連結子会社は、従業員

の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務および年金資産の見込額に

基づき計上している。

    数理計算上の差異は、親会社においては、各連

結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(15年)による定額法

により按分した額をそれぞれ発生した翌連結会

計年度から費用処理することとしている。ま

た、親会社において、前連結会計年度に退職金

規定を改定したことに伴う過去勤務債務△

3,337百万円は、発生時から２年に按分して特

別利益として処理している。

  ⑤ 役員退職引当金

    株式会社ファースト・リース他連結子会社15社

は、役員の退職金の支払に備えるため内規によ

る期末要支給額全額を計上している。

    （追加情報） 

親会社は取締役および監査役の退職慰労金制度

を廃止することとし、平成17年６月28日開催の

定時株主総会において、退職慰労金の打ち切り

支給議案が承認可決された。これにより、当連

結会計年度において「役員退職引当金」を全額

取崩し、打ち切り支給額の未払分については固

定負債の「その他」に含めて表示している。

  ⑤ 役員退職引当金

    株式会社ファースト・リース他連結子会社15社

は、役員の退職金の支払に備えるため内規によ

る期末要支給額全額を計上している。

  ⑥ 債務保証損失引当金

    債務保証に係る損失に備えるため、販売先のリ

ース料支払、銀行借入に対する債務保証につい

て、被保証者の財政状態、返済状況等を勘案

し、損失負担見込額を計上している。

  ⑥ 債務保証損失引当金

    債務保証に係る損失に備えるため、販売先のリ

ース料支払に対する債務保証について、被保証

者の財政状態、支払状況等を勘案し、損失負担

見込額を計上している。



前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  ⑦ 土壌浄化対策引当金

    土壌浄化対策に係る損失に備えるため、親会社

が所有する生産拠点の土地の一部における浄化

対策費用の見積額を計上している。

  ⑦        ―――

 (5) 割賦販売利益の計上基準

   割賦売上高は一般売上高と同一基準により販売価

額の総額を計上している。割賦販売利益は割賦売

上高のうち支払期日未到来部分に対応する未実現

利益を繰延べ、当連結会計年度において支払期日

が到来した分は実現利益として計上している。

 (5) 割賦販売利益の計上基準

同左

 (6) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引は、親会

社および国内連結子会社においては通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理により、在外連

結子会社においては主として通常の売買取引に係

る方法に準じた会計処理によっている。

 (6) 重要なリース取引の処理方法

同左

 (7) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

    繰延ヘッジ処理を採用している。

    なお、特例処理の要件を満たす金利スワップに

ついては特例処理を採用している。

 (7) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法 

        同左

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

金利スワップ 借入金利息 

 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

金利スワップ 借入金利息

金利キャップ 借入金利息

  ③ ヘッジ方針

    親会社は、外貨建金銭債権債務等に係る為替相

場の変動リスクおよび借入金または社債等に係

る金利変動リスクをヘッジするため、取締役会

の承認を得たデリバティブ業務に関する社内規

程に基づいてヘッジ取引を行っており、かつ、

その取引内容は取締役会に報告している。

  ③ ヘッジ方針 

        同左

  ④ ヘッジ有効性評価の方法

    ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計ま

たは相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロ

ー変動の累計または相場変動を半期ごとに比較

し、両者の変動額等を基礎にしてヘッジ有効性

を評価している。ただし、特例処理によってい

る金利スワップは有効性の評価を省略してい

る。

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

            同左

 (8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

   消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は税抜方式によっている。

 (8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

   消費税等の会計処理

同左

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価は、部分時価評価

法を採用している。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６ 連結調整勘定の償却に関する事項

連結調整勘定の償却は、５年間の均等償却を行って

いる。

６ のれん及び負ののれんの償却に関する事項

のれんは、５年間で均等償却している。

７ 利益処分項目等の取扱い

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分または損

失処理について連結会計年度中に確定した利益処分

または損失処理に基づいて作成している。

７          ―――



前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能

な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からな

る。

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））および

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号）を適用している。これによる損益に与える影

響はない。

―――

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等) 

当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準第５号)および「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号)を適用している。これまでの資本の部の合計

に相当する金額は、133,073百万円である。 

なお、当連結会計年度における連結財務諸表は、連結財

務諸表規則の改正に伴い、改正後の連結財務諸表規則に

より作成している。

――― (企業結合に係る会計基準等) 

当連結会計年度から「企業結合に係る会計基準」（企業

会計審議会 平成15年10月31日）および「事業分離等に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月

27日 企業会計基準第７号）ならびに「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会

計基準委員会 最終改正平成18年12月22日 企業会計基準

適用指針第10号）を適用している。 

 連結財務諸表規則の改正による連結財務諸表の表示に

関する変更は以下のとおりである。 

(連結貸借対照表) 

「連結調整勘定」は、当連結会計年度から「のれん」と

して表示している。 

(連結損益計算書) 

「連結調整勘定償却額」は、当連結会計年度から「のれ

ん償却額」として表示している。 

(連結キャッシュ・フロー計算書) 

「連結調整勘定償却額」は、当連結会計年度から「のれ

ん償却額」として表示している。

――― (自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等

の一部改正) 

当連結会計年度から改正後の「自己株式及び準備金の額

の減少等に関する会計基準」（企業会計基準委員会 最

終改正平成18年８月11日 企業会計基準第１号）および

「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準委員会 最終改正平成18年８

月11日 企業会計基準適用指針第２号）を適用してい

る。これによる損益に与える影響はない。 

なお、当連結会計年度における連結財務諸表は、連結財

務諸表規則の改正に伴い、改正後の連結財務諸表規則に

より作成している。



表示方法の変更 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

           ――― （連結損益計算書関係） 

前連結会計年度において、営業外収益の「その他」に含

めて表示していた「業務受託収入」（前連結会計年度1

百万円）は、金額的重要性が増したため、当連結会計年

度より区分掲記している。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日)
当連結会計年度

(平成19年３月31日)

 

※１ 担保資産及び担保付債務

  (1) 工場財団組成による担保提供資産

建物 8,235百万円

土地 5,265

計 13,501

    上記に対応する債務

長期借入金 1,028百万円

(うち１年以内返済予定額   1,028百万円)

 

 

※１ 担保資産及び担保付債務

建物 3,704百万円

土地 942

計 4,646

    上記に対応する債務

長期借入金 775百万円

(うち１年以内返済予定額     304百万円)

  (2) その他の担保提供資産

建物 3,434百万円

土地 953

計 4,387

 

    上記に対応する債務

長期借入金 1,025百万円

(うち１年以内返済予定額     254百万円)

 

 ２ 手形割引高及び裏書譲渡高

   連結決算日における受取手形の割引高及び裏書譲

渡高は下記のとおりである。

受取手形割引高 294百万円

受取手形裏書譲渡高 56

 ２ 手形割引高及び裏書譲渡高

   連結決算日における受取手形の割引高及び裏書譲

渡高は下記のとおりである。

受取手形割引高 1,647百万円

受取手形裏書譲渡高 30

 ３ 売上債権流動化に伴う遡及義務

1,415百万円

 ３         ―――

※４ 圧縮記帳

   機械装置及び運搬具の連結貸借対照表計上額は、

国庫補助金による圧縮記帳額31百万円を控除して

表示している。

※４ 圧縮記帳

   各科目に含まれている国庫補助金による圧縮記帳

控除額は次のとおりである。

建物及び構築物 63百万円

機械装置及び運搬具 75

土地 10

 

※５ 関連会社に係る注記

   各科目に含まれている関連会社に対するものは次

のとおりである。

投資有価証券(株式) 2,148百万円
 

※５ 関連会社に係る注記

   各科目に含まれている関連会社に対するものは次

のとおりである。

投資有価証券(株式) 9,751百万円

     (うち共同支配企業に対する投資の金額 

                7,934百万円)

 

 ６ 保証債務

販売先のビジネスローン等 183百万円

従業員住宅ローン等 897

計 1,081

 ６ 保証債務

販売先のビジネスローン等 92百万円

従業員住宅ローン等 761

計 853

※７ 当社の発行済株式総数は、普通株式253,791千株

である。

 ７         ―――

※８ 自己株式の保有数

   連結会社、持分法を適用した関連会社が保有する

連結財務諸表提出会社の株式数は、普通株式 

1,307千株である。

 ８         ―――



前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

※９ 貸出コミットメント契約

   当社及び連結子会社は、運転資金の効率的な調達

を行うため、取引金融機関９社と貸出コミットメ

ント契約を締結している。貸出コミットメントに

係る借入未実行残高等は下記のとおりである。

貸出コミットメントの総額 37,000百万円

借入実行残高 10,763

借入未実行残高 26,237

 

 ９ 貸出コミットメント契約

   当社及び連結子会社は、運転資金の効率的な調達

を行うため、取引金融機関９社と貸出コミットメ

ント契約を締結している。貸出コミットメントに

係る借入未実行残高等は下記のとおりである。

貸出コミットメントの総額 37,000百万円

借入実行残高 ─

借入未実行残高 37,000

※10 期末日満期手形

   期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理している。 

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であ

ったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含

まれている。

受取手形 200百万円

支払手形 4,156

設備支払手形 15



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりである。 

 新株予約権の行使による増加   182千株 
  
２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりである。 

 会社法165条第２項の規定による定款の定めに基づく取得    7,174千株 

  単元未満株式の買取りによる増加   50千株 

減少数の内訳は、次のとおりである。 

 株主からの単元未満株式の買増請求による減少   1千株 
  
３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はない。 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の主な項目は下記のとおり

である。

旅費交通費 2,490百万円

荷造運賃 3,780

貸倒引当金繰入額 4

役員退職引当金繰入額 58

役員報酬 1,005

給与手当・賞与 18,472

研究費 4,830

減価償却費 1,196

広告宣伝費 896

退職給付費用 1,194

連結調整勘定償却額 655

※１ 販売費及び一般管理費の主な項目は下記のとおり

である。

旅費交通費 2,494百万円

荷造運賃 3,921

貸倒引当金繰入額 3

役員退職引当金繰入額 58

役員賞与引当金繰入額 86

役員報酬 1,065

給与手当・賞与 19,760

研究費 5,847

減価償却費 1,428

広告宣伝費 1,022

退職給付費用 929

のれん償却額 983

※２ 研究開発費の総額

       一般管理費及び当期総製造費用に含まれる 

   研究開発費

13,269百万円

※２ 研究開発費の総額

       一般管理費及び当期総製造費用に含まれる 

   研究開発費

16,883百万円

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 253,791 182 ─ 253,974

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 1,307 7,224 1 8,530



  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

平成18年６月28日の定時株主総会において、次のとおり決議している。 

・普通株式の配当に関する事項 

（イ） 配当金の総額               2,524百万円 

（ロ） １株当たり配当額                 10円 

（ハ） 基準日                平成18年３月31日 

  
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

平成19年６月27日開催の定時株主総会において、次のとおり決議している。  

・普通株式の配当に関する事項  

（イ） 配当金の総額               3,681百万円  

（ロ） 配当の原資                 利益剰余金 

（ハ） １株当たり配当額                 15円  

（ニ） 基準日                平成19年３月31日 

（ホ） 効力発生日              平成19年６月28日 

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 １ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 27,403百万円

有価証券勘定 20

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金

△159

取得日から償還期間が 
３ヶ月を超える債券

△20

現金及び現金同等物 27,244

 １ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 34,480百万円

有価証券勘定 ─

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△490

取得日から償還期間が
３ヶ月を超える債券

─

現金及び現金同等物 33,990

 

 ２ 重要な非資金取引の内容

      新株予約権の行使

新株予約権の行使による 
資本金の増加額

2,667百万円

新株予約権の行使による 
資本準備金の増加額

2,667

新株予約権の行使による 
新株予約権付社債の減少額

5,335

 

 ２ 重要な非資金取引の内容

   (1)新株予約権の行使

新株予約権の行使による
資本金の増加額

46百万円

新株予約権の行使による
資本準備金の増加額

46

新株予約権の行使による
新株予約権付社債の減少額

92

                       (2)会社分割により減少した資産及び負債の主な 

  内訳 (会社分割) 

  （株）SOKUDO (平成18年７月３日現在)  

 

流動資産 7,137百万円

固定資産 2,449

資産合計 9,586

流動負債 480

負債合計 480



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具

3,945 2,293 1,651

その他の 
有形固定資産

2,082 1,053 1,029

その他の 
無形固定資産

2,977 1,123 1,854

合計 9,005 4,470 4,535

 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置
及び運搬具

3,117 1,893 1,224

その他の
有形固定資産

2,530 1,291 1,239

その他の
無形固定資産

3,463 1,702 1,760

合計 9,110 4,887 4,223

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 1,653百万円
１年超 2,989

計 4,643
 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 1,742百万円
１年超 2,584

計 4,326

 

 (3) 当連結会計年度の支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 2,035百万円

減価償却費相当額 1,909

支払利息相当額 125
 

 (3) 当連結会計年度の支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 1,914百万円

減価償却費相当額 1,798

支払利息相当額 111

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 (5) 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっている。

 (5) 利息相当額の算定方法

同左

 

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年以内 341百万円
１年超 736

計 1,077
  

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年以内 238百万円
１年超 727

計 965

 

 

３ 転貸リース取引に係る注記

   借手側未経過リース料期末残高相当額

１年以内 568百万円
１年超 901

計 1,470

   貸手側未経過リース料期末残高相当額

１年以内 587百万円
１年超 924

計 1,511
 

 

 

３ 転貸リース取引に係る注記

   借手側未経過リース料期末残高相当額

１年以内 541百万円
１年超 879

計 1,421

   貸手側未経過リース料期末残高相当額

１年以内 559百万円
１年超 897

計 1,456

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失はないため、項目等の

記載は省略している。

(減損損失について)

            同左



(有価証券関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 
  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 
  

 
(注) 取得原価は減損処理後の金額である。なお、減損処理にあたっては、当連結会計年度末における時価が取得原価

に比べ50%を超えて下落した場合にはすべて減損処理を行い、30%～50%下落した場合には回復可能性等を考慮し

て必要と認められた額について減損を行っている。 

  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
  

 
  

４ 時価評価されていない主な有価証券(平成18年３月31日) 
  

 
  

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成18年３月31日)

 
  

種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

時価が連結貸借対照表 
計上額を超えるもの

社債 ― ― ―

小計 ― ― ―

時価が連結貸借対照表 
計上額を超えないもの

社債 20 20 ―

小計 20 20 ―

合計 20 20 ―

種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

(1) 株式 16,772 39,965 23,192

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 192 201 8

小計 16,965 40,166 23,200

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

(1) 株式 635 557 △77

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 635 557 △77

合計 17,601 40,724 23,122

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

4,111 2,790 7

連結貸借対照表計上額 
(百万円)

その他有価証券

  非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,264

１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内 
(百万円)

(1) 債券 20 ― ―

(2) その他 ― ― ―

計 20 ― ―



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成19年３月31日) 
  

 
(注) 取得原価は減損処理後の金額である。なお、当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損 19

百万円を計上している。減損処理にあたっては、当連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50%を超えて

下落した場合にはすべて減損処理を行い、30%～50%下落した場合には回復可能性等を考慮して必要と認められた

額について減損を行っている。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券(平成19年３月31日) 
  

 
  

  

種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

(1) 株式 16,056 33,103 17,046

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 55 58 2

小計 16,112 33,161 17,049

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

(1) 株式 1,629 1,561 △68

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 1,629 1,561 △68

合計 17,742 34,723 16,981

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

2,365 1,599 ―

連結貸借対照表計上額 
(百万円)

その他有価証券

  非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,245



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

一部の長期借入金については借入金利を固定するため金

利スワップ取引を利用している。 

この他、親会社は、外貨建金銭債権債務に係る為替相場

の変動リスクを回避する目的で通貨関連デリバティブ取

引を行っている。 

当連結会計年度末においては、この目的による為替予約

取引の残高があるが、すべて連結子会社に対する売掛債

権に係るものである。 

更に、当連結会計年度において、短期借入金の予定取引

に対してヘッジ目的で金利スワップ取引を利用してい

る。 

ヘッジ有効性については、ヘッジ対象のキャッシュ・フ

ロー変動の累計または相場変動とヘッジ手段のキャッシ

ュ・フロー変動の累計または相場変動を半期ごとに比較

し、両者の変動額等を基礎にして評価している。但し、

特例処理による金利スワップおよび振当処理をしている

為替予約は、有効性の評価を省略している。 

通貨関連デリバティブ取引を行うに際しては、基本的に

外貨建金銭債権債務および外貨建預金の残高の範囲内で

行うこととしており、為替予約取引および通貨オプショ

ン取引については１年を超える長期契約は行わず、また

レバレッジの効く投機的な取引は行わない方針を採って

いる。 

これらの管理は、取締役会にて承認を得たデリバティブ

業務に関する社内規程に基づいて行っており、かつ、そ

の取引内容は半期に一度取締役会に報告している。 

金利スワップ取引、為替予約取引および通貨オプション

取引に係る当社のデリバティブ取引の契約先は、いずれ

も信用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不

履行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断

している。

親会社は、一部の借入金に対してヘッジ目的で金利スワ

ップ取引を利用している。また、一部の長期借入金につ

いて、金利上昇リスクを回避する目的で金利キャップ取

引を利用している。 

この他、親会社は、外貨建金銭債権および外貨建予定取

引に係る為替変動リスクを回避する目的で為替予約取引

を行っている。なお、当連結会計年度末における為替予

約残高は、すべて連結子会社に対する売掛債権および予

定取引に係るものである。 

ヘッジ有効性については、ヘッジ対象のキャッシュ・フ

ロー変動の累計または相場変動とヘッジ手段のキャッシ

ュ・フロー変動の累計または相場変動を半期ごとに比較

し、両者の変動額等を基礎にして評価している。但し、

特例処理による金利スワップおよび振当処理をしている

為替予約は、有効性の評価を省略している。 

為替予約取引を行うに際しては、基本的に外貨建金銭債

権、外貨建預金残高および承認された予定取引の範囲内

で行うこととしている。なお、レバレッジの効く投機的

な取引は行わない方針を採っている。 

これらの管理は、取締役会にて承認を得たデリバティブ

業務に関する社内規程に基づいて行っており、かつ、そ

の取引内容は半期に一度取締役会に報告している。 

金利スワップ取引、金利キャップ取引および為替予約取

引に係る当社のデリバティブ取引の契約先は、いずれも

信用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履

行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断し

ている。 

 



次へ 

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(平成18年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 
  

当連結会計年度(平成19年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 
  

区分 種類
契約額等
(百万円)

契約額等
のうち１年超 
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

市場取引 
以外の取引

為替予約取引

 売建

  米ドル 3,336 ― 3,406 △69

  ユーロ 421 ― 428 △7

合計 3,757 ― 3,835 △77

１ 時価の算定方法

  為替予約取引については、連結決算日における先物為替相場によっている。

２ ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いている。

区分 種類
契約額等
(百万円)

契約額等
のうち１年超 
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

市場取引 
以外の取引

為替予約取引

 売建

  米ドル 9,101 ― 9,321 △220

  ユーロ 1,392 ― 1,403 △10

合計 10,493 ― 10,724 △230

１ 時価の算定方法

  為替予約取引については、連結決算日における先物為替相場によっている。

２ ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いている。



前へ   次へ 

(退職給付関係) 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

    親会社は平成17年８月１日付けで退職金制度の改定

を行い、従来の適格退職金制度からキャッシュバラ

ンスプランと退職一時金を併用する制度に移行し

た。連結子会社は確定給付型の制度として、適格退

職年金制度および退職一時金制度を設けている。ま

た一部の連結子会社は確定給付型制度の他、確定拠

出型制度を設けている。なお、従業員の退職等に際

して、割増退職金を支払う場合がある。

１ 採用している退職給付制度の概要

  親会社はキャッシュバランスプランと退職一時金を

併用する制度を採用している。連結子会社は確定給

付型の制度として、適格退職年金制度および退職一

時金制度を設けている。また一部の連結子会社は確

定給付型制度の他、確定拠出型制度を設けている。

なお、従業員の退職等に際して、割増退職金を支払

う場合がある。       

 

２ 退職給付債務に関する事項

イ 退職給付債務 △35,699百万円

ロ 年金資産 26,479

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △9,219

ニ 未認識数理計算上の差異 1,349

ホ  未認識過去勤務債務 

    (債務の減額)

△2,224

ヘ 連結貸借対照表計上額純額 
  (ハ＋ニ＋ホ)

△10,095

ト 退職給付引当金 △10,095

２ 退職給付債務に関する事項

イ 退職給付債務 △36,104百万円

ロ 年金資産 28,401

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △7,703

ニ 未認識数理計算上の差異 906

ホ  未認識過去勤務債務 

    (債務の減額)

△556

ヘ 連結貸借対照表計上額純額
  (ハ＋ニ＋ホ)

△7,352

ト 退職給付引当金 △7,352

 

３ 退職給付費用に関する事項

  (自平成17年４月１日 至平成18年３月31日)

イ 勤務費用 1,155百万円

ロ 利息費用 453

ハ 期待運用収益 △428

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 419

ホ 過去勤務債務の費用処理額 △1,112

ヘ 退職給付費用 
  (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ)

488

ト その他 233

計 721

(注) １ 上記退職給付費用以外に、早期退職優遇制

度等の実施に伴う退職加算金65百万円を支

払っている。

   ２ 「ト その他」は、確定拠出型年金への掛金

支払額である。

   ３ 簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用は「イ 勤務費用」に計上している。

   ４ 上記退職給付費用以外に、ブラウン管用マ

スク事業からの撤退に伴う退職加算金183百

万円を支払っている。なお、この支払いに

あたっては前連結会計年度に計上したブラ

ウン管用マスク事業整理損失引当金を取崩

しており、当連結会計年度における損益影

響はない。

 

３ 退職給付費用に関する事項

  (自平成18年４月１日 至平成19年３月31日)

イ 勤務費用 1,608百万円

ロ 利息費用 683

ハ 期待運用収益 △1,023

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 152

ホ 過去勤務債務の費用処理額 △1,668

ヘ 退職給付費用
  (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ)

△248

ト その他 305

計 56

(注) １ 上記退職給付費用以外に、早期退職優遇制

度等の実施に伴う退職加算金244百万円を支

払っている。

   ２ 「ト その他」は、確定拠出型年金への掛金

支払額である。

   ３ 簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用は「イ 勤務費用」に計上している。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ 退職給付見込額の 
  期間配分方法

期間定額基準

ロ 割引率 2.00％

ハ 期待運用収益率 2.00％～3.00％

ニ 数理計算上の差異の 
  処理年数

15年

    (親会社は発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数による定額法により按

分した額をそれぞれ発生した翌連結会計年

度から費用処理することとしている。)

ホ 過去勤務債務の額の処理年数 ２年

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ 退職給付見込額の
  期間配分方法

期間定額基準

ロ 割引率 2.00％

ハ 期待運用収益率 3.59％～4.00％

ニ 数理計算上の差異の
  処理年数

15年

    (親会社は発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数による定額法により按

分した額をそれぞれ発生した翌連結会計年

度から費用処理することとしている。)

ホ 過去勤務債務の額の処理年数 ２年



前へ   次へ 

(ストック・オプション等関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はない。 



前へ 

(税効果会計関係) 

  

 

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産(流動資産)

 棚卸資産除却費 2,335 百万円

 未払賞与 1,647

 製品保証引当金 866

 その他 2,364

 同一納税主体における 
 繰延税金負債との相殺

△26

繰延税金資産(流動資産)小計 7,187

 評価性引当額 △1,916

繰延税金資産(流動資産)の純額 5,271

繰延税金負債(流動負債)

 貸倒引当金調整 △15

 その他 △10

 同一納税主体における 
 繰延税金資産との相殺

26

繰延税金負債(流動負債)の純額 －

繰延税金資産(固定資産)

 退職給付引当金 3,963 百万円

 減価償却費限度超過額 3,862

 投資有価証券評価損 1,807

 繰越欠損金 1,418

 その他 897

 同一納税主体における 
 繰延税金負債との相殺

△8,447

繰延税金資産(固定資産)小計 3,500

 評価性引当額 △3,136

繰延税金資産(固定資産)の純額 364

繰延税金負債(固定負債)

 その他有価証券評価差額金 △8,083

 未配分利益 △1,413

 同一納税主体における 
 繰延税金資産との相殺

8,447

繰延税金負債(固定負債)の純額 △1,049

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産(流動資産)

 棚卸資産除却費 3,461 百万円

 未払賞与 2,201

 製品保証引当金 1,452

 その他 3,104

同一納税主体における
 繰延税金負債との相殺

△2

繰延税金資産(流動資産)小計 10,217

 評価性引当額 △2,433

繰延税金資産(流動資産)の純額 7,784

繰延税金負債(流動負債)

 貸倒引当金調整 △21

 その他 △2

同一納税主体における
 繰延税金資産との相殺

2

繰延税金負債(流動負債)の純額 △21

繰延税金資産(固定資産)

 減価償却費限度超過額 4,357 百万円

 退職給付引当金 2,903

 投資有価証券評価損 1,464

 繰越欠損金 577

 その他 1,575

同一納税主体における
 繰延税金負債との相殺

△7,405

繰延税金資産(固定資産)小計 3,473

 評価性引当額 △2,951

繰延税金資産(固定資産)の純額 521

繰延税金負債(固定負債)

 その他有価証券評価差額金 △5,770

 未配分利益 △1,631

同一納税主体における
 繰延税金資産との相殺

7,405

その他 △4

繰延税金負債(固定負債)の純額 －

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 39.5％

 （調整） 
  交際費等永久に損金に 
  算入されない項目

1.1％

  評価性引当額 △14.1％

    在外子会社の未配分利益に
  対する税効果認識

2.3％

  その他 △0.7％

税効果会計適用後の法人税等の負
担率

28.1％

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下

であるため注記を省略している。



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、製品系列の区分によっている。 

２ 各事業区分の主要製品 

   電子工業用機器………半導体製造装置、ＦＰＤ製造装置、プリント配線板製造装置、ブラウン管用マス

ク、保守サービス 

   画像情報処理機器……印刷・製版関連機器、デジタル印刷機、文字フォント、保守サービス 

   その他…………………リース、印刷、ロジスティクス他 

３ セグメント間の内部売上高又は振替高は、主に物流サービス子会社の当社及びグループ各社へのサービス売

上である。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は74,736百万円であり、その主なものは親会社で

の余資運用資金(現金及び預金、有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門にかかる資産等であ

る。 

５ 減価償却費及び資本的支出にはその他の無形固定資産と同資産に係る償却額が含まれている。 

  

電子工業用 
機器 

(百万円)

画像情報
処理機器 
(百万円)

その他

(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

187,039  58,080  1,414  246,533  ─  246,533  

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

─  ─  6,873  6,873  (6,873) ─  

計 187,039  58,080  8,287  253,407  (6,873) 246,533  

  営業費用 170,443  56,719  7,676  234,839  (6,873) 227,966  

   営業利益 16,595  1,360  611  18,567  ─  18,567  

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出

   資産 144,512  51,730  5,552  201,794  68,478  270,273  

   減価償却費 2,824  537  55  3,418  404     3,822  

   資本的支出 2,748  847  52  3,648  2,256  5,905  



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、製品系列の区分によっている。 

２ 各事業区分の主要製品 

   電子工業用機器………半導体製造装置、ＦＰＤ製造装置、プリント配線板製造装置、保守サービス 

   画像情報処理機器……ＣＴＰ(印刷版出力装置)、デジタル印刷機、その他印刷・製版関連機器、    

文字フォント、保守サービス 

   その他…………………リース、印刷、ロジスティクス他 

３ セグメント間の内部売上高又は振替高は、主に物流サービス子会社の当社及びグループ各社へのサービス売

上である。 

４ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「４ 会計処理基準に関する事項」に記載のとおり、国

内連結子会社において当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」を適用している。この結果、従

来と比較して営業費用が、電子工業用機器で31百万円、画像情報処理機器で19百万円、その他で35百万円増

加し、営業利益はそれぞれ同額減少している。 

５ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は73,252百万円であり、その主なものは親会社で

の余資運用資金(現金及び預金、有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門における資産等であ

る。 

  

電子工業用 
機器 

(百万円)

画像情報
処理機器 
(百万円)

その他

(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

236,521 62,467 2,321 301,311 ― 301,311

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

 ― ― 8,727 8,727 (8,727) ―

計 236,521 62,467 11,049 310,039 (8,727) 301,311

  営業費用 209,287 60,167 10,043 279,498 (8,727) 270,770

   営業利益 27,234 2,300 1,006 30,541 ― 30,541

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出

   資産 195,370 52,685 7,093 255,149 64,369 319,518

   減価償却費 2,773 631 97 3,502 610 4,113

   資本的支出 10,797 809 239 11,847 2,572 14,419



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

 (1) 北米……………………米国 

 (2) アジア・オセアニア…シンガポール、中国、台湾、韓国、オーストラリア 

 (3) 欧州……………………イギリス、ドイツ、オランダ、フランス、イタリア、アイルランド、イスラエル 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は74,736百万円であり、その主なものは親会社で

の余資運用資金(現金及び預金、有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門における資産等であ

る。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

 (1) 北米……………………米国 

 (2) アジア・オセアニア…シンガポール、中国、台湾、韓国、オーストラリア 

 (3) 欧州……………………イギリス、ドイツ、オランダ、フランス、イタリア、アイルランド、イスラエル 

３ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「４ 会計処理基準に関する事項」に記載のとおり、国

内連結子会社において当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」を適用している。この結果、日

本において、従来と比較して営業費用が86百万円増加し、営業利益は同額減少している。 

   ４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は73,252百万円であり、その主なものは親会社で

の余資運用資金(現金及び預金、有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門における資産等であ

る。 

日本

(百万円)

北米

(百万円)

アジア・
オセアニア
(百万円)

欧州

(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

169,444  40,347  16,461  20,279  246,533  ─  246,533  

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

55,022  582  3,064  429  59,099  (59,099) ─  

計 224,467  40,929  19,526  20,709  305,633  (59,099) 246,533  

  営業費用 207,610  40,737  18,337  20,251  286,936  (58,970)   227,966  

   営業利益 16,856  192  1,189  458  18,696  (129) 18,567  

Ⅱ 資産 186,535  17,706  14,012  19,015  237,270  33,002  270,273  

日本

(百万円)

北米

(百万円)

アジア・
オセアニア
(百万円)

欧州

(百万円)

計

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

195,851 53,845 22,110 29,504 301,311 ― 301,311

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

72,056 557 4,848 674 78,136 (78,136) ―

計 267,908 54,402 26,958 30,179 379,448 (78,136) 301,311

  営業費用 241,963 53,281 24,330 28,806 348,381 (77,611) 270,770

   営業利益 25,945 1,121 2,627 1,373 31,066 (525) 30,541

Ⅱ 資産 229,522 22,308 17,770 22,086 291,689 27,829 319,518



【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

２ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

３ 各区分に属する主な国又は地域 

 (1) 北米………………………米国、カナダ 

 (2) アジア・オセアニア……シンガポール、マレーシア、中国、台湾、韓国、オーストラリア、インド 

 (3) 欧州………………………イギリス、ドイツ、オランダ、フランス、ベルギー、イタリア、 

              アイルランド、北欧 

 (4) その他の地域……………アフリカ、中近東、中南米 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

２ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

３ 各区分に属する主な国又は地域 

 (1) 北米………………………米国、カナダ 

 (2) アジア・オセアニア……シンガポール、マレーシア、中国、台湾、韓国、オーストラリア、インド 

 (3) 欧州………………………イギリス、ドイツ、オランダ、フランス、ベルギー、イタリア、 

              アイルランド、北欧、ロシア 

 (4) その他の地域……………アフリカ、中近東、中南米 

  

北米
アジア・
オセアニア

欧州 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 36,796 89,315 24,590 1,381 152,083

Ⅱ 連結売上高(百万円) 246,533

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

14.9 36.2 10.0 0.6 61.7

北米
アジア・
オセアニア

欧州 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 56,238 113,348 28,211 3,946 201,745

Ⅱ 連結売上高(百万円) 301,311

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

18.7 37.6 9.4 1.3 67.0



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  役員及び個人主要株主等 

 
(注) １ 上記の金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含めている。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

不動産の取得については、不動産鑑定価格を参考にして売買価額を決定した。 

法律業務の委託手数料については、取締役松本徹が弁護士業務として行った取引であり、価格等は一般的取

引条件によっている。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

    (1)役員及び個人主要株主等 

 
(2)子会社等 

 
(注) １ 上記(1)(2)の金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含めている。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

法律業務の委託手数料については、取締役松本徹が弁護士業務として行った取引であり、価格等は一般的取

引条件によっている。 

株式会社SOKUDOからの受託生産については、市場価格、総原価を勘案して取引条件を決定している。 

  

属性 氏名 住所
資本金
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合 
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者

石田 明 ― ―
当社代表取
締役会長

―
(直接0.4) ― ―

不動産の
取得 241 ― ―

石田楚乃子 
（石田明の
配偶者）

― ― ―
―

(直接0.0)
― ―

役員 松本 徹 ― ―
アクア淀屋
橋法律事務
所

―
(直接0.0)

― ―
法律業務の

委託手数料
19 未払金 2

属性 氏名 住所
資本金 

(百万円)

事業の内容 

又は職業

議決権等の

所有(被所

有)割合 

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)役員の 

兼任等

事業上 

の関係

役員 松本 徹 ― ―
アクア淀屋
橋法律事務
所

―
(直接0.0)

― ―
法律業務の

委託手数料
17 未払金 0

属性
会社等の 
名称

住所
資本金
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合 
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連会社
株式会社 
SOKUDO

京都市 
下京区

90

半導体関連
塗布現像装
置の開発・
製 造・販
売・保守

直接52.0
(―)

兼任4名
当社主
要販売
先

受託生産 18,835 売掛金 11,365



(企業結合等関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１．結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後 

 企業の名称並びに取引の目的を含む取引の概要 

（１）結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容 

半導体関連コータ・デベロッパ事業  

（内容：半導体関連塗布現像装置の開発・製造・販売・保守サービス）  

（２）企業結合の法的形式 

共同支配企業の形成 

（３）結合後企業の名称 

株式会社SOKUDOおよびSOKUDO USA,LLC 

（４）取引の目的を含む取引の概要 

当社は、米国Applied Materials（アプライド マテリアルズ）社との業務・資本提携を目的と

して、平成18年７月に当社半導体関連コータ・デベロッパ事業部門を会社分割（簡易分割）によ

り分社し、株式会社SOKUDOを設立した。同月、新設会社が米国Applied Materials社を割当先とす

る第三者割当増資を実施し、業務・資本提携による事業を開始した。さらに同月、株式会社

SOKUDOが同事業製品の販売・保守を目的とする100％子会社、SOKUDO USA,LLCを米国に設立した。

当該業務・資本提携は、両社の強みを生かした相乗効果による事業基盤の拡張、製品競争力の強

化、事業価値の向上等を目的としている。なお、当該事業製品の生産については、株式会社

SOKUDOからの委託により当社が継続して行っている。 

２．実施した会計処理の概要 

 当該業務・資本提携において、当社および米国Applied Materials社の独立企業２社は、拠出の全て

を議決権のある株式として取得するとともに、株式会社SOKUDOを共同支配とする株主間契約を締結し

ている。また、その他支配関係を示す一定の事実は存在しない。以上から、当該企業結合は、企業結

合会計基準に基づき共同支配企業の形成と判断されるため、その形成における会計処理として、持分

プーリング法に準じた処理方法を適用した。 

 なお、連結財務諸表上、株式会社SOKUDOおよびSOKUDO USA,LLCに対する投資については、当社が議

決権の過半数を所有しているが共同支配企業に該当するため連結の範囲には含めず、持分法に準じた

会計処理を適用している。 



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ １株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりである。 

  

 
  

２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりである。 

  

 
  

(重要な後発事象) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はない。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はない。 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 500円44銭 １株当たり純資産額 542円13銭

１株当たり当期純利益 60円66銭 １株当たり当期純利益 74円05銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

55円81銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

68円63銭

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

当連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

―――
 

 

１株当たり純資産額

純資産の部の合計額 133,778百万円

普通株式に係る純資産額 133,061百万円

差額の内訳

少数株主持分 716百万円

普通株式の発行済株式数 253,974千株

普通株式の自己株式数 8,530千株

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数 245,444千株

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１株当たり当期純利益

当期純利益 15,236百万円

普通株主に帰属しない金額 74百万円

(うち利益処分による 
役員賞与金)

(74百万円)

普通株式に係る当期純利益 15,162百万円

普通株式の期中平均株式数 249,933千株

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

当期純利益調整額 ―

普通株式増加数 21,724千株

(うち新株予約権) (21,724千株)

希薄化効果を有しないため、
潜在株式調整後１株当たり当
期純利益の算定に含めなかっ
た潜在株式の概要

―

  

１株当たり当期純利益

当期純利益 18,451百万円

普通株主に帰属しない金額 ―

普通株式に係る当期純利益 18,451百万円

普通株式の期中平均株式数 249,165千株

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

当期純利益調整額 ―

普通株式増加数 19,710千株

(うち新株予約権) (19,710千株)

希薄化効果を有しないため、
潜在株式調整後１株当たり当
期純利益の算定に含めなかっ
た潜在株式の概要

―



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 
(注) １ 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりである。 

  

 
  

２ 新株予約権付社債に関する記載は次のとおりである。 

   2009年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債 
  

 
※１ 当社は、平成18年10月31日以降、株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引

の終値が、かかる終値のない日を除き連続する30取引日にわたり、当該各取引日に適用のあ

る転換価額の130％以上であった場合、本新株予約権付社債所持人に対し30日以上60日以内

の通知を行うことにより、残存する未償還本社債全部(一部は不可)を本社債額面金額の

100％で繰上償還することができる。 

※２ 新株予約権を行使しようとする者の請求があるときは、その新株予約権が付せられた社債の

全額の償還に代えて新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込があったもの

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

大日本スクリーン 
製造株式会社

2006年満期 
ユーロ円建 
転換社債型新株 
予約権付社債

平成14年 
12月20日

91 ─ 無利息 無担保社債
平成18年
９月29日

同上
第６回無担保社債 
(少人数投資家 
向け）

平成15年 
６月30日

1,000 ― 年2.0 無担保社債
平成18年
６月30日

同上

2009年満期 
ユーロ円建 
転換社債型新株 
予約権付社債 
(注)２

平成15年 
10月６日

15,000 14,999 無利息 無担保社債
平成21年
９月30日

同上
第８回無担保社債 
(銀行保証付適格
機関投資家限定)

平成16年 
１月30日

3,000 ― 年0.79 無担保社債
平成19年
１月30日

同上
第９回無担保社債 
(適格機関投資家 
限定)

平成16年 
３月25日

1,000 ― 年1.81 無担保社債
平成19年
３月23日

同上
第10回無担保社債 
(銀行保証付適格
機関投資家限定)

平成16年 
３月25日

3,000 ― 年0.64 無担保社債
平成19年
３月23日

同上
第11回無担保社債 
(国内公募)

平成19年 
２月８日

― 10,000 年1.66 無担保社債
平成23年
２月８日

同上
第12回無担保社債 
(国内公募)

平成19年 
２月８日

― 7,000 年2.13 無担保社債
平成25年
２月８日

合計 ― ― 23,091 31,999 ― ― ―

１年以内 
(百万円)

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

― ― 14,999 10,000 ─

発行すべき株式 普通株式

新株予約権の発行価額(円) ―

株式の発行価格(円) 763

発行価額の総額(百万円) 15,000

新株予約権の行使により発行した株式の
発行価額の総額(百万円)

―

新株予約権の付与割合(％) 100

新株予約権の行使期間

平成15年10月20日から平成21年９月16
日(ただし、本社債が繰上償還(※１)さ
れる場合には、かかる繰上償還日の３
銀行営業日前の日)の営業終了時まで
（行使請求地時間）。



とする。また、新株予約権が行使されたときには、当該請求があったものとみなす。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載している。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額は以

下のとおりである。 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はない。 

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 10,891 84 4.5 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 3,931 4,283 1.6 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

9,674 11,901 1.9
平成20年９月30日～
平成27年２月28日

合計 24,497 16,269 ― ―

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

長期借入金 3,900 3,756 2,206 1,075



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  
前事業年度

(平成18年３月31日)
当事業年度 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)
Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 14,341 16,669

 ２ 受取手形 ※10 1,484 1,885

 ３ 売掛金 ※４ 80,825 89,498

 ４ 有価証券 20 ―

 ５ 商品 351 414

 ６ 製品 10,712 15,557

 ７ 原材料 3,767 5,425

 ８ 仕掛品 31,036 41,074

 ９ 貯蔵品 8 5

 10 前払費用 343 336

 11 関係会社短期貸付金 4,920 8,895

 12 繰延税金資産 4,134 6,182

 13 その他 1,508 3,887

   貸倒引当金 △239 △183

   流動資産合計 153,215 60.0 189,649 63.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 ※１ 40,922 42,252

    減価償却累計額 △27,209 13,713 △26,086 16,166

  (2) 構築物 3,201 3,563
    減価償却累計額 △2,606 595 △2,506 1,056

  (3) 機械装置 21,180 22,471
    減価償却累計額 △15,892 5,288 △15,202 7,268

  (4) 車両運搬具 26 27
    減価償却累計額 △22 3 △23 4

  (5) 工具器具備品 7,187 7,626
    減価償却累計額 △5,894 1,293 △5,836 1,789

  (6) 土地 ※１ 8,568 8,925

  (7) 建設仮勘定 1,777 1,830

   有形固定資産合計 31,240 12.2 37,041 12.4

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 286 273

  (2) その他 146 75

   無形固定資産合計 433 0.2 348 0.1

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 41,728 35,737

  (2) 関係会社株式 24,320 31,250

  (3) 出資金 267 213

  (4) 関係会社出資金 911 911

  (5) 長期貸付金 6 16

  (6) 従業員長期貸付金 14 9

  (7) 関係会社長期貸付金 12 ―

  (8) 破産債権等 154 39

  (9) 長期前払費用 217 188

  (10) 事業家保険 17 19

  (11) 差入保証金 2,640 2,531

  (12) 繰延税金資産 364 1,779

    貸倒引当金 △252 △133

   投資その他の資産合計 70,403 27.6 72,564 24.2

   固定資産合計 102,077 40.0 109,953 36.7
   資産合計 255,293 100.0 299,603 100.0



前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※10 18,410 28,321

 ２ 買掛金 ※４ 40,468 52,373

 ３ 短期借入金 ※９ 5,000 ―

 ４ 関係会社短期借入金 4,577 6,954

 ５ 一年以内返済予定の 
   長期借入金

※１ 3,917 4,219

 ６ 一年以内償還予定の 
   社債

8,000 ―

 ７ 一年以内償還予定の 
   新株予約権付社債

91 ―

 ８ 未払金 ※４ 7,051 7,604

 ９ 未払法人税等 1,361 9,306

 10 未払事業所税 62 59

 11 未払費用 1,375 1,588

 12 未払賞与 3,720 4,445

 13 前受金 643 507

 14 預り金 3,007 4,114

 15 前受収益 5 0

 16 設備関係支払手形 1,711 5,254

 17 製品保証引当金 1,836 3,217

 18 その他 57 224

   流動負債合計 101,297 39.7 128,190 42.8

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 ― 17,000

 ２ 新株予約権付社債 15,000 14,999

 ３ 長期借入金 ※１ 9,260 11,547

 ４ 退職給付引当金 9,591 6,845

 ５ 土壌浄化対策引当金 556 ―

 ６ その他 379 367

   固定負債合計 34,787 13.6 50,759 16.9

   負債合計 136,085 53.3 178,949 59.7



前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 53,998 21.1 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 26,590 ―

 ２ その他資本剰余金

    資本準備金減少差益 3,540 ―

    自己株式処分差益 0 ―

   資本剰余金合計 30,131 11.8 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 任意積立金

    別途積立金 5,500 ―

 ２ 当期未処分利益 15,443 ―

   利益剰余金合計 20,943 8.2 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 15,038 5.9 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※３ △904 △0.3 ― ―

   資本合計 119,208 46.7 ― ―

   負債・資本合計 255,293 100.0 ― ―

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 54,044 18.0

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 26,636

  (2) その他資本剰余金 ― 3,541

   資本剰余金合計 ― ― 30,177 10.1

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    特別償却準備金 ― 4

    圧縮積立金 ― 18

    別途積立金 ― 15,500

    繰越利益剰余金 ― 17,644

   利益剰余金合計 ― ― 33,167 11.1

 ４ 自己株式 ― ― △7,918 △2.6

   株主資本合計 ― ― 109,471 36.6

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― 11,193 3.7

 ２ 繰延ヘッジ損益 ― ― △12 △0.0

   評価・換算差額等合計 ― ― 11,181 3.7

   純資産合計 ― ― 120,653 40.3

   負債純資産合計 ― ― 299,603 100.0



② 【損益計算書】 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 製品売上高 ※４ 184,603 226,427

 ２ 商品売上高 ※４ 20,564 205,167 100.0 21,328 247,755 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１

 １ 期首製品棚卸高 11,893 10,712

 ２ 期首商品棚卸高 535 351

 ３ 当期製品製造原価 126,610 169,849

 ４ 当期商品仕入高 29,249 31,383

合計 168,289 212,296

 ５ 期末製品棚卸高 10,712 15,557

 ６ 期末商品棚卸高 351 414

 ７ 他勘定振替高 ※２ 1,840 155,385 75.7 10,839 185,485 74.9

   売上総利益 49,781 24.3 62,270 25.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,3 36,999 18.1 40,844 16.5

   営業利益 12,782 6.2 21,426 8.6

Ⅳ 営業外収益 ※４

 １ 受取利息 155 62

 ２ 有価証券利息 5 0

 ３ 受取配当金 ※４ 827 2,998

 ４ 為替差益 414 ―

 ５ 家賃収入 ※４ 767 731

 ６ 廃材売却収入 3 5

 ７ 業務受託収入 ※４ 342 597

 ８ 雑収入 486 3,001 1.5 572 4,968 2.0

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 404 408

 ２ 債権売却損 117 149

 ３ 社債利息 131 106

 ４ 為替差損 ― 491

 ５ 社債発行費 ― 100

 ６ 固定資産除却損 263 784

 ７ 棚卸資産除却損 368 291

 ８ 賃貸費用 811 724

 ９ 貸倒引当金繰入額 ― 39

 10 雑損失 731 2,828 1.4 1,570 4,666 1.8

   経常利益 12,955 6.3 21,728 8.8

Ⅵ 特別利益

 １ 退職給付過去勤務債務 
   償却額

1,112 1,668

 ２ 投資有価証券売却益 2,790 1,599

 ３ 貸倒引当金戻入益 71 17

 ４ ブラウン管用マスク事業 
   整理損失引当金戻入益

248 ―

 ５ 債務保証損失引当金 
   戻入益

14 ―

 ６ その他 41 4,279 2.1 ― 3,286 1.3



 
  

製造原価明細書 

  

 
(注) ※１ 他勘定振替高の明細は下記のとおりである。 

 
 ２ 原価計算方法 

   前事業年度：個別原価計算によっている。 

   当事業年度：個別原価計算によっている。 

 ３ 原価差異の処理方法 

   原価差異については「原価計算基準」に基づき、期末において売上原価、棚卸資産および固定資産に配賦

している。 

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅶ 特別損失

 １ 関係会社株式評価損 356 2,179

 ２ 投資有価証券評価損 2 20

 ３ 出資金評価損 ― 8

 ４ 役員退職慰労金 74 ―

 ５ その他 6 440 0.2 ― 2,207 0.9

   税引前当期純利益 16,794 8.2 22,807 9.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,308 9,220

   法人税等調整額 2,130 3,438 1.7 △1,161 8,059 3.2

   当期純利益 13,355 6.5 14,748 6.0

   前期繰越利益 2,088 ―

   当期未処分利益 15,443 ―

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ 原材料費 87,183 65.7 130,653 72.1

Ⅱ 労務費 13,809 10.4 13,401 7.4

Ⅲ 経費

 １ 外注加工費 16,547 21,290

 ２ 減価償却費 2,031 2,198

 ３ その他 13,203 31,781 23.9 13,567 37,055 20.5

   当期総製造費用 132,775 100.0 181,110 100.0

   期首仕掛品棚卸高 26,414 31,036

合計 159,190 212,147

   他勘定振替高 ※１ 1,543 1,223

   期末仕掛品棚卸高 31,036 41,074

   当期製品製造原価 126,610 169,849

前事業年度 当事業年度

営業外費用 424百万円 営業外費用 76百万円

固定資産 1,119百万円 固定資産 1,146百万円

計 1,543百万円 計 1,223百万円



③ 【利益処分計算書】 

  

 
(注) 日付は株主総会承認年月日である。 

  

前事業年度
(平成18年６月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

（当期未処分利益の処分）

Ⅰ 当期未処分利益 15,443

Ⅱ 利益処分額

 １ 株主配当金 
 (１株につき 10円) 
 (うち特別配当5円)

2,524

 ２ 任意積立金 
   

    別途積立金 10,000 12,524

Ⅲ 次期繰越利益 2,919



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 53,998 26,590 3,540 30,131

事業年度中の変動額

 新株予約権の行使 46 46 46

 自己株式の処分 0 0

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

46 46 0 46

平成19年３月31日残高(百万円) 54,044 26,636 3,541 30,177

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金

合計特別償却 
準備金

圧縮積立金 別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) ― ― 5,500 15,443 20,943 △ 904 104,169

事業年度中の変動額

 新株予約権の行使 92

 利益処分による利益配当 △ 2,524 △ 2,524 △ 2,524

 特別償却準備金の積立 4 △ 4 ― ―

 圧縮積立金の積立 21 △ 21 ― ―

 圧縮積立金の取崩 △ 3 3 ― ―

 利益処分による 
 別途積立金の積立

10,000 △ 10,000 ― ―

 当期純利益 14,748 14,748 14,748

 自己株式の取得 △ 7,015 △ 7,015

 自己株式の処分 1 1

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

4 18 10,000 2,200 12,223 △ 7,013 5,302

平成19年３月31日残高(百万円) 4 18 15,500 17,644 33,167 △ 7,918 109,471

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 15,038 ― 15,038 119,208

事業年度中の変動額

 新株予約権の行使 92

 利益処分による利益配当 △ 2,524

 特別償却準備金の積立 ―

 圧縮積立金の積立 ―

 圧縮積立金の取崩 ―

 利益処分による 
 別途積立金の積立

―

 当期純利益 14,748

 自己株式の取得 △ 7,015

 自己株式の処分 1

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△ 3,845 △ 12 △ 3,857 △ 3,857

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

△ 3,845 △ 12 △ 3,857 1,445

平成19年３月31日残高(百万円) 11,193 △ 12 11,181 120,653



重要な会計方針 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 １ 有価証券の評価基準及び評価方法

 (1) 満期保有目的の債券

   償却原価法(定額法)

 (1)         ―――

 (2) 子会社株式及び関連会社株式

   移動平均法による原価法

 (2) 子会社株式及び関連会社株式

同左

 (3) その他有価証券

   時価のあるもの

    期末日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定している。)

   時価のないもの

    移動平均法による原価法

 (3) その他有価証券

   時価のあるもの

    期末日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定している。)

   時価のないもの

同左

２ デリバティブの評価基準及び評価方法 ２ デリバティブの評価基準及び評価方法

   時価法 同左

３ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 ３ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

 (1) 評価基準

   原価法

 (1) 評価基準

同左

 (2) 評価方法

   商品……先入先出法

   製品・仕掛品

     ……先入先出法又は個別法

   原材料…先入先出法

   貯蔵品…個別法

 (2) 評価方法

同左

４ 固定資産の減価償却の方法 ４ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産 

定率法

 (1) 有形固定資産

同左

   ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)については定額法によって

いる。

   なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

   建物及び構築物   ３～60年

   機械装置及び運搬具 ２～17年

 (2) 無形固定資産

   定額法

   なお、自社利用ソフトウェアは社内における利用

可能期間(５年)、販売用ソフトウェアについては

その効果の及ぶ期間(３年)に基づく定額法によっ

ている。

 (3) 長期前払費用

   定額法

   なお、償却期間は法人税法に規定する方法と同一

の基準によっている。

  

  

  

  

  

 

 (2) 無形固定資産

同左

    

 

 

 

 (3) 長期前払費用

同左

５          ――― ５ 繰延資産の処理方法

            社債発行費

   発行時に全額費用として処理している。

６ 引当金の計上基準 ６ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金 

売掛金等債権の貸倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個々の債権の回収可能性を検

討して回収不能見込額を計上している。

 (1) 貸倒引当金

同左



前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (2) 製品保証引当金

   装置納入後の保証期間に係るアフターサービス費

用について、過去の支出実績率に基づくアフター

サービス費用見込額を計上している。

 (2) 製品保証引当金

同左

 (3) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計

上している。

   数理計算上の差異は、各期の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(15年)に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生した

翌期から費用処理することとしている。

   当期において退職金規定を改定したことに伴う過

去勤務債務は発生時から２年に按分して特別利益

として処理している。

   （追加情報） 

当社は平成17年８月１日付けで退職金制度の改定

を行い、従来の適格退職年金制度からキャッシュ

バランスプランと退職一時金を併用する制度に移

行した。この制度変更に伴う過去勤務債務は△

3,337百万円である。

 (3) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務および年金資産の見込額に基

づき計上している。

   数理計算上の差異は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(15年)による定額法により按分した額をそれぞれ

発生した翌事業年度から費用処理することとして

いる。

   前事業年度において退職金規定を改定したことに

伴う過去勤務債務△3,337百万円は、発生時から

２年に按分して特別利益として処理している。

 (4) 債務保証損失引当金 

債務保証に係る損失に備えるため、販売先のリー

ス料支払、銀行借入に対する債務保証について、

被保証者の財政状態、返済状況等を勘案し、損失

負担見込額を計上している。

 (4)         ―――

 (5) 土壌浄化対策引当金

   土壌浄化対策に係る損失に備えるため、生産拠点

の土地の一部における浄化対策費用の見積額を計

上している。

 (5)         ―――

７ リース取引の処理方法 ７ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っている。

同左

８ ヘッジ会計の方法 ８ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

   繰延ヘッジ処理を採用している。

   なお、為替予約が付されている外貨建金銭債権債

務等については振当処理をしており、特例処理の

要件を満たす金利スワップについては特例処理を

採用している。

 (1) ヘッジ会計の方法

同左

 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建売上債権

金利スワップ 借入金利息

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建売上債権

金利スワップ 借入金利息

金利キャップ 借入金利息

 (3) ヘッジ方針

   当社は、外貨建金銭債権債務等に係る為替相場の

変動リスクおよび借入金または社債等に係る金利

変動リスクをヘッジするため、取締役会の承認を

得たデリバティブ業務に関する社内規程に基づい

てヘッジ取引を行っており、かつ、その取引内容

は取締役会に報告している。

 (3) ヘッジ方針

同左



前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (4) ヘッジ有効性評価の方法

   ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計また

は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変

動の累計または相場変動を半期ごとに比較し、両

者の変動額等を基礎にしてヘッジ有効性を評価し

ている。ただし、特例処理によっている金利スワ

ップおよび振当処理をしている為替予約について

は有効性の評価を省略している。

 (4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

９ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ９ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

  消費税等の会計処理は税抜方式によっている。

  消費税等の会計処理

同左



会計方針の変更 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))および「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号)を適用している。これによる損益に与える影響は

ない。

―――

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等) 

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日

企業会計基準第５号)および「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用している。これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、120,665百万円である。 

なお、当事業年度における財務諸表は、財務諸表等規則

の改正に伴い、改正後の財務諸表等規則により作成して

いる。

――― (企業結合に係る会計基準等) 

当事業年度から「企業結合に係る会計基準」(企業会計

審議会 平成15年10月31日)および「事業分離等に関す

る会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月27日

企業会計基準第７号)ならびに「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準

委員会 最終改正平成18年12月22日 企業会計基準適用

指針第10号)を適用している。

――― (自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等

の一部改正) 

当事業年度から改正後の「自己株式及び準備金の額の減

少等に関する会計基準」(企業会計基準委員会 最終改

正平成18年８月11日 企業会計基準第１号)および「自

己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用

指針」(企業会計基準委員会 最終改正平成18年８月11

日 企業会計基準適用指針第２号)を適用している。こ

れによる損益に与える影響はない。 

なお、当事業年度における財務諸表は、財務諸表等規則

の改正に伴い、改正後の財務諸表等規則により作成して

いる。



表示方法の変更 

  

 
  

追加情報 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(損益計算書関係)

「業務受託収入」は、金額が営業外収益の10/100を超え

ることとなったため、当事業年度より区分掲記してい

る。なお、前事業年度は241百万円で営業外収益の「雑

収入」に含まれている。

―――

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(退職慰労金制度の廃止)

当社は取締役および監査役の退職慰労金制度を廃止する

こととし、平成17年６月28日開催の定時株主総会におい

て、退職慰労金の打ち切り支給議案が承認可決された。

これにより、当期において「役員退職引当金」を全額取

崩し、打ち切り支給額の未払分については固定負債の

「その他」に含めて表示している。 

―――



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  
前事業年度

(平成18年３月31日)
当事業年度

（平成19年３月31日)

 

※１ 担保資産及び担保付債務

 (1) 工場財団組成による担保提供資産

建物 8,235百万円

土地 5,265

計 13,501

    上記に対応する債務 

長期借入金 1,028百万円

 

 

※１ 担保資産及び担保付債務

建物 3,318百万円

土地 892

計 4,211

   上記に対応する債務

長期借入金 375百万円

(うち１年以内返済予定額      250百万円)

(うち１年以内返済予定額    1,028百万円)

 

 (2) その他の担保提供資産

建物 3,047百万円

土地 892

計 3,939

     上記に対応する債務 

長期借入金 625百万円

(うち１年以内返済予定額      250百万円)

 

※２ 株式の状況

授権株式数 普通株式 900,000千株

発行済株式数 普通株式 253,791千株

   ただし、授権株数については、定款の定めにより

株式の消却が行われた場合には、これに相当する

株式数を減ずることとなっている。

 ２         ―――

※３ 自己株式の保有数

当社が保有する自己株式の数は、普通株式

1,307千株である。

 ３         ―――

※４ 関係会社に係る注記

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりである。

売掛金 27,366百万円

買掛金 23,787

未払金 2,873

※４ 関係会社に係る注記

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりである。

売掛金 39,220百万円

買掛金 33,469

未払金 3,496

 ５ 保証債務

(1) 関係会社の取引(銀行借入
等)に対する保証債務

   DAINIPPON SCREEN 
    (DEUTSCHLAND)GmbH 
     (6,575千ユーロ)

939百万円

 DAINIPPON SCREEN
  (CHINA)LTD.

      (51千米ドル

     6,000千香港ドル）

   96
 

 ５ 保証債務

(1) 関係会社の取引(銀行借入
等)に対する保証債務

  DAINIPPON SCREEN
    (DEUTSCHLAND)GmbH 
     (6,087千ユーロ)

957百万円

DAINIPPON SCREEN
 (CHINA)LTD.

    (2,000千香港ドル）
30

 

(2) 販売先のビジネスローン
等に対する保証債務

126

(3) 子会社である㈱ファース
ト・リースが行っている
転貸リース物件に対する
買戻保証等

537

(4) 従業員住宅ローンに対す
る保証債務

894

計 2,594

上記のうち、外貨建保証債務は決算日の為替相場

により換算している。

 

(2) 販売先のビジネスローン
等に対する保証債務

64

(3) 子会社である㈱ファース
ト・リースが行っている
転貸リース物件に対する
買戻保証等

577

(4) 従業員住宅ローンに対す
る保証債務

759

計 2,389

上記のうち、外貨建保証債務は決算日の為替相場

により換算している。



 
  

(損益計算書関係) 

  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 ６ 受取手形割引高 294百万円  ６ 受取手形割引高 1,647百万円

 ７ 売上債権流動化に伴う遡及義務 1,234百万円  ７         ―――

 ８ 配当制限

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資 産は

15,038百万円である。

 ８         ―――

※９ 貸出コミットメント契約

    運転資金の効率的な調達を行うため、取引金融機

関９社と貸出コミットメント契約を締結してい

る。貸出コミットメントに係る借入未実行残高等

は下記のとおりである。

 ９ 貸出コミットメント契約

    運転資金の効率的な調達を行うため、取引金融機

関９社と貸出コミットメント契約を締結してい

る。貸出コミットメントに係る借入未実行残高等

は下記のとおりである。

 

貸出コミットメントの総額 20,000百万円

借入実行残高 5,000

借入未実行残高 15,000

 

貸出コミットメントの総額 20,000百万円

借入実行残高 ―

借入未実行残高 20,000

※10 期末日満期手形

    期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理している。 

なお、当事業年度末日が金融機関の休日であった

ため、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれ

ている。

受取手形 100百万円

支払手形 3,589

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 研究開発費の総額

   一般管理費及び当期総製造費用に含まれる研究開

発費

13,112百万円

※１ 研究開発費の総額

   一般管理費及び当期総製造費用に含まれる研究開

発費

15,551百万円

 

※２ 他勘定振替高の明細は下記のとおりである。

棚卸資産 881百万円

固定資産 626

製造費用 112

販売費及び 
一般管理費

184

営業外費用 35

計 1,840

※２ 他勘定振替高の明細は下記のとおりである。

棚卸資産 7,527百万円

会社分割による移管 1,406

固定資産 1,402

営業外費用 342

製造費用 111

販売費及び
一般管理費

48

計 10,839



次へ 

 
  

(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりである。 

   会社法165条第２項の規定による定款の定めに基づく取得    7,174千株 

   単元未満株式の買取りによる増加   50千株 

  減少数の主な内訳は、次のとおりである。 

   株主からの単元未満株式の買増請求による減少   1千株 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※３ 販売費に属する費用のおおよその割合は61％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

39％である。主要な費目および金額は次のとおり

である。

旅費交通費 1,476百万円

荷造運賃 

貸倒引当金繰入額

3,529

61

販売サービス費 1,496

広告宣伝費 482

役員退職引当金繰入額 6

給与手当・賞与 11,318

福利厚生費 2,210

研究費 4,575

減価償却費 668

役員報酬 344

退職給付費用 1,005

委託サービス費 3,501
 

※３ 販売費に属する費用のおおよその割合は60％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

40％である。主要な費目および金額は次のとおり

である。

旅費交通費 1,378百万円

荷造運賃 

販売促進費

3,713

2,670

販売サービス費 1,268

広告宣伝費 623

給与手当・賞与 11,792

福利厚生費 2,327

研究費 5,650

減価償却費 919

役員報酬 414

退職給付費用 

委託サービス費

708

4,197

※４ 関係会社に係る注記

   関係会社との取引にかかるものが次のとおり含ま

れている。

製品売上高 63,423百万円

商品売上高 3,901

家賃収入 533

受取配当金 452

業務受託収入 340

その他の営業外収益 395

※４ 関係会社に係る注記

   関係会社との取引にかかるものが次のとおり含ま

れている。

製品売上高 93,928百万円

商品売上高 3,348

受取配当金 2,649

業務受託収入 577

家賃収入 514

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株) 1,307 7,224 1 8,530



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置 3,659 2,134 1,525

車両運搬具 62 32 29

工具器具備品 1,565 773 791

ソフトウェア 2,722 1,066 1,656

合計 8,010 4,007 4,003

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置 2,975 1,798 1,177

車両運搬具 69 29 40

工具器具備品 1,799 971 827

ソフトウェア 3,126 1,585 1,541

合計 7,971 4,385 3,586

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 1,474百万円

１年超 2,651

計 4,126

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 1,559百万円

１年超 2,145

計 3,705

 (3) 当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額

支払リース料 1,829百万円

減価償却費相当額 1,690

支払利息相当額 143

 (3) 当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額

支払リース料 1,712百万円

減価償却費相当額 1,580

支払利息相当額 129

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 (5) 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっている。

 

 (5) 利息相当額の算定方法

同左

(減損損失について) 

リース資産に配分された減損損失はないため、項目等の

記載は省略している。

(減損損失について) 

            同左

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 同左



前へ   次へ 

(税効果会計関係) 

  

 
  

(企業結合等関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

連結財務諸表における注記事項として記載している。 

  

  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産(流動資産)

 未払賞与 1,469 百万円

 棚卸資産除却費 1,045

 その他 1,677

繰延税金資産(流動資産)小計 4,193

 評価性引当額 △59

繰延税金資産(流動資産)の純額 4,134

繰延税金資産(固定資産)

 退職給付引当金 3,788 百万円

 子会社株式等評価損 2,874

 減価償却費限度超過額 2,702

 投資有価証券評価損 1,948

 その他 1,998

 繰延税金負債との相殺 △8,083

繰延税金資産(固定資産)小計 5,227

 評価性引当額 △4,863

繰延税金資産(固定資産)の純額 364

繰延税金負債(固定負債)

 その他有価証券評価差額金 △8,083

 繰延税金資産との相殺 8,083

繰延税金負債(固定負債)の純額 ―

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産(流動資産)

棚卸資産除却費 2,108 百万円

未払賞与 1,755

製品保証引当金 1,270

その他 1,115

繰延税金資産(流動資産)小計 6,251

評価性引当額 △69

繰延税金資産(流動資産)の純額 6,182

繰延税金資産(固定資産)

関係会社株式等評価損 2,906 百万円

減価償却費限度超過額 2,764

退職給付引当金 2,704

投資有価証券評価損 1,344

その他 3,385

繰延税金負債との相殺 △5,770

繰延税金資産(固定資産)小計 7,335

評価性引当額 △5,556

繰延税金資産(固定資産)の純額 1,779

繰延税金負債(固定負債)

その他有価証券評価差額金 △5,770

繰延税金資産との相殺 5,770

繰延税金負債(固定負債)の純額 ―

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 39.5％

 （調整）

  研究開発減税等による 
  税額控除

△1.4％

  評価性引当額 △18.4％

  その他 0.8％

税効果会計適用後の法人税等の負
担率

20.5％

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 39.5％

（調整）

 研究開発減税等による
  税額控除

△6.6％

 受取配当金等永久に益金に
  算入されない項目

△1.1％

 評価性引当額 4.2％

 その他 △0.7％

税効果会計適用後の法人税等の負
担率

35.3％



前へ 

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ １株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりである。 

  

 
  

２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりである。 

  

 
  

(重要な後発事象) 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はない。 

  

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はない。 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 472円14銭 １株当たり純資産額 491円57銭

１株当たり当期純利益 53円44銭 １株当たり当期純利益 59円19銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

49円16銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

54円85銭

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

―――
 

 

１株当たり純資産額

純資産の部の合計額 120,653百万円

普通株式に係る純資産額 120,653百万円

差額の内訳 ―

普通株式の発行済株式数 253,974千株

普通株式の自己株式数 8,530千株

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数 245,444千株

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１株当たり当期純利益

当期純利益 13,355百万円

普通株主に帰属しない金額 ―

普通株式に係る当期純利益 13,355百万円

普通株式の期中平均株式数 249,933千株

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

当期純利益調整額 ―

普通株式増加数 21,724千株

(うち新株予約権) (21,724千株)

希薄化効果を有しないため、
潜在株式調整後１株当たり当
期純利益の算定に含めなかっ
た潜在株式の概要

―

  

１株当たり当期純利益

当期純利益 14,748百万円

普通株主に帰属しない金額 ―

普通株式に係る当期純利益 14,748百万円

普通株式の期中平均株式数 249,165千株

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

当期純利益調整額 ―

普通株式増加数 19,710千株

(うち新株予約権) (19,710千株)

希薄化効果を有しないため、
潜在株式調整後１株当たり当
期純利益の算定に含めなかっ
た潜在株式の概要

―



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

【その他】 

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

その他有価証券

株式会社京都銀行 2,942,723 3,981

日本電産株式会社 486,084 3,703

オムロン株式会社 772,033 2,424

株式会社ニコン 654,520 1,626

株式会社滋賀銀行 1,708,240 1,399

株式会社荏原製作所 2,406,000 1,344

株式会社三菱ＵＦＪ 
フィナンシャル・グループ

871 1,158

凸版印刷株式会社 931,023 1,145

株式会社村田製作所 127,551 1,090

富士火災海上保険株式会社 2,189,200 1,061

ソニー株式会社 165,000 988

株式会社ワコール 
ホールディングス

584,617 872

株式会社りそな 
ホールディングス

2,599 823

株式会社小森コーポレーション 291,928 801

日本写真印刷株式会社 231,083 720

コニカミノルタ 
ホールディングス株式会社

443,767 686

東亜合成株式会社 1,317,767 645

富士フイルム 
ホールディングス株式会社

120,410 580

小計 15,375,416 25,056

その他(122銘柄) 12,536,633 10,622

計 27,912,049 35,679

種類及び銘柄 投資口数等 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

その他有価証券

<投資事業有限責任組合出資持分>

投資事業有限責任組合出資持分
(２銘柄)

― 58

計 58



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 当期増加のうち主なものは、次のとおりである。 

 
２ 当期減少のうち主なものは、次のとおりである。 

 
３ ノーハウは貸借対照表の無形固定資産「その他」に含めている。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注)１ 貸倒引当金の当期減少額（その他）は、洗替による取崩額46百万円および債権回収に伴う取崩額43百万円で

ある。 

   ２ 製品保証引当金の当期減少額（その他）は、洗替による取崩額12百万円である。 

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産

建物 40,922 4,090 2,760 42,252 26,086 1,088 16,166

構築物 3,201 570 209 3,563 2,506 81 1,056

機械装置 21,180 6,725 5,434 22,471 15,202 1,330 7,268

車両運搬具 26 2 0 27 23 1 4

工具器具備品 7,187 1,163 725 7,626 5,836 596 1,789

土地 8,568 357 ― 8,925 ― ― 8,925

建設仮勘定 1,777 1,858 1,805 1,830 ― ― 1,830

有形固定資産計 82,865 14,768 10,937 86,696 49,654 3,098 37,041

無形固定資産

ソフトウェア 518 93 145 467 194 80 273

ノーハウ(注)３ 420 10 0 429 359 82 70

その他 8 1 ― 9 4 1 5

無形固定資産計 947 105 145 907 559 163 348

長期前払費用 522 49 121 449 260 77 188

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

機械装置 電子工業用機器生産設備、開発設備 5,341百万円

建物 Fab.FC-2工場新設 1,371百万円

本社事業所事務所改修 1,006百万円

CS-1工場新設 738百万円

機械装置 電子工業用機器生産設備、開発設備 2,417百万円

（会社分割に伴うもの）

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金(注)１ 491 110 196 89 316

製品保証引当金(注)２ 1,836 3,185 1,792 12 3,217

土壌浄化対策引当金 556 ― 556 ― ―



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

流動資産 

1) 現金及び預金 

  

 
  

2) 受取手形 

イ) 相手先別内訳 

  

 
  

ロ) 期日別内訳 

  

 
  

  

区分 金額(百万円)

現金 5

預金

 当座預金 1,037

 普通預金 15,611

計 16,648

振替貯金他 14

合計 16,669

相手先 金額(百万円)

株式会社ハイニックスセミコンダクタージャパン 383

興銀リース株式会社 173

昭和リース株式会社 132

コニカミノルタテクノプロダクト株式会社 109

株式会社親和プロセス 90

その他 995

合計 1,885

期日別 受取手形(百万円) 割引手形(百万円)

平成19年４月期日 368 491

    ５月 666 420

    ６月 364 ―

    ７月 326 ―

    ８月 83 93

    ９月 0 642

    10月 0 ―

    11月 0 ―

    12月 0 ―

平成20年１月 0 ―

    ２月 76 ―

合計 1,885 1,647



3) 売掛金 

イ) 相手先別内訳 

  

 
  

ロ) 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

   

 
２ 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しているが、上記当期発生高には消費税等が含まれている。 

  

4) 棚卸資産 

  

 
  

固定資産 

関係会社株式 

  

相手先 金額(百万円)

株式会社SOKUDO 11,365

DNS ELECTRONICS, LLC 11,054

株式会社メディアテクノロジー ジャパン 6,431

フラッシュパートナーズ有限会社 4,626

TSMC(shanghai)Company Limited 3,893

その他 52,127

合計 89,498

前期繰越高Ａ 
(百万円)

当期発生高Ｂ 
(百万円)

当期回収高Ｃ
(百万円)

次期繰越高Ｄ
(百万円)

回収率Ｅ
(％)

滞留日数Ｆ 
(日)

80,825 253,751 245,078 89,498 73.25 120.8

(注) １ 回収率 ＝
当期回収高Ｃ

前期繰越高Ａ＋当期発生高Ｂ

滞留日数 ＝
前期繰越高Ａ＋次期繰越高Ｄ

÷当期月間平均発生高×30日
２

区分
商品 

(百万円)
製品

(百万円)
原材料
(百万円)

仕掛品 
(百万円)

貯蔵品 
(百万円)

電子工業用機器 408 11,918 3,270 39,611 2

画像情報処理機器 6 3,638 2,154 1,462 3

合計 414 15,557 5,425 41,074 5

銘柄 株式数(株) 取得価額(百万円)
貸借対照表計上額

(百万円)

(子会社株式)

D.S. NORTH AMERICA HOLDINGS, INC. 6,444,626 10,964 6,878

INCA DIGITAL PRINTERS LTD. 931,665 5,856 5,856

DAINIPPON SCREEN(U.K.)LTD. 10,250,000 3,533 3,533

DAINIPPON SCREEN SINGAPORE PTE. LTD. 15,800,000 1,412 1,412

DAINIPPON SCREEN ELECTRONICS(TAIWAN)CO.,LTD. 2,150,000 877 877

DAINIPPON SCREEN(CHINA)LTD. 80,000 499 499

その他25銘柄 3,066 2,800

(関連会社株式)

株式会社SOKUDO 520 9,106 9,106

SEMES CO.,LTD. 435,000 276 276

株式会社アーティフィッシャル・インテリジェンス 3,000 90 7

合計 35,684 31,250



流動負債 

1) 支払手形 

イ) 相手先別内訳 

  

 
  

ロ) 期日別内訳 

  

 
  

2) 買掛金 

  

 
(注) 仕入先が、当社に対して有する売掛債権を株式会社ディ・エス・ファイナンスへ譲渡したことによるものであ

る。 

  

相手先 金額(百万円)

株式会社たけびし 2,296

サンワテクノス株式会社 1,737

川重商事株式会社 1,547

大和工業株式会社 1,439

ＣＫＤ株式会社 1,385

その他 19,915

合計 28,321

期日別 金額(百万円)

平成19年４月期日 9,474

    ５月 5,384

    ６月 5,078

    ７月 4,799

    ８月 2,047

    ９月 1,537

合計 28,321

相手先 金額(百万円)

株式会社ディ・エス・ファイナンス(注) 30,271

株式会社大日本科研 1,714

株式会社たけびし 550

株式会社テックインテック 495

ニチアス株式会社 415

その他 18,925

合計 52,373



3) 設備関係支払手形 

イ) 相手先別内訳 

  

 
  

ロ) 期日別内訳 

  

 
  

固定負債 

社債              17,000百万円 

新株予約権付社債        14,999百万円 

内訳は、⑥連結附属明細表 社債明細表に記載している。 

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はない。 

  

相手先 金額(百万円)

株式会社竹中工務店 2,789

高砂熱学工業株式会社 1,098

栗田工業株式会社 547

株式会社きんでん 288

応用地質株式会社 148

その他 381

合計 5,254

期日別 金額(百万円)

平成19年４月期日 884

    ５月 2,995

    ６月 353

    ７月 593

    ８月 28

    ９月 398

合計 5,254



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) 当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。 

 会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

 株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利 

  

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 10,000株券 1,000株券 500株券 100株券 100株未満の株数を表示した株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
大阪市中央区北浜二丁目２番21号
中央三井信託銀行株式会社大阪支店

  株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店および全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 新券１枚につき250円

株券喪失登録

  株券喪失登録申請料 １件につき8,600円

  株券登録料 １枚につき500円

単元未満株式の買取り・
買増し

  取扱場所
大阪市中央区北浜二丁目２番21号
中央三井信託銀行株式会社大阪支店

  株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店および全国各支店

  手数料

株式の売買の委託に係る手数料相当額として、以下の算式により１単元当たりの金額
を算定し、これを買取りまたは買増しをした単元未満株式の数で按分した金額 
 買取単価または買増単価に１単元の株式数を乗じた合計金額のうち 
 100万円以下の金額につき1.150％ 
 100万円を超え500万円以下の金額につき0.900％ 
 (円未満の端数を生じた場合には切り捨て) 
 ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には2,500円

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によっ
て電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり
である。 
http://www.screen.co.jp/

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

親会社等はない。 

  

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出している。 

  

 
  

  

該当事項はない。 

  

 
(1) 
 

 
有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度
(第65期)

 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

 
平成18年６月29日 
関東財務局長に提出

(2) 
 

自己株券買付状況 
報告書

報告期間 
 

自 平成18年８月10日 
至 平成18年８月31日

平成18年９月12日 
関東財務局長に提出

(3) 
 

自己株券買付状況 
報告書

報告期間 
 

自 平成18年９月１日 
至 平成18年９月30日

平成18年10月６日 
関東財務局長に提出

(4) 
 

発行登録書(社債) 
およびその添付書類

平成18年12月19日 
関東財務局長に提出

(5) 
 

半期報告書 
 

(第66期中) 
 

自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日

平成18年12月22日 
関東財務局長に提出

(6) 
 

訂正発行登録書 
 

平成18年12月22日 
関東財務局長に提出

(7) 
 

発行登録追補書類(株
券、社債券等)

平成19年１月30日 
近畿財務局長に提出

(8) 
 

発行登録取下届出書 
 

平成19年３月16日 
関東財務局長に提出

(9) 
 

自己株券買付状況 
報告書

報告期間 
 

自 平成19年３月19日
至 平成19年３月31日

平成19年４月11日 
関東財務局長に提出

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月28日 

大日本スクリーン製造株式会社 

取締役会 御中 

  
  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている大日本スクリーン製造株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、大日本スクリーン製造株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

 

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  尾  正  孝  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  宮  林  利  朗  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  砂  畑  昌  宏  ㊞

 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月27日 

大日本スクリーン製造株式会社 

取締役会 御中 

  
  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている大日本スクリーン製造株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、大日本スクリーン製造株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

  

追記情報 

１． 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、当連結会計年度より企業結

合に係る会計基準及び事業分離等に関する会計基準を適用している。 

２． 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、当連結会計年度より貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

 

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  尾  正  孝  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  宮  林  利  朗  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  砂  畑  昌  宏  ㊞

 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月28日

大日本スクリーン製造株式会社 

取締役会 御中 

  
  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている大日本スクリーン製造株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第65期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、大日本スクリーン製造株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  尾  正  孝  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  宮  林  利  朗  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  砂  畑  昌  宏  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月27日

大日本スクリーン製造株式会社 

取締役会 御中 

  
  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている大日本スクリーン製造株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第66期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、大日本スクリーン製造株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  尾  正  孝  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  宮  林  利  朗  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  砂  畑  昌  宏  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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